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巻頭言 

 

本報告書は、茨城大学地球変動適応科学研究機関（ICAS）の第 2 期にあたる 2010 年

4 月～2013 年 11 月の活動に対する外部評価の結果をまとめたものです。 
現代の社会では、地球環境の悪化、とりわけ気候変動問題の深刻化、資源の枯渇、生

物多様性と生態系の劣化、そしてグローバリゼーションの進行と格差の拡大などによる

様々な問題が顕在化しています。これらの諸問題は、20 世紀後半の大量生産・大量消費・

大量廃棄のパラダイムの終わりを告げるとともに、21 世紀の新しいパラダイムとして持

続可能な社会の実現を促しています。 サステイナビリティ学は、人類社会の持続性の確

保という観点からこうした諸問題をとらえ、課題群を俯瞰して構造化し、その解決を目

指すものとして提唱されました。サステイナビリティ学の構築を目指して、2005 年に東

京大学を中心にした「サステイナビリティ学連携研究機構(IR3S)」が設立されました。

IR3S は、10 大学と 1 研究機関が参加したネットワーク型の研究機構ですが、茨城大学

は参加大学として 2006 年 5 月に ICAS を設置し、研究教育活動を開始しました。それ

以来、ICAS では温暖化問題、とりわけ気候変動への適応を大きなテーマとして活動を

進めてきました。IR3S は文部科学省からの補助が終了した後、2010 年に一般社団法人

「サステイナビリティ・サイエンス・コンソーシアム（SSC）」を設立して、活動を継続、

拡大しています。 
この第 1 期の成果を受けて 2010 年から第 2 期 ICAS を開始しました。その中で、2011

年 3 月 11 日に東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故という未曾有の事態

が発生しました。この事態に直面して、ICAS も茨城県と周辺地域における被害調査や

復興支援活動を展開し、その後、気候変動、復興支援、自然エネルギーを重点 3 分野に

設定して、第 2 期の研究教育を進めてきました。震災・原発事故は日本社会の安全・安

心のあり方を大きく問い直すものであり、ICAS でも新研究部門として第 4 部門「新し

い安全・安心社会のあり方」を設置しました。さらに、2009 年に開始した大学院サステ

イナビリティ学教育プログラムは大学院横断型プログラムとして定着し、2012 年度まで

に 91 名の修了者を輩出しています。 
このような第 2 期 ICAS の活動を客観的に評価するため、2013 年後半に自己評価と

外部評価を行いました。外部評価委員は、京都大学防災研究所中北英一教授、東京農工

大学大学院生物生産科学部門荻原勲教授、茨城新聞社地域連携室菊池克幸室長にお願い

し、厳正な評価と多方面にわたる有意義なご意見を頂きました。お忙しい中、ご協力し

て頂いた委員の皆様に心から感謝致します。また、この外部評価のご意見を生かして、

課題を克服し、今後の ICAS の研究教育の一層の展開を図りたいと考えています。 
 

2014 年 1 月 
 

茨城大学地球変動適応科学研究機関 機関長 
三村 信男
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第一部 ICAS活動報告 

 

1. 適応のための工学的手法開発に関する研究(第 1部門) 

1.1. 日本における複合影響評価と適応技術 

 

[1] 研究目的 

本研究では地球温暖化／気候変動に伴い、海面の上昇とそれに伴う河川汽水域の拡大や

降雨強度の増大に起因する河川流域の挙動変化を複合影響と考え、日本における河川流域

の脆弱性を評価するとともに、それに対する適応技術について選定することを目的として

いる。 
[2] 研究概要 

海水環境で実施可能な高圧圧密試験や定率ひずみ圧密試験、透水試験、独自に開発した装

置による侵食試験などを実施し、土質分類・物理特性の視点から、河川堤防を含む周辺土

質に対する海面上昇や降雨増大に伴う脆弱性を評価し、各種脆弱性のデータベースを構築

した。これと地盤情報データベースを組み合わせることにより、日本の主要河川の各種脆

弱性マップの構築を行った。また、それぞれの河川流域に対しての適応技術を提示した。 
[3] 研究成果 

海水環境で実施可能な高圧圧密試験や定率ひずみ圧密試験、透水試験、独自に開発した

装置による侵食試験などを実施し、土質分類・物理特性の視点から、河川堤防を含む周辺 
 

対雁堤防堤体材料，江別：圧縮性が増
加し，堤防や高水敷・河岸の沈下が懸
念される．透水係数も増加し，浸潤面
も高くなることに伴い，強度低下も懸
念される．

関東ローム，信濃川
堤防堤体材料：圧縮
性は低下せず，堤防
や高水敷・河岸の沈
下量の増加は生じな
いと推察される．し
かし，透水係数の低
下が予想され，堤防
内や高水敷・河岸内
の残留水圧が高くな
り，それに起因する
影響の発生が推察さ
れる．

まさ土：圧縮性はほとんど変化しないこ
とから，堤防や高水敷・河岸の沈下量の
増加は生じないと推察される．しかし透
水係数が増加することから，堤防堤体内
や高水敷・河岸内の浸潤面が高くなるこ
とにより，強度低下が懸念される．

赤ぼく，黒ぼく：
赤ぼくは圧縮性が増加
する一方，黒ぼくは圧
縮性が低下する．透水
係数についても，赤ぼ
くでは増加するのに対
し，黒ぼくでは低下す
る．したがって，地域
や地質によって影響程
度や影響傾向が異なる．

1次しらす，2次しらす：圧縮性の増減は，応力条件
に依存し変動する傾向がある．圧密係数および透水
係数については，1次しらすでは増加するのに対し，
2次しらすでは，いずれも低下する．したがって，地
域や地質によって影響程度や影響傾向が異なる．  

図 1.1-(1) 河川汽水域の拡大による堤防堤体や高水敷・河岸の土質材料への影響評価簡易

マップ 
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土質に対する海面上昇や降雨増大に伴う脆弱性を評価し、各種脆弱性のデータベースを構

築した。 
図 1.1-(1)は、海面上昇に伴う河川汽水域の拡大による堤防堤体や高水敷・河岸の土質材

料への影響評価簡易マップである。図 1.1-(2)は、降雨増大、河川水位上昇による堤防堤体

や高水敷・河岸の土質材料への影響評価簡易マップと適応策の選定例である。 
本研究成果の手法は日本国内に留まらず、海外における地盤情報などが得られれば、海

外における複合影響評価と適応技術の選定も十分可能である。 
 

関東ローム：他の材料と比
べて保水性は高い．また排
水に伴う体積変化も比較的
小さい．

この地域の堤防の脆弱性は
比較的低いと考えられる．

江別，対雁築堤：保水性は比較的低く，体積含
水率の変化に対してサクションは大きく変化す
る．江別の場合，排水に伴い，急激な体積変化
を生じる．

赤ぼく，黒ぼく：
保水性は比較的高い．
赤ぼくの場合，排水
に伴い，急激な体積
変化を生じる．

遮水対策が効果的と思
われる．赤ぼくの場合
は，沈下の可能性が高
く，余裕高の拡大が有
効と考えられる．

1次しらすの場合は排水対
策が有効と思われる．
2次しらすの場合は，大き
く沈下する可能性が高いの
で，遮水対策もしくは余裕
高の拡大など総合的な対策
が有効と考えられる．

江別の場合は，大きく沈下する可能性が高いの
で，遮水対策もしくは余裕高の拡大など総合的
な対策が有効と考えられる．
対雁築堤の場合は排水対策が有効と思われる．

 
図 1.1-(2) 降雨増大、河川水位上昇による堤防堤体や高水敷・河岸の土質材料への影響評

価簡易マップと適応策の選定例 
 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）土木学会地球環境委員会・平成23年度地球環境貢献賞（2011年、茨城大学防災・

環境地盤工学研究室として受賞）：受賞タイトル「持続可能な未来の創造に向けた

廃棄物の物理的・化学的特性を活用した環境負荷低減技術」につながった。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英文論文 1 件、査読付きその他論文 3 件、国際会議論文 2 件の成果があっ

た。 
 

1.2. IT技術を用いた適応策の検討 
[1] 研究目的 

地球環境の変動により深刻な影響が懸念される南太平洋及びインド洋等の途上国（スリ
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ランカ、サモア、バングラディシュ、ベトナム）において、IT技術を用いた防災・適応能

力の向上並びにサステイナビリティ学の普及を目指すため、知識統合サーバシステム

KISSEL（Knowledge Integration Servers System for E-Learning）を構築し、これを普及する

ことを目的とする。また、KISSELサーバシステムのコンテンツ整備の一環として、リモ

ートセンシングデータを用いたスリランカのラグーンの水質解析や、衛星湖沼水温データ

ベースの構築、津波や豪雨による浸水域解析等の応用研究、低価格な環境計測システムの

開発等も並行して行う。 
[2] 研究概要 

KISSEL サーバシステムは Linux サーバにオープンソースのコミュニティポータルシス

テム XOOPS を組み込み、さらにサーバ間連携機能を盛り込んだものを参加各国に分散配

置したシステムである。各サーバのディスク領域には、各国の利用者コミュニティで自由

に使用できるローカルセクションと、参加国間で情報共有するために定期的に同期される

国際セクションが用意されており、利用者はコンテンツの用途に応じて、両者を使い分け

ることができる。本システムの利用者は、主に各国の初等及び高等教育機関の教育者であ

り、本システム上で得られた「知」を各利用者の教育活動に還元して頂くことで、防災・

適応能力の向上並びにサステイナビリティ学の普及を目指すものである。 
本研究の活動は、大きく分けて、①システムの開発、②システムの普及活動、③コンテ

ンツ整備のための応用研究、に分けられる。以下に、それぞれの活動で得られた研究成果

を述べる。 
[3] 研究成果 

（１）KISSEL サーバシステムの開発 
KISSELサーバシステムについては平成 19 年度に概念設計及びプロトタイプの開

発が始まり、以降、継続的に利用性の向上、高速化、安定化に向けた改良が進めら

れた。例えば、平成 23 年度には、データ同期の最適化研究を行っているが、これ

は、KISSEL サーバが多国間で共有データを同期する仕組みを持っているものの、

各国のネットワーク事情が異なるため、必ずしも最適な同期ができていなかったこ 
 

 

 

図 1.2-(1) KISSEL のユーザー画面例 図 1.2-(2) スリランカ・オープン大学副学

長らとの対談の様子(2011 年 3 月 2 日) 

3 
 



とを受けて実施したものである。本研究では、各国のネットワークのパフォーマン

ス（バンド幅やトラフィックの日変動）を解析することで、より最適化な同期を実

現した。こうした継続的な開発・改良と、さらに各国のネットワーク環境の向上に

より、KISSEL サーバシステムは開発当初よりも使い勝手が良いものとなっている

（図 1.2-(1)）。 
（２）KISSEL サーバシステムの普及活動 

KISSEL サーバシステムの各国への普及活動を継続的に実施した。例えば、平成 23
年 12 月には、バングラディッシュ・ラジシャヒ工科大学にて KISSEL サーバの運用

調整や設定作業を行った。また、平成 24 年 2～3 月には、スリランカにて同様の業務

を行い、スリランカ・オープン大学（Open University of Sri Lanka）に KISSEL サーバ

を新たに設置した（図 1.2-(2)）。これにより、本学とスリランカ・オープン大学との

間で、より密な知識共有を実現化した。同様の活動を 2012 年 4 月及び 10 月にベトナ

ム・ホーチミン市国家大学で、また 2013 年 6 月にポーランド日本情報工科大学で行

い、それぞれ KISSEL サーバを設置した。 
また、2012 年 3 月 26～27 日には、本学にて国際セミナー「International Seminar on 

Sustainability Science and ICT 2012（ISSSICT2012）」を開催し、計 15 件の学術論文の

発表があった（[4](2)を参照）。また、3 月 28 日には津波被災地の視察のため、北茨城

市（五浦海岸）ならびにいわき市方面へのエクスカーションを行い、自然災害対策の

重要性について、参加者の意識向上を図った。 
（３）コンテンツ整備のための応用研究 

①スリランカのラグーンにおける衛星水質マッピング：スリランカの海岸に点在する

ラグーンの一部では、人間活動に伴う水質悪化や水生生物の変化が問題となってい

る。これらのラグーンの環境を保全し、漁業資源を持続的に利用していくためには、

長期間に渡る水質モニタリングを通してエコシステムを理解することが欠かせな

い。そこで、過去 20 年間に渡る衛星画像を使用し、各ラグーンのクロロフィル量

の変動解析を行った結果、一部のラグーンでは、1990 年代中頃以降、付近の開発に

伴ってクロロフィル量が年々増加している傾向が示された（図 1.2-(3)）。 
 

 
 

図 1.2-(3) スリランカ・ネゴンボラグーン

における長期クロロフィル変動解析 
図 1.2-(4) 衛星湖沼水温データベース 

日本編 

4 
 



②日本の衛星湖沼水温データベース：湖沼には多様な生物が生息しており、これらの

生物にとって水温は様々な化学的、物理的、生物的プロセスに影響する重要な環境

因子であるが、一部の大規模な湖を除く多くの湖沼では、水温データが整備されて

いない。そこで、衛星センサ ASTER の熱赤外画像を用いて、衛星湖沼水温データ

ベース日本編（Satellite-based Lake And Reservoir Temperature Database in Japan; 
SatLARTD-J）を開発した（図 1.2-(4)）。 

③熱赤外リモートセンシングによる浸水被害解析：津波や河川氾濫等の浸水被害解析

ではリモートセンシングが有効であるが、通常は可視近赤外センサや合成開口レー

ダ（SAR）が利用される。しかし、熱赤外センサによる浸水被害解析が十分な精度

で可能になれば、観測ギャップを補完し、災害発生時の迅速な状況把握に貢献でき

ると期待される。そこで、東日本大震災の津波や豪州クイーンズランド洪水、タイ

洪水を対象として、熱赤外画像による浸水被害解析の可能性評価を行った。 
④低価格な環境計測システムの開発：KISSEL サーバ上に各利用者が独自に収集した

環境データを掲載することは、環境教育上も価値が高い。しかし、とりわけ途上国

においては、各教育者が高価な環境計測機器を整備することは財政的に困難である。

そこで、センサとマイコンを組み合わせることにより、低価格な分光計測装置およ

び CO2 濃度計を開発した。さらにネットワークセンシングへ展開すべく、これらの

センサデータをインターネット経由で KISSEL サーバに集めるプログラムの開発を

行った。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）IT を活用した知（ナレッジ）の集積と共有を目指す KISSEL サーバシステムを開

発し、日本、ならびにスリランカ、サモア、バングラディシュ、ベトナム等の南太

平洋及びインド洋諸国、さらにポーランドの各国に設置した。利用者数も増加しつ

つあり、さらにセミナー活動との相乗効果により、IT を活用した地域に適合したサ

ステイナビリティ学の創生と啓発に貢献した。サモア及びバングラディシュでは、

現地のマスコミ（新聞およびテレビ）において活動が紹介された。 
（２）KISSEL サーバシステムのコンテンツ整備の一環として実施した応用研究のうち、

ス リ ラ ン カ の ラ グ ー ン の 衛 星 水 質 マ ッ ピ ン グ に つ い て は

http://kissel1.base.ibaraki.ac.jp に、衛星湖沼水温データベースについては、

http://tonolab.cis.ibaraki.ac.jp/SatLARTD/に、それぞれ公開中である。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英文論文 11 件、著書 2 件、国際会議論文 26 件、その他 11 件の成果があ

った。 
・ シンポジウム、セミナーの開催 4 件。 

 

1.3. 環境負荷低減と災害低減を同時に満足する技術の開発 

[1] 研究目的 

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震の発生に伴い、膨大な量の津波堆積物と瓦礫

類が排出された。この問題を解決するためには、これら排出物を有効利用することにより、
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処理量を低減することが期待されている。津波堆積物は、土木資材等への利用を行う前に、

塩分の除去を行う必要がある。しかし、津波堆積物全量を塩分除去するには、多大な費用

を要することから、降雨による自然浄化を活用して効率的な脱塩を考える必要がある。瓦

礫類は、野積みの状態に置かれているのが現状であり、このような状態での付加価値を見

出す試みも重要と考えられる。一方、茨城県沿域・海域において、有機物汚濁の指標であ

る化学的酸素要求量（COD）が、震災直後に増加したことが報告されており、コンクリー

ト片や瓦礫、土砂が津波により放流されたことによる環境変化の可能性も考えられる。以

上の種々の問題に対応する必要があるため、本研究では、津波堆積物、瓦礫の排出状況に

配慮した対応策の提案および、環境影響を室内実験により考察することを目的とする。 
[2] 研究概要 

独自に開発した装置を用いた降雨再現カラム試験や CO2固定化試験などを実施し、1)降雨

による砂、シルト質に区分される津波堆積物の塩分除去の評価、2)野積み状態のコンクリー

ト片と破砕された瓦の新たな付加価値の提案、3)コンクリート片が海域に放流されたことに

よる沿岸域・海域の COD への影響について室内実験からの考察を行い、環境負荷低減と災

害低減を同時に満足する技術を提案する。 
[3] 研究成果 

（１）降雨による砂、シルト質に区分される津波堆積物の塩分除去の評価：粒度組成の

異なる塩分を含んだ津波堆積物の模擬土を作製し、降雨を模擬した下向き流カラム

通水試験を行うことにより、塩分濃度低下の評価を行った。試験結果より、粗砂、

シルト質に区分される津波堆積物は、発生量に対して同程度の質量の降雨が、中砂、

細砂を主体とする津波堆積物では、同程度あるいは 2 倍程度の質量の降雨が浸透す

ることにより、塩分がおおよそ除去されることが明らかとなった。また、試験結果

より、降雨による塩分除去にかかる時間を推定すると、層厚が約 30mm の、粘土分

を多く含有しない粗砂・中砂・細砂・シルト質に区分される津波堆積物であれば、

1 時間あたりの降雨量が 3mm の弱い雨の場合は約 170 日、1 時間あたりの降雨量が

15mm のやや強い雨の場合は 27 日、1 時間あたりの降雨量が 80mm の猛烈な雨の場

合は、8 日雨が降り続ければ、津波堆積物の塩分がおよそ除去されると推定した（図

1.3-(1)、表 1.3-(1)参照）。 
 

津波堆積物
（生成場所により粒度組成が異なる）

降雨による自然浄化
(塩分の除去)

・塩分の除去による
有効利用先の拡大

津波堆積物

・津波堆積物の
処理量の低減

条件・状況により降雨強度の変化

 

表 1.3-(1) 各粒径の津波堆積物の塩分 
除去に必要な時間 

 図 1.3-(1) 降雨による津波堆積物の塩分 
濃度低下の概念図 

 

（２）野積み状態のコンクリート片と破砕された瓦の新たな付加価値の提案：コンクリー
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ト片や瓦の CO2 固定化効果に注目して、密閉容器を用いた CO2 固定化試験を行い、

野積みの状態にあるコンクリート片や破砕した瓦の新たな付加価値について検討し

た。試験の結果から、破砕した瓦には CO2の固定化がほとんど認められなかったが、

コンクリート片は、粒径が小さいほど CO2 固定化効果が発揮され、野積み状態にあ

っても、CO2 固定化材としての付加価値が認められることを示した。また、新たな付

加価値を考慮した野積み状態のコンクリート片の処理フローを提案した。 
（３）コンクリート片が海域に放流されたことによる沿岸域・海域の COD への影響につ

いて室内実験からの考察：津波による瓦礫類の海洋放流が茨城県沿岸域の COD に及

ぼした影響について予察的に調査した。蒸留水中にコンクリート片を浸漬し、浸漬液

の COD の経時変化を測定したところ、COD が増加する傾向を示し、コンクリート片

や瓦が海洋に放流されたことも、沿岸域・海域の水質悪化の一要因と考えられること

を示した。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）土木学会地球環境委員会・平成 23 年度地球環境貢献賞（2011 年、茨城大学防災・

環境地盤工学研究室として受賞）：受賞タイトル「持続可能な未来の創造に向けた

廃棄物の物理的・化学的特性を活用した環境負荷低減技術」につながった。 
（２）地盤工学会から出版予定の「東日本大震災報告書」における「津波堆積物の発生

と対応の概要」の章において、本研究成果が引用される予定である。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付きその他論文 3 件、国際会議論文 1 件、の成果があった。 
 

1.4. ツバルなどのサンゴ礁の太平洋小島嶼における影響力と対策 

[1] 研究目的 

サンゴ礁の太平洋島嶼国を対象として、海面上昇や気候変動に伴う海岸地形変化を明ら

かにし、将来予測や侵食に対する対策を提案することを目的とする。 
[2] 研究概要 

本課題は、東京大学、国立環境研究所、国土技術政策総合研究所などの学外の研究機関

と共同で行っている。最終年度までに計 6 回ツバルへ現地調査に赴いた。上記の研究目的

を達成するために、以下の 3 つのサブテーマに分かれて研究を行った。 
（１）州島海岸での底質生産・運搬に着目した海岸地形変化モデルの開発と州島地形の

将来予測 
（２）海岸域の土地被覆分類から見た侵食・堆積傾向海岸の検出と海岸植生の侵食軽減

効果の測定 
（３）海岸域の水質から見た人間居住の影響と海岸植生・地形変化への影響の解明 

[3] 研究成果 

（１）マーシャル諸島共和国マジュロ環礁における研究成果 
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図 1.4-(1) 将来地形の予測

結果（環礁東部ローラ島） 

①海岸地形変化：環礁州島の地形変化に関して既

往の知見を元に、「堆積物供給」－「運搬」－「堆

積」というコンセプトのもとで地形変化モデル

を構築した。堆積物供給にはマジュロ環礁各地

域で推定された有孔虫による堆積物生産量を用

い、波による沿岸漂砂が主要な地形変化要因で

あると考え、波浪推算モデル SWAN を用いて波

浪場の算定を行うと共に、それによって生じる

全沿岸漂砂量を算定した。得られた沿岸漂砂量

分布から正味の漂砂量を算定し、汀線位置の変

化を求めた。海面上昇を考慮した 100 年間とい

う長期間の計算となるため、計算効率を損なわ

ず、精度よく計算を行うために、波浪場の算定

は 10 年毎に行うこととし、同じ波浪場での地形

変化計算は 1 年毎に繰り返すこととした。波浪

場の計算領域はマジュロ環礁全体を含む領域と

し、32m×32m の正方格子で分割した。入射波境

界条件にはヨーロッパ中期予報センターから入

手した 1990 年～1999 年のマジュロ環礁近傍 4
点における有義波高、平均波向き、平均周期を

平均した値を与えた。また、風場はマジュロ環礁気象台で観測された 2002 年およ

び 2003 年 10 月までの風速および風向を平均したものを用いた。海面上昇量は IPCC 
AR4 を参考に 10 年毎に水深を増加させた。なお、地形変化は日常的な波浪条件で

砂が運ばれる現象を対象とするためラグーン側海岸のみを対象とした。 
図 1.4-(1)に初期地形、10 年後、50 年後、100 年後の州島地形の計算結果を示した。

海岸線メッシュの土砂量と汀線角度から各海岸線メッシュの代表点を計算して線

で結ぶことで海岸線を表現した。Laura 島では 50 年後までは顕著な変化は無いが、

100 年後までには大きく地形変化が生じる結果が得られた。特に 100 年後の北端部

で激しい侵食が生じており、これまでの現地調査から得られた知見と一致するもの

であった。 
計算ではリーフ外にまで堆積が生じた場合は

水深の深いラグーンへと土砂が流出したものと

して取り扱った。こうした流出土砂が環礁北部

のラグーン側海岸に多く見られることが計算結

果から明らかとなった（図 1.4-(2)）。そこで、こ

の流出土砂を資源とする養浜対策の検討を行っ

た。対策案として、ローラ島からウリガ地域ま

での一連の州島のラグーン側海岸を対象として、

10 年に一度、各海岸メッシュで汀線がそれぞれ

図 1.4-(2) 流出土砂の堆積 8 
 



1m、5m、10m 後退した場合に流出土砂のみを養浜源として用いるという 3 種類の

条件を設定した。また、流出土砂の堆積量を検討し、10 年に 1 度、汀線後退 5m を

実施条件として、50 年後までは初期地形を維持するように、そして 50 年後から 100
年後までは流出土砂量のみを用いた養浜シナリオの計算も行った。 
図 1.4-(3)に総侵食量の計算結果を示した。流出土砂量のみを用いた養浜シナリオ

では、10 年後の段階で養浜の実施条件を満たす地点が発生するものの、北部の養浜

源の海岸に十分な砂が堆積しておらず、満足な養浜が行えない状態が見られた。そ

の後、50 年までには養浜砂源に砂が堆積していくことで養浜実施が可能となり、そ

の効果によって 100年後では何も対策しない場合と比べて侵食量をおよそ 30%減少

させる効果があることが分

かった。また、50 年後から

100 年後までは流出土砂を

用いるシナリオでは 100 年

後の侵食量を 60%減少させ

ることが可能であることが

明らかとなった。これより、

完全に初期地形を維持する

ことは難しいものの、環礁内

で調達できる養浜砂を用い

た持続可能な養浜対策の実

施の定量的な有効性が明ら

かとなった。 
②海浜植生・土地被覆：本サブテーマでは、防護対策を行う海岸の優先順位決定プロ

セスの精度を上げてゆくことを目的とした地理情報の高精度化を試みた。具体的に

は、①沿岸植生の年度による違いを反映した地理情報を整備すること、②土壌保持

力の違いを代表的な沿岸植生毎に

表現すること、に注目した。研究対

象領域は、マーシャル諸島マジュロ

環礁のローラ地区とした。 
本研究では、マーシャル諸島マジ

ュロ環礁ローラ地区において 1970
年、1983 年に撮影された空中写真

（分解能 0.3m）、および 200 年に取

得された衛星画像（IKONOSPN：1.0、 
MX：4.0）を用いた。これら衛星画

像を基準として幾何補正を行い、

1983 年の空中写真を基準として緑

地面積の変遷を解析した。土地被覆

情報から緑地を抽出するために、

 

図 1.4-(4) 各年代の植生図 

表 1.4-(1) 緑地面積と減少率 

撮影年次 緑地面積（m2) 70年比(%) 減少率(%)

1970 2,256,640 100.0
1983 1,889,824 83.7 -16.3
2000 1,660,016 73.6 -26.4  
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1970 年の空中写真に対しては教師なし分類（K-means）法を、1983 年の空中写真と

衛星画像には教師つき分類法（最尤法）を適用した。以上の手順により抽出された

各年代の緑地域を図 1.4-(4)に示す。また、セル毎の面積を 16m2 として推定した緑

地面積等を表 1.4-(1)に示す。本分析より、1970 年比で、1983 年は 16.3%の減少、

2000 年までには 26。4%の減少が見られた。1970 年～1983 年および 1983 年～2000
年の各年度間の緑地域面積の減少を比較すると、1970 年～1983 年の減少が大きい

ことが判る。しかし、この値はローラ地区全域をまとめた減少面積であるため、局

所的な減少傾向について議論することができない。このため、まず、本研究で作成

した緑地図のメッシュサイズ 4m と、既存の地理情報のサイズ 100m を合わせるこ

とを目的として、各緑地図上に 100m メッシュを発生させ、メッシュ内に含まれる

植生セルの割合を植生占有率（%）として算出した。1970 年-1983 年は地区全域で

植生が減少し、1983 年-2000 年では地区北部およびラグーン側にて占有率の低下が

顕著であることが分かった。 
ここで、マーシャル諸島共和国統計局より公開されているものであるが、1970

年以来、共和国全体が人口増加の傾向にあることが分かる。また、統計局では環礁

毎の人口密度を報告しているが、マジュロ環礁の人口密度は、米軍基地のあるクワ

ジェリン環礁に次いで高いことが示されている。統計は、環礁単位で示されており、

ローラ地区まで細分されていないが、国全体で人口増加があり、マジュロ環礁の人

口密度も現状高いことから、環礁内で都市化が進行したことが推定できる。 
以上の検討から、沿岸域の被覆変化の状況を緑地面積の変化で代表させることに

より、ローラ地区の人為による

土地改変の影響（都市化）を間

接的にではあるが地理情報とし

て表現できたと考える。現在ま

での研究では、年度間で異なる

植生減少の傾向を重回帰分析に

よって導かれた評価式の説明変

数に盛り込んでいなかった。傾

向の異なる地理情報を説明変数

として導入することにより、侵

食と堆積の傾向を示す評価結果

の説明力向上に寄与することが

期待される。 
樹種の違いによる沿岸域の土

壌保持力の異なりを定量的に計

測するために、室内模型実験を

行うこととした。実験は、図

1.4-(5)に示す水槽の奥側から約

2°手前側が低くなっている手前

 
図 1.4-(5) 実験水槽の様子 

表 1.4-(2) 根系周囲の侵食量の変化 

 
上段：根系上部の砂幅(侵食が進むに従い減少する 下段：侵食率を示す 
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の向きに水を流した。根系の配置は、①ココヤシ単体、②タコノキ単体、③混合の

3 つのタイプを設定した。 
水槽から流れ出た砂は、水槽側面に設置した樋で補足し、乾燥重量を計測した。

ココヤシ単体を分布させたケースの砂の流出が最も少なく、タコノキ単体を分布さ

せたケースの砂の流出が最も多いことが分かった。 
次に、経過時間毎の根系周辺地盤の侵食状況を表 1.4-(2)に示した。ココヤシは 60

分まで連続して侵食が見られたが、根系周辺の侵食がある程度進んだ後は目立った

侵食は見られなかった。一方、タコノキでは 90 分間侵食が継続して見られた。続

いて両方を混合して配置した場合では、タコノキのみ配置した場合と比べ、タコノ

キ周辺の砂の流出が顕著に見られた。このような配置は、ココヤシの倒木の原因と

なる根系部の洗掘を押さえるための流路のバイパス的役割を果たし得ることを示

しており、このことは現地の植栽を検討する上での一つの知見と考えられる。 
根系の種類と配置の違いに伴う砂の流出量の異なりは、根系周辺の侵食過程の違

いほど劇的な違いを捉えることは出来なかった。模型の根系密度の精度向上や、流

出した砂を集めるための樋の工夫（流れやすさ）等実験装置の改良は、砂の流出量

を安定して捉えるために必要となる改良点と考える。また、実験は、水の流れが均

質であること、侵食が安定して進行しているといった点を確認した後に本実験（1
回）を行った。今後は、流れの条件に波浪を加えることと、実験回数を重ねること

により、砂の流出量の傾向に普遍性を見出すことが課題である。 
（２）ツバル国フナフチ環礁における研究成果 

①海岸地形変化：マジュロ環礁を対象に構築した地形変化モデルを基礎とし、州島先

端周辺や州島の切れ目など、沿岸漂砂の概念では正確に評価できないが地形変化に

大きな影響を及ぼす海岸域の底質移動を、より精度よく評価する概念とそのモデル

の開発を行った。 
また、キリバスの調査では、全長数 km にわたるコーズウェイ（土手道）周辺の

海岸地形の調査を行い、コーズウェイが周辺の漂砂環境に及ぼす影響を検討した。

さらに、コーズウェイの建設とラグーン内の小州島の消散との関連の文献調査も行

った。 
開発したモデルを用いた州島保全対策の検討では、持続性の視点からフナフチ環

礁フォンガファレ島北部に位置するコーズウェイを開削することで、外洋側からラ

グーン側への漂砂を促進することに着目した。フォンガファレ島は主に有孔虫遺骸

で形成されており、着目したコーズウェイ外洋側は現地踏査において有孔虫が多く

生存していることが確認でき、堆積物生産量が大きいと考えられたことも、開削と

いう新たな手法に着眼した理由の一つである。 
フォンガファレ島コーズウェイの開削を検討するにあたって、その幅や深さなど

考慮しなければならない条件が多く存在するが、本研究ではキリバス現地調査から

得られた知見より、有効な掘削深さに着目し、数値計算による検討を行った。有孔

虫砂は外洋側リーフフラットで供給されるものとして、1 ヶ月間の漂砂移動につい

て検討した。 
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図 1.4-(6)は海底高度と州島・リーフフラットの位置およびコ―ズウェイ外洋側の

リーフフラットに置いた砂が一カ月後にどのように分布しているかを示している。

ここで、移動後の供給砂の分布は砂の有無だけを示しており、堆積量の違いには着

目していない。 
図 1.4-(6)a)は開削部の水深を周囲のリーフと同じ高さまで開削した場合の供給砂

の分布を示している。図より周辺のリーフと同水深の場合では、外洋側から流入し

た砂は若干ラグーン側リーフに広がっている様子が見られる。さらに、北側から南

側への沿岸漂砂が卓越しているため、ラグーン側海岸南側へ運ばれて堆積している。 
これは開削部南側のラグーン側海岸に供給砂が一様に分布していることから把

握できる。ラグーン内は極浅いリーフで半閉鎖的な環境であるため、外洋波浪の影

響を受けにくく、ラグーン内で発達した風波が主要な外力となる。そのため、北西

からの風によって発生した風波が南側への沿岸漂砂を発生させたと考えられる。 
 

 
 

開削部の水深を 5m まで深く浚渫し、さらに外洋・ラグーンの同水深部分までパ

ッセージを伸ばした場合の結果（図 1.4-(6)b)）に着目してみると、水深の深いラグ

ーン側のパッセージ部分に砂はすべて堆積してしまい、開削部南側のラグーン側海

岸には堆積域はまったく確認できない。設定した外力条件の波高・風速では再びリ

ーフフラット上に砂を運ぶ強度が無いことが要因と考えられた。これより、開削部

を浚渫した場合においても外洋からラグーンに向かった漂砂の流入は確保できる

ものの、その後のラグーン側沿岸漂砂のプロセスには寄与しないことを示している。

ここで示した計算結果は 1 ヶ月間のものであるが、境界条件に年間を通して強まる

時期を採用したため、こうした特徴が年間を通して続くものと考えられる。このた

め、船舶の通用口としての機能も期待して開削部分の水深を周囲のリーフよりも深

くしてしまうと、ラグーン側の沿岸漂砂には寄与しないことが示された。 

ラグーン側 
堆積有 

ラグーン側 
堆積無 

a) b) 

図 1.4-(6) 1 ヶ月後の供給砂の分布 
a)周辺のリーフと同水深に開削した場合、b)開削部の水深を 5m とした場合 

供給砂 
供給砂 
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以上より、開削部に期待する機能を明確にすることが必要であり、本検討ではラ

グーン側沿岸漂砂プロセスにおける

供給部としての効果が発揮されるこ

とを期待している。そのため、開削

部分の水深は周辺のリーフと同程度

とすることが望ましいことが数値モ

デルによる検討から明らかとなった。 
②海浜植生・土地被覆：海岸侵食に対

する対策の 1 つである海岸植生の植

林計画に反映することを目的として、

人為の影響の少ない環境で生育を続

ける典型的な海岸植生の分布域を調

査し、その地形条件を把握した。 
測量は、GPS による Stop and Go 方式による測量と Total Station を用いた測量の 2

方式とした。測量成果の使用目的を植林候補地点の標高把握に絞ることとし、往復

の測量作業による厳密な精度検証は行わなかった。これを補完するものとして、①

近隣の SOPAC 基準点値（SOPAC 他 2 機関）の測量成果との比較、②DEM との比

較、以上の 2 方法により、測量結果の確認を行った。 
図 1.4-(7)に、比較的人為の影響が少ない地域に繁茂する海岸植生を対象とした地

形測量成果図を示す。図中に緑点で示した海岸植生分布域の標高を測量した。この

結果、フォンガファレ島南端では+2.2m 以上の標高に海岸植生が分布しているとい

う結果を得た。人為の影響が少ない地域のサンプルであるため、南部のレキ浜の植

林時にはこの標高で確実に生育が得られると考える。また、衛星画像観測時の観測

潮位とツバル国平均潮位を比較し、南端部の平均潮位時の汀線を推定した。その結

果を用いて平均潮位時の汀線位置を推定し、海岸植生が繁茂するラインとの平面距

離を求めた所、11.1m であることが分かった。 
③沿岸水質：フォンガファレ島（8°31′S、179°12′E）の海岸を対象に、2010 年 4 月と

8 月に現地調査を実施した。フォンガファレ島で最も住居が集中しているアラピ地

域付近（AP）と近くに住居がなく人為的な影響が無視しうると考えられる南端付近

（ST）を調査地点とした。 
水温、電気伝導度、塩分、溶存酸素、pH、酸化還元電位の各電極を装着した多項

目水質計（Model 6600V2、YSI/Nanotech）を用いて、2010 年 4 月 3 日に AP で、5
日に ST で、それぞれ 10 分間隔で約 1 日間連続測定した。AP ではさらに 2010 年 8
月 6 日から 4 日間にわたる観測を行った。両地点ともに、汀線からラグーン側に約

15m 程度、礁原の底部から約 20cm の高さに各電極面を設置した。観測期間中の水

深は 40～60cm、潮位は 1.0～3.2m であった。 
地点 AP、ST で測定した多項目水質計の結果を図 1.4-(8)に示す。ここでは、現象

を説明するうえで有用であった塩分（Salinity）、pH、酸化還元電位（Eh）の結果の

みを表示した。ST では塩分濃度が 34.7‰であった。4 月 6 日 8 時頃に一時的に減少

図 1.4-(7) 衛星画像撮影時間および補正

後の汀線位置 
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したが、これは降雨によるものである。前述したようにこの地点は、人為的な影響

が無視しうると考えられることから、自然の海水の塩分濃度を示していると判断で

きる。一方、AP ではこの値よりもやや低い値を示した。この間、降雨は観測され

ていないことから、海水よりも塩分濃度の低い降雨以外の水が混入したと考えられ

る。 
ST の酸化還元電位は終始プラスの値を示していた。しかしながら、AP ではマイ

ナスの値を示す時間帯があり、驚くべきことに最小値は–61mV に達した。これは、

例を挙げると下水処理施設の疑似嫌気槽で測定される値のレベルである。一方、pH
は ST、AP ともに夜間に減少し、昼間に上昇する傾向が見られた。したがって、藻

類の呼吸や光合成が行われていたと予想される。しかしながら、AP の酸化還元電

位の最小値は 4 月 4 日 0 時頃に見られたことから、酸化還元電位の変化は藻類の活

動に連動しているとは考えにくい。上述した塩分濃度の低い水が混入した可能性と

あわせて考えると、酸化還元電位が著しく低下した時間帯に汚水が流入したものと

推測される。 
2010 年 4 月に実施した多項目水質計による調査結果をあらためて見直してみる

と、汚水の流出を捉えるうえで酸化還元電位は有用と考えられる。そこで、2010
年 8 月 6 日から 10 日まで 4 日間にわたり、AP で連続観測を実施した（図 1.4-(9)）。
8 月 6 日には–42mV に達した時間があったが、周期的な変動を繰り返しながら、次

第に上昇していった。観測期間は 8 月 10 日の大潮に向かう時期だったため、時間

の経過とともに海水交換が促進し、その影響が酸化還元電位の上昇として現れたも

のと考えられる。酸化還元電位が周期的な変動をするなかで、減少傾向にある時間

帯に汚水が流入していたと考えられるが、これは引き潮の時間帯と対応していた。

したがって、引き潮のときにボトムレスの合併浄化槽やピット式トイレから汚水が

地中を通じてラグーン海岸に流出していると考えられる。 
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図 1.4-(8) ラグーン海岸の塩分、pH、 
酸化還元電位 

図 1.4-(9) 潮位と酸化還元電位 
（地点 AP）の変動の関係 
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同じプロジェクトチームの井手陽一氏（海洋プランニング株式会社）は、この地

点やその周辺で硫化水素臭のする黒色の砂層を発見している。また、この地点と住

居の間にある砂浜を約 50cm 掘ったところ、同様の砂層を見出している。これは硫

酸塩還元細菌が含有する MK-7 が多く検出された前述の結果と対応するとともに、

地中を通じて汚水がラグーン海岸に流出していることを支持する知見である。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

 特になし 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付きその他論文 7 件、国際会議論文 2 件の成果があった。 
 
1.5. 沿岸域地盤沈下地帯の防災耐力の評価と適応力の形成技術の提案 

[1] 研究目的 

東南アジアにはメガデルタと呼ばれる巨大なデルタ地域が存在し、その中の一つにメコ

ンデルタがある。メコンデルタはベトナムの成長を支える重要な地域であり、更なる発展

が求められている。しかし、メコンデルタでは生活用水や工業用水に地下水を利用してい

るため、地下水の汲み上げによる地盤沈下が進行していると考えられる。一方、IPCC 第 4
次報告書によると 2100 年までに最大で約 59cm の海面上昇が予測されている。メコンデル

タは標高が低いため、海面上昇と地盤沈下が複合的に生じた場合、浸水域の増加が予想さ

れる。したがって、メコンデルタにおける地盤沈下量を把握し、予測することは、地域の

防災耐力の向上並びに気候変動に対する適応力を向上させることになると考える。 
[2] 研究概要 

メコンデルタにおける地盤沈下の現状を把握し、さらに、将来における地盤沈下と海面

上昇による沿岸域浸水域拡大の評価を行うために、まず、干渉 SAR を用いた地盤沈下の把

握を行った。この干渉 SAR に用いるデジタル標高モデル（DEM）には SRTM3 を用いるが、

オリジナルデータには異常値が含まれている。そのため、まず、この異常値を修正し、IDW
法を用いた滑らかな DEM を取得する方法を開発した。次のその DEM を用いた干渉 SAR 解

析により地盤沈下の状況を把握した。 
[3] 研究成果 

異常値を含む標高データ（SRTM3）をそのまま干渉 SAR に適用した場合、地盤沈下の推

定精度の問題が生じていた。標高データ（SRTM3）に含まれる標高値の異常値の抽出とそ

の修正方法を開発した。異常値を抽出し、その地点の標高値の値を IDW 法によって空間補

完することによって、シームレスな標高値情報として利用する手法を提案した。その結果、

図 1.5-(1)に示したような異常値のないシームレスな標高データを作成することができた。 
標高データ（SRTM3）に含まれる異常値の抽出とその修正方法を適用した標高データを

用いた干渉 SAR を実行した結果、図 1.5-(2)に示したようなより明瞭な地盤沈下地域とその

変動量の取得に成功した。この手法をメコンデルタ全域に適用し、地盤沈下量データベー

スの再構築することができた。このデータベースを用いることにより対象地域における地

盤沈下の進行と海面上昇に伴う浸水域拡大の評価を行うことが可能となる。 
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(a)オリジナル標高データ (b)修正標高データ 
図 1.5-(1) SRTM3 によるオリジナル標高データと修正標高データ 

 

  
(a)オリジナル標高データによる 

地盤沈下マップ 
(b)修正標高データによる 

地盤沈下マップ 
図 1.5-(2) オリジナル標高データと修正標高データによる地盤沈下マップの比較 

 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

海面上昇が世界のデルタ地域に与えるインパクトは温暖化による影響評価において極

めて重要である。中でもメコンデルタは脆弱な地域と言われ、さらに地盤沈下によりより

脆弱な地域であることが指摘されている。しかし、地盤沈下の観測点がないために定量的

な評価が困難である。この研究成果は地盤沈下の定量的推定と将来における地盤沈下の予

測を行うことが可能となることから学術的・社会的に影響を与えるものであると考える。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付きその他論文 1 件、国際会議論文 1 件の成果があった。 
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2. 気候変動適応型の農業開発に関する研究(第 2部門) 

2.1. 気候変動下でのアジア農村における土地利用・遊牧業システムの研究 

[1] 研究目的 

中国北部内陸部では地域によって様々なタイプの草原生態系が見られ、その気候的要

因として降水量（水分条件）が重要である。また、それに関連して起こる塩類集積や土

地利用様式は植生景観に大きな影響を与えている。環境条件や土地利用様式と植生景観

および植生構造の関係を把握し、それを元にして、自然と調和しながら草地牧畜生産を

最大化するために利用できる生態系モデルを開発することを目的として研究を行った。 
内蒙古自治区の錫林郭勒（シリンゴル）ステップの自然草地生態系は、伝統的に中国

北部の最も生産力が高く最も良質の農業資源を有している。しかし、この地域は、現在、

資源の過度使用による退化の道をたどっている。そこで、草地生産を予測し生態系を持

続させる試みの一つとして、数週間ないし数か月間の気象長期予報にもとづく生態系の

時間依存シミュレーションモデルを構成した。 
中国の草原生態系の中で、強乾燥地帯の植生についてはこれまで未調査でありデータ

がなかった。内蒙古自治区西部の南部ゴビ砂漠では、河川沿いに草原植生が成立するが、

近年の乾燥化と塩類集積の影響を受けていると考えられる。そこで、ゴビ砂漠のオアシ

スの河岸草原植生の特徴、特に、土壌水分量および塩集積と植生分布の関係を把握する

ために調査を行った。 

陝西省北部の乾燥した黄土高原では水利の好適地は穀物を中心とした農耕が、また水

利不利地では畜産のための草地として利用されている。農業政策の変動のもとで、収益

が少ない耕地・草地は長期にわたって放棄されているところが随所に見られ、乾燥によ

る荒廃が進むか、それを防ぐためにヤナギ類の植樹が行われている。本来草地以外とし

ては利用できない荒地や砂地の草地、農耕が放棄された耕地・草地を含むこの地域には、

いくつかの異なる景観が形成されている。その地域の代表的な草地景観 4か所を選定し、

植生調査によって植生構造の把握を試みた。 
一方、対流圏オゾンおよびエアロゾルは、大気汚染で発生し人の健康および植物成長

に取り有害であり、かつ気候変動にも大きく関わる物質である。東南アジアでは、農業

に伴うバイオマス燃焼がそれらの主な発生源であると考えられてきたが、東南アジアお

よび周辺の新興国での産業活動の発展により、近年越境汚染の影響が懸念されるように

なってきた。 

そこで本課題では、タイをフィールドとして、直接の発生源の少ない農業地域におけ

る、この 10 年余りの対流圏オゾンおよびエアロゾルの動態を理解し、それが健康や農業

に与える影響を明確にするとともに、可能な適応策を模索することを目的とする。 
[2] 研究概要 

（１）錫林郭勒ステップの草地生態系モデル：草地の単位面積当たり地上部バイオマス、

地下部バイオマス、植物枯死部量、綿羊体重、排泄物（糞）量の 5 つの状態変数で

構成される草地生態系モデルを構成し、シミュレーションを行った。モデルでは、

太陽エネルギーが草地植生によって固定され、エネルギーは種々の生物と環境間の

相互作用を経て流れる。モデルは、同時微分方程式で書かれ、数値解析で計算され
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た。エネルギーの流れを制御している時間依存のパラメータ値は、錫林郭勒に所在

する錫林郭勒草原中国科学院内蒙古草原生態系統定位研究所で行われた実験と野外

調査で蓄積してきたデータおよび関連する文献等にもとづいて決められた。モデル

シミュレーションでは、錫林浩特（シリンホト）気象台で記録された平均気温と降

水量を用いた。 
（２）強乾燥地の河川沿いにおける草原植生の特徴と土壌水分量および塩類集積の影

響：内蒙古自治区西部の額済納（エジナ、年降水量 < 50 mm）において、オアシス

植生の特徴を把握するための調査を行った。この場所は、氷河を源とし砂漠に消え

る河川である黒河の下流域であり、流水量は近年減少している。支流の河畔に調査

地を設定し、① 河から 2.5 m、5.5 m、22 m、100 m 離れた地点に、河とほぼ平行に

50 m のラインを 4 本設け、4 個の 25 cm × 25 cm の小枠からなる 50 cm × 50 cm の枠

100 個をラインに沿って置いた。調査では小枠内の植物種すべてを記録した。また、

ラインごとに、5 m 間隔で 50 cm × 50 cm 枠内の地上部バイオマス、土壌容積含水率

および土壌電気伝導度（EC：塩集積程度）を測定した。さらに、② 河および 4 本

の上記ラインに直交する方向に 100 m のラインを 2 本引き、それぞれのラインに沿

って 1 m ごとに①と同じ方法で調査を行った。また、10 m おきに地上部バイオマス

と土壌容積含水率を測定した。 
（３）黄土高原の主要な植生景観と環境および人為的な管理の関係：陝西省神木県の黄

土高原に調査地を設定した。当地の年降水量は 300～400mm であり、 主要な土地

利用形態は穀物を主体にした農耕地である。しかし、耕作放棄後草地化した耕地や、

耕作不可能な荒地や砂地に成立する自然草地において農民が小家畜による小規模な

放牧を行っている。この地域の代表的な景観をもつ調査地として 4 地点の草地を選

び、各調査地に、50 m のライン 2 本を設置し、それぞれのライン上に 25 cm× 25 cm
を調査単位とする正方形を 2 列に並べ、計 800 個の調査単位ごとに出現したすべて

の植物種名を記録した。4 調査地それぞれにおいて、上記の土壌の諸性質以外に、

地上部バイオマス量を刈取りまたはリフティング・プレートを使って測量した。 
以上のデータを用いて、草原植生における種の出現の空間的不均一性と種構成の

類似性を統計的手法によって解析し、環境要因と人為的な管理と植生構造の関係を

考察した 
（４）タイ中西部の農村地域に位置するピマイ（15.2°N、103.8°E、標高 220m）におい

て、継続的にオゾン、一酸化炭素およびエアロゾルなどの観測を実施する。このデ

ータを解析し、東南アジア農村域におけるオゾンやエアロゾルの季節変化や日変化

を明らかにし、人体や農作物の生産に影響を与えるレベルに達しているか影響評価

を行うとともに、増減の原因について推定を行う。また、約 10 年前のタイでの初め

ての系統的な観測によるデータとの比較によって、経年的な変化傾向を議論し、そ

の変化の要因を理解するとともに、可能な対策についての検討を行なった。 

[3] 研究成果 

（１）錫林郭勒ステップの草地生態系モデル：いくつかの放牧強度に対するシミュレー

ションで得た地上部バイオマス量は、1990 年、1993 年、1997 年における内蒙古草

18 
 



地生態系統定位研究站で得られた地上部バイオマス量によく一致した。また、5 水

準の放牧強度、3 水準の気温タイプ、5 水準の降水タイプに対して、現実的なシミュ

レーション結果が得られた。この地域でたまに起こる気象条件として、1 か月間の

旱魃が気象台から予報されたとしたときの、草地生産量の減少がモデルで予測され

た。このような予測は、家畜管理、飼料貯蔵および草地保全等に役立つであろう。 
草地条件を予測するためには、長期天気予報（数週間ないし数か月）が必須であ

る。このような長期予測をモデルに用いることによって、数週間ないし数か月先の

草地バイオマスの推定が可能になる。 
（２）強乾燥地の河川沿いにおける草原植生の特徴と土壌水分量および塩類集積の影

響：黒河支流の流水の近傍では、土壌は EC が比較的低く湿潤であった。主な出現

種は Glycyrrhiza uralensis（甘草）・Calamagrostis epigeios（拂子草）・Juncellus sp.（莎

草）・Suaeda glauca（碱蓬）などで、地上部バイオマスは大きな値を示した。裸地は

存在せず、出現種数は多かった。また、植生の空間的不均一性はやや低かった。 

現在は強く乾燥しているけれども、比較的近い過去あるいは季節的に流水ないし

帯水が見られたと考えられる所では土壌の EC は低かった。出現種数は極めて少な

く、多くの裸地が見られた。主な出現種は Artemisia ordosica（油蒿）・Glycyrrhiza 
uralensis（甘草）であった。また、植生の空間的不均一性はやや高い値を示した。 
過去・現在ともに流水も帯水もほとんどなかったと考えられる地点では、土壌は

強く乾燥していて、EC は非常に高い値を示した。ここでは、裸地が多く、バイオ

マスは小さく、出現種数は非常に貧弱であった。また、植生の空間的不均一性はや

や高かった。主な出現種は、Glycyrrhiza uralensis（甘草）・Traxacum mongolicum（蒙

古蒲公英）・Artemisia ordosica（油蒿）であった。 
この地域のような、季節的あるいは稀に降水や帯水を経験する地域は、どこでも

激しい塩集積をこうむる。河畔などの常時水分の供給が見られる場所では、かなり

大きなバイオマスを維持できる。過放牧が避けられるなら、植生は維持できて家畜

生産が可能である。しかしながら、季節的、一時的にしか水が供給されない場所で

は、土壌に高い塩集積が見られ、乾燥レベルが高いため、植生はきわめて貧弱で、

畜産的な利用は不可能である。流域全体における水管理が非常に重要で、慎重な水

管理計画のもとに土地利用を行うことが重視されなければならない。現状では降水

量、流水量がともに十分でないため、粗放利用されているこれらの地域における除

塩は不可能である。 
（３）黄土高原の主要な植生景観と環境および人為的な管理の関係：典型的な草地景観

として選んだ 4 つの調査地は 2 つの耕作放棄地と 2 つの自然草地を含んでいた。 30
年以上前の集団農場時代には耕地として利用され、その後放棄された 2 つの調査地

では、自然草地にはなじまない耕地雑草の出現が見られた。 
この 2 つの調査地の間では、まれに放牧が行われている調査地の方が、出現種数

が多かった。過去に農耕地であった調査地間を除くと、調査地間における共通種は

極めて少なかった。調査地内の種構成の空間的不均一性は調査地間の種構成の非類

似性より小さかった。これは、選ばれた 4 つの景観（地点）が大きく異なった植生
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であったことを意味している。種数と面積の関係では、4 調査地のいずれにおいて

も、異なった区画サイズに対してべき乗則が成り立っていることが明らかになった。

耕作放棄地の草地は自然草地に比べて種の密度が高く、種数の群れ形成が明確であ

った。 
この地域は半乾燥地に属し、6～8 月以外にはほとんど降水がない。そのため、土

地利用にとって水管理が最も重要な要因であろう。私たちの調査を行った自然植生

の草地は、ともに水管理が困難な場所であり、したがって、土地利用は植生をつぶ

さない程度の軽い放牧等の畜産的利用に限られる。一方、耕作放棄地の草地は低地

にあるため、季節的に適切な水利管理を行うなら耕地として利用できる。しかしな

がら、積極的に農業生産を行うような農業政策がとられていないためか、放棄農耕

地として長年放置された植生を有する。このような土地利用形態と植生に現存して

いる空間状態をどのように結び付けるかは、これからの研究課題である。 
（４）タイ中西部農村地域おけるオゾンおよび一酸化炭素濃度の変化：タイ中西部の農

村地域のピマイにおけるオゾン、一酸化炭素の 2010 年までに得られたデータを解析

し、約 10 年前に得られているデータ（Pochanart et al., 2000）との比較を行った。特

に今年度の成果としては、10 年前には雨季（5～10 月）のオゾン濃度は 20～30ppbv
とほぼ一定の低濃度レベルを保ち日変化も小さかったのに対し、近年では夜間オゾ

ン濃度は 10 年前とほぼ同じであったものの、昼間のオゾン濃度が有意に増加し、平

均で 40～50ppbv と、日本の環境基準である 60ppbv に近い値になっており、すぐに

人体への影響は見られないが農業生産に影響を与えうるレベルに達していることが

明らかになった。 

その増加要因としては、観測地周辺での大気汚染の影響である可能性は低く、バ

ンコクなどのタイの都市域で生成したオゾンの農村域への輸送、あるいはこの季節

はインド洋からの南西モンスーンが卓越することからインド方面からの越境汚染も

考えられる。そこで、インド洋周辺のオゾンゾンデ観測局でこの 10 年に得られたデ

ータを解析したところ、明確なオゾン増加傾向はみられず、おそらくタイ国内ある

いは周辺地域での大気汚染の進行による影響であると推定された。 
また乾期（12 月～4 月）においては、周期的な対流圏オゾンの増減が見られるこ

とが明らかになった。これはコールドサージ現象に伴い、しばしば中国方面からの

空気塊が輸送されることによって、東南アジアで広域的に対流園オゾン濃度が増大

するためであると推定された。この増大は、年とともに増大傾向にあり、この地域

の農業生産に悪影響をおよぼしている可能性が高い。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）草原生態系モデルは、地上部バイオマスに対する放牧密度、気温、降水パターン

の影響を明らかにする合理的なシミュレーション結果を示すことができた。モデル

の結果は、家畜管理、貯蔵飼料の利用、および生態系保護を効果あるものにするた

めに利用できる。本錫林郭勒草原モデルは、草地生産を予測し、草地の維持と退化

の間の数量的な平衡値を見出すこと貢献できると考える。また、強乾燥地を含む植

生調査の結果は、草原の持続的利用のための管理方法を導くための基礎情報として
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役立つであろう。 
（２）また、本研究での知見は、社会的にも重要であるため、できるだけ早く AOT40

など国際的に使われる指標による評価を実施し公表することが必要であり、それに

より学術分野のみならず社会的にも影響をもたらす可能性がある。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英語論文 7 件、著書 2 件の成果があった。 
 

2.2. 気候変動が草原生態系や生物生産力に与える影響の評価と栽培技術の開発 

[1] 研究目的 

近年、世界各地において、工業化の進展、森林破壊、農耕地や緑地の減少などによって

温室効果ガス排出量が増加し、地球温暖化が急激に進んでいると指摘されている。その結

果、世界各地で夏期に異常高温が頻発し、作物の収量や品質に重大な影響をおよぼしてい

る。わが国では基幹作物であるイネにおいて、従前に比べて十分な収量が得られないばか

りではなく、重大な品質の低下や、市場では1等米比率の低下などが指摘されている。栽

培学的にはとくに、千粒重や粒厚、外観品質の低下などの影響が顕著である。 
このような栽培学的形質の低下には、登熟期間の異常高温が直接的に影響している。従

来の研究で、シンク側では、異常高温は子房・玄米の細胞数の低下をとおして粒重や粒厚

を低下させること、またこれにはデンプン合成に関わる酵素系の活性の低下が伴うこと、

さらにはデンプン蓄積およびアミロプラストの形成に異常が起こることなどが報告され

ている。一方、ソース側でも葉の老化が促進され光合成活性が早期に低下することや、転

流・転送系の早期退化なども指摘されている。しかしながら、異常高温によって発生する

これら影響の相互関係や、個々の要因の影響程度などは明確にされていない。また、イネ

の日本型品種、インド型品種の差異に加え、これら亜種内での品種間差についても不明な

課題が多い。 
インドネシア国の玄米生産量は世界第3位である。しかしながら同国は、輸入玄米量は

世界第1位であり、米の生産量増大は重要な課題である。米の生産量増大のために、同国

では近年、耐病・害虫性を有する多収性品種の育成が積極的に進められてきた。しかし一

方で、登熟期の異常高温による収量および品質の低下要因については、検討が十分ではな

いのが現状である。 
本研究では、まず、インドネシア国で近年育成されたインド型水稲品種を用いて、高温

登熟耐性を評価する端緒として、まず、玄米重におよぼす影響を1穂内の穂上位置が異な

る穎果で解析した。そして、子房・玄米におけるデンプン等の貯蔵物質の蓄積構造を解剖

学的・形態学的に検討し、異常高温が貯蔵物質蓄積にたいする質的影響を明確にすること

を目的とした。 

一方、気候変動下において減農薬栽培システムを構築するためには、植物自身の持つ自

己防御能力を最大限に利用することが重要である。そこで、その自己防御反応の一つとし

て、植物が病原菌による感染を受けたときに新たに蓄積する抗菌活性物質であるフィトア

レキシンの利用開発を検討する。また、高温環境下における作物の環境適応機作を明らか

にするとともに、この機構を積極的に利用して環境変動適応性を付与する技術を開発する。
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さらに、亜熱帯起源の根部エンドファイトVeronaeopsis simplexによるトマト萎凋病に対す

る抑制効果およびその抑制メカニズムを明らかにすることを目的とした。 
[2] 研究概要 

インド型水稲 5 品種（Inpari 13、Inpari 10、Inpari 1、IR64、Mekongga）を供試した。1/5000a
ワグナーポットに基肥（N：0.84ｇ、P2O5：1.28ｇ、K2O：1.20ｇ）を混入した水田土壌を

充填し、2012 年 5 月に播種した。出現した分げつは随時除去して主茎 1 本立てとし、湛水

栽培した。出穂後 2 週間前に追肥した（N：0.19ｇ、P2O5：0.22ｇ、K2O：0.07ｇ）。出穂日

（各ポットで 80％の個体が出穂した日）に、一部のポットを、昼（8 時 00 分～20 時 00 分）

/夜（20 時 00 分～8 時 00 分）が 35/30℃（高温区）の人工気象室（照度約 50000lux）に移

動した（移動しないものを自然条件区（15～30℃）とよんだ）。出穂後 40 日目に収穫し、

穎果数、登熟歩合、穂重、玄米重を 5 ポット以上の個体から 15 個体を選んで測定した。ま

た、I1（最上部 1 次枝梗内の最上部穎果）および V.I2（上から 5 番目の 1 次枝梗内の、上

から 1 番目の 1 次枝梗における最基部穎果）の穎果（図 2.2-(1)参照）について、急速凍結

－真空凍結乾燥法で調整し、白金でコーティングして、走査電子顕微鏡（日本電子社製、

JSM6360A）で観察した。 
紫外線照射イネ葉における新規のストレス誘導性化合物の探索およびイネいもち病菌に

よるフィトアレキシンの分解について検討した。また、メロン、キュウリを用い、それぞ

れの幼苗に熱ショック処理を施して発現する遺伝子群を検索したところ、両者ともにペル

オキシダーゼ遺伝子の顕著な発現が観察された。熱ショック処理を施すことにより作物に

誘導される病害抵抗性は、全身獲得抵抗性以外の反応が関与している可能性を指摘した。

また、キュウリ、メロン等の作物に温湯を散布して病害抵抗性を誘導するための処理装置

を開発した。一方、今までに、数種根部エンドファイトが宿主に対して病害抑制効果を示

すことが報告されている。そこで本研究では、亜熱帯地域（屋久島）起源の Veronaeopsis 
simplex を用いて、トマト根腐萎凋病（Fusarium oxysporum f. sp. radicis-lycopersici による）

に対する抑制効果について検討し、その抑制メカニズムについて検討した。 
[3] 研究成果 

（１）登熟期の高温が登熟歩合と玄米重におよぼす影響：5 品種ともに高温区の登熟歩

合と玄米重は自然条件区に比べて低かった（表 2.2-(1)）。これは、高温に加え、照度

などの環境条件の違いが影響したと考えられた。高温以外の環境条件の影響をでき

るだけ排除するために、自然条件区、高温区ともに Mekongga の値を 1 とした場合

の相対値を算出した（表 2.2-(2)）。その結果、Inpari 10 と Inpari 1 の登熟歩合の相対

値は NT（自然条件区）に比べて HT（高温区）で低かったのに対して、Inpari 13 と

IR64 では低くなかった。つぎに、穂上位置別の穎果の玄米重の増減パターンを、自

然条件区と高温区で比較した（図 2.2-(1)）。その結果、Inpari 10 と IR64 では高温区

Ⅱ.Ⅰ2 の玄米重が、Inpari 1 では高温区Ⅰ1 において、自然条件区と比較した場合の

低下程度が大きかった。このことは、胚乳へのデンプン蓄積を阻害する要因が、光

合成産物の供給量ではなく、維管束内での輸送時や胚乳におけるデンプン蓄積時に

あることを示唆すると考えられた。一方、Inpari 13 と Mekongga ではそれらのパタ

ーンに大きな差異は認められなかった。 
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表 2.2-(1) 登熟期の異なる温度条件下の登熟歩合、穂重および玄米重 

品種 
穎果数 

（粒 本-1） 
 登熟歩合 

（％） 
 穂重 

（g 本-1） 
 玄米重 

（mg 粒-1） 
NT HT  NT HT  NT HT  NT HT 

Inpari 13 72.2 81.3  88.1 73.9  1.86 1.71  21.5 19.8 
Inpari 10 81.7 87.6  90.4 62.5  2.22 2.06  21.6 19.1 
Inpari 1 67.8 68.1  90.1 58.3  2.06 1.74  19.8 17.1 
IR64 71.1 67.9  89.4 76.5  1.74 1.92  20.7 18.8 
Mekongga 76.7 71.4  93.0 75.9  1.92 1.64  20.0 19.0 
NT：自然条件区。HT：高温区。 

 

表 2.2-(2) 登熟期の高温が登熟歩合と玄米重におよぼす影響 

品種 
Mekongga の値を 1 とした場合の相対値 

穎果数  登熟歩合  穂重  玄米重 
NT HT  NT HT  NT HT  NT HT 

Inpari 13 0.94  1.14   0.95  0.97   0.97  1.04   1.08  1.04  
Inpari 10 1.07  1.23   0.97  0.82   1.16  1.26   1.08  1.01  
Inpari 1 0.88  0.95   0.97  0.77   1.07  1.06   0.99  0.90  
IR64 0.93  0.95   0.96  1.01   0.91  1.17   1.04  0.99  
Mekongga 1.00  1.00   1.00  1.00   1.00  1.00   1.00  1.00  
NT：自然条件区。HT：高温区。数値は処理区ごとに Mekongga の値を 1 とした場合の相対値を示す。 

 

以上より、登熟期の高温が玄米重におよぼす影響には品種間差異が認められ、

Inpari 13 および Mekongga に比べて、Inpari 10 と Inpari 1 で高温に対する感受性が高

いと推察された。 
（２）登熟期の高温が玄米における貯蔵物質の蓄積構造におよぼす影響：自然条件区で

は、5 品種ともに、直径約 5μmのデンプン粒を含むアミロプラストが緻密に蓄積し

ていた（図 2.2-(1)、図 2.2-(2)、表 2.2-(3)）。また、Inpari 13、Inpari 10、Inpari 1 では、

表面に穴を有するアミロプラストが認められた（図 2.2-(2)、表 2.2-(3)）。 
高温区では、アミロプラストの大きさが様々であり、小型のものから大型のもの

が認められた。さらに多角形ではなく、丸みをおびたものが観察された（表 2.2-(3)）。
また、5 品種ともにアミロプラスト表面にはへこみや穴、しわ、アミロプラスト間

にすきまが観察された（図 2.2-(2)-3～5）。これらの登熟期の高温で認められた構造

的特徴が、玄米重の低下に結びつくと考えられた。 
以上より、供試したインド型水稲 5 品種ともに、登熟期の高温により、大型のア

ミロプラストの数が減少し、小型のアミロプラストの数が増加するとともに、アミ

ロプラスト表面にへこみ、しわ、穴が高頻度で発生することが判明した。これらの

構造は、玄米重の低下に結びつくと考えられた。しかし、高温による登熟歩合や玄

米重の低下程度は品種により異なっていた。さらに、玄米重の低下程度が穎果の着
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生位置により異なることが明らかとなった。これらの品種間、穎果の着生位置別の

差異に着目することで、高温により玄米重が低下するメカニズムを解明できると考

えられた。 
（３）紫外線照射はイネ葉にフィトアレキシンを蓄積させる簡便な方法として良く用い

られている。本研究では、紫外線照射イネ葉に蓄積する新規ストレス誘導性化合物

として、ent-10-oxodepressin (1) を同定した。 
（４）この紫外線照射イネ葉から単離・同定し casbane 型ジテルペン化合物

ent-10-oxodepressin (1) について、そのイネいもち病菌に対する抗菌活性およびイネ

いもち病菌接種による誘導性を調べた。1 はイネいもち病菌胞子発芽阻害試験にお

いて、50%阻害濃度 31 ppm の抗菌活性を示した。また、いもち病菌接種によって

イネ葉中の 1 の蓄積が誘導されることも確認した。これらの結果から、1 はイネの

新規フィトアレキシンであることが明らかとなった。 
（５）イネフィトアレキシンの一つであるモミラクトン A がイネいもち病菌によって代

謝されることが明らかとなっていたが、主要代謝産物の一つであると考えられる物

質 3,6-dioxo-19-nor-9β-pimara-7,15-diene (2)を同定した。 
（６）イネフィトアレキシンの一つであるモミラクトン B の主要代謝産物の一つと考え

られる物質 3β,20-epoxy-3α-hydroxy-6-oxo-19-nor-9β-pimara-7,15-diene (2)を同定した。 
（７）ペルオキシダーゼ遺伝子の発現は植物のシグナル伝達物質であるサリチル酸の介

在によって全身に伝達されると考えられたため、キュウリにおいてサリチル酸含量

の定量を行ったところ、熱ショック処理後に顕著な増加が観察された。 
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図 2.2-(1) 登熟期の温度が穂上位置を異にする穎果の玄米重におよぼす影響 
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図 2.2-(2) 玄米内部の走査電子顕微鏡写真 

 第 1、2 図：自然条件区の Inpari 13 と Inpari 10。第 3、4 図：高温区の Inpari 1（穎果の穂上位置番号

Ⅰ1）。第 5 図：高温区の Inpari 10（穎果の穂上位置番号 V.Ⅰ2）。 

 A：アミロプラスト、a：小型のアミロプラスト、S：デンプン粒、矢：アミロプラスト表面のへこみ、

矢じり：穴、＊：しわ。スケール：10μm。 

 

（８）植物体の一部のみに処理を行った場合でも全身的なペルオキシダーゼ遺伝子の発

現が見られた、熱ショックの代わりにサリチル酸合成を誘導する化合物 BIT を処理

した場合でもペルオキシダーゼの発現が見られた。一方、熱ショック処理による病

害抵抗性の誘導効果が認められたが、BIT 処理ではキュウリのみで効果があった。 
（９）イチゴ、メロン、キュウリなどの作物に温湯浸漬や温湯散布により熱ショックを

施すと、葉中でサリチル酸が集積し、ペルオキシダーゼやキチナーゼなどの病原体
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感染特異的タンパク質の遺伝子が発現することから、熱ショックは全身獲得抵抗性

を誘導するものと思われるが、全身獲得抵抗性の誘導剤では効果が見られない病害

に対しても熱ショックによる誘導抵抗性は有効な場合がみられた。このことは、別

のメカニズムが同時に関与している可能性を示唆しているものと思われた。 

 

表 2.2-(3) 登熟期の高温が胚乳の構造的特徴におよぼす影響 

品種 
アミロプラスト  アミロプラスト間の 

すきま 大きさ かたち しわ くぼみ 穴  
高温区        

Inpari 13 小～大 球状 ○ ○ ○  ○ 
Inpari 10 小～大 球状 ○ ○ ○  ○ 
Inpari 1 小～大 球状 ○ ○ ○  ○ 
IR64 小～大 球状 ○ ○ －  ○ 
Mekongga 小～大 球状 ○ ○ ○  ○ 
        

自然条件区        
Inpari 13 大 多角形 － － ○  － 
Inpari 10 大 多角形 － － ○  － 
Inpari 1 大 多角形 － － ○  － 
IR64 大 多角形 － － －  － 
Mekongga 大 多角形 － － －  － 

○：観察された。－：観察されなかった。 

 
（１０）温湯浸漬法による熱ショック処理は効果的であるが実用性に乏しいことから、

温湯散布装置を開発し、温湯散布による処理方法を試みた。また、その最適処理条

件を作物ごとに明らかにした。イチゴでは自走式温湯散布装置を用いた実証栽培を

行い、農薬使用回数を 1/3 とすることに成功した。 
（１１）培地の pH を 3、4 および 5 に調整した寒天培地を用い接種試験を行った結果、

対照区は全ての pH において病原菌接種 5 日後に子葉の黄化が確認され 14 日後には

枯死した（発病度 100）。一方、V. simplex 処理区では 10 日後まで発病が全く認めら

れなかったが、その後、発病が始まり 14 日後には発病度が 63～88（防除価 13～37）
となった。両区共に低 pH で発病度が高くなる傾向にあった。 

（１２）全処理区の宿主根の切片を光学顕微鏡にて観察したところ、対照区では病原菌

菌糸が維管束にまで達していた。一方、V. simplex 処理区では、エンドファイトが表

皮および皮層細胞に定着し、パピラの形成や細胞壁の肥厚化等の抵抗性反応を誘導

していた。 
（１３）Veronaeopsis simplex Y34 による病害抵抗性誘導へのエチレンの関与を調べるた

め、トマトのモデル植物として使われるマイクロトムの野生型およびエチレン非感

受性変異株を使い実験を行った。野生株および変異株の対照区では病原菌接種 3 日
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後から病徴が現れ始め、7 日後にはすべての植物体が枯死した。Y34 を接種した野

生株では発病がほぼ抑えられ 14 日後の発病度は 11 であった。変異株では Y34 を接

種しても 5 日後から徐々に病兆が現れ始め、14 日後の発病度は 80 であった。以上

の結果から、Y34 による病害抵抗性誘導はエチレンが関与していることが示唆され

た。 
（１４）未同定 DSE 様菌株を含む 10 種 33 菌株を供試して、７と同様の方法で選抜試験

を行った。各 DSE 菌株による高温ストレス耐性は Y34 を基準として評価した。そ

の結果、Y34 と比較してトマトの地上部乾燥重が増加した 2 菌株 312-6 およびを

273-22 選抜した。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）高温下におけるイネの登熟のメカニズムの解明やインドネシアや日本における高

温登熟耐性を有するイネ品種の育成・研究の基礎的知見を提供するとともに栽培制

御技術の改善に寄与するものである。 
（２）亜熱帯起源の根部エンドファイト Veronaeopsis simplex によるトマト萎凋病に対す

る抑制効果およびその抑制メカニズムの研究成果が、民間企業との共同研究「作物

に対するエンドファイト効果の検証とその環境要因の影響評価」に発展した。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英語論文 15 件、査読付きその他論文 3 件、著書 6 件、国際会議論文 5 件の

成果があった。 
・ シンポジウム、セミナーの開催 1 件、マスコミ等への公表・報道 5 件。 
 

2.3. 気候変動下での土壌・水系物質循環保全の研究 

[1] 研究目的 

わが国では、二酸化炭素の吸収源として森林管理に加えて、農耕地土壌の炭素吸収機

能に注目が集まっている。ここでは、農耕地における温室効果ガスの吸収と発生の面か

ら、環境保全型農業の評価と農法の最適化について検討する。本研究では、以下の課題

を対象とした。 
（１）カバークロップの利用と耕うん方法が土壌炭素貯留量に及ぼす影響：農耕地に

おける炭素貯留機能を高める手法としては、堆肥の投入と並びカバークロップの

導入が注目される。カバークロップ導入による耕地内の土壌炭素の動態の視点か

ら農耕地における炭素貯留機能について異なる耕うん方法もとに検討した。 
これらの圃場データをもとに RothC モデルを利用して農耕地管理法と土壌炭素

貯留量の長期予測を行った。 
（２）自然共生型農業における環境負荷を最小にする有機農業の確立：不耕起・草生

栽培（自然農法）とは、耕さず草を生やし、低投入かつ圃場内の物質循環を利用

して作物栽培を行う有機栽培体系である。不耕起・草生栽培を長年継続した農家

圃場では、土壌有機物含有量が高く、外部からの肥料投入がほとんどないにも関

わらず土壌中に多くの可給態養分が存在することが確認されており、安定した作

物生産がおこなわれている。一方で、この栽培方法に転換直後は、圃場内の内部
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養分循環が確立されておらず、かつ作物と草が競合するため作物の収穫量が安定

しない、といった事例も見受けられる。したがって、不耕起・草生栽培での安定

生産にかかわる要因について整理し、転換初期の問題点について十分に検討する

必要があると思われる。そこで今回の研究では、新たに不耕起・草生栽培を始め

た圃場での調査と、不耕起・草生栽培を長年継続した農家圃場での調査から、不

耕起・草生栽培による野菜栽培について、野菜の栽培体系と養分動態の観点から

検討を行った。 
（３）インドネシア チアンジュール県での有機水稲栽培の展開と土壌炭素蓄積量：

インドネシア ジャワ島における米生産については人力及び畜力を主体とした生

産システムが基本であるが、近年、石油価格の高騰の影響を受け肥料価格が上昇

し、農家が自給できるボカシ肥料を利用した有機農業が広がりつつある。本研究

では、ジャワ島チアンジュール県における有機農業の作業体系と土壌炭素貯留量

の変化について検討する。 
（４）畑地土壌の亜酸化窒素生成活性における細菌と糸状菌の寄与率の測定：土壌か

らの亜酸化窒素（N2O）の発生は、土壌細菌の硝化と脱窒の活性によるものである

ことが知られてきた。Shoun（1991）らによって、酵母や糸状菌等の真菌類も脱窒

能を有することが報告され、糸状菌が多い畑地土壌での N2O 発生において糸状菌

の寄与率の推定が課題となっている。先に、Zhaourigetu ら（2006）は、畑地土壌

の糸状菌バイオマスと N2O 発生量に正の相関があることを報告した。本研究は、

土壌の N2O 生成ポテンシャルを細菌と糸状菌に分けて測る方法を開発し、不耕起

栽培畑地土壌の N2O 生成における細菌と糸状菌の寄与の割合を推定することを目

的とした。 
一方、地域の自然生態系が有する生態系サービスの機能評価と、その保全に向

けた環境技術の開発を中心に研究を進めてきた。特に農業は生態系サービスに強

く依存した産業であり、生態系サービスの機能低下は農業生産の量・質ともに影

響を与え、また農業活動の変化は地域の生態系に大きな負荷をかけている。そこ

で、まず機能評価のためのモニタリングを行い、農業の質的な変化が環境への負

荷に及ぼす影響を評価し、その機能保全および強化のための技術開発について検

討を行った。また、平成 23 年度には東日本大震災に伴う土壌・植物系における放

射性物質の動態把握を目的とした緊急的な活動も行った。 
具体的には、以下の 5 点について研究を行った。 

（５）耕作放棄地へのヤギ放牧が植生および土壌細菌叢および Cs の動態に及ぼす影響 
（６）拡張現実感を用いた篤農技術の円滑な継承と記録 
（７）粘土鉱物におけるセシウム吸着特性の評価 
（８）休耕田を活用した水質浄化機能の最適化 
（９）流域レベルにおける水・窒素動態モデルの構築 

[2] 研究概要 

（１）カバークロップの利用と耕うん方法が土壌炭素貯留量に及ぼす影響：茨城大学

農学部附属フィールドサイエンス教育研究センターの畑地圃場に以下の圃場設定
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を 2002 年 10 月に行い、2013 年 5 月まで継続した。基本的な作付体系は冬作物（カ

バークロツプあるいは裸地）と夏作物とし、夏作はダイズ（品種：納豆小粒）の

連作とした。カバークロツプの種類は、ライムギ、ヘアリ－べッチおよび裸地と

し、耕うん方法はプラウ耕、ロ－タリ耕および不耕起とした。耕うんは夏作物栽

培時およびカバ－クロツプ栽培時の年に 2 回実施した。試験は分割区画デザイン

法により 4 反復で実施した。ダイズ栽培の施肥量は N 20kg/ha とし、Ｋおよび K2O
は栽培開始前の土壌調査により所定量を施した。 
調査項目は、4 月および 10 月に土壌深さ、0-2.5、2.5-7.5、7.5-15、および 15-30 

cm 深さに層別サンプリングを行い、i 層（深さ DPi cm）における炭素含有率：

Ci（%）と仮比重：BDi（Mg/m3）から以下の式より 0-30cm における土壌炭素貯留

量：TOC（Mg/ha）を求めた。 
 

 

 
耕うん方法とカバークロップ利用体系別にそれぞれの作付体系別の年間炭素投

入量の平均値を用いて、 RothC 改良モデルに入力し、これらの農法を継続した場

合における 30 年後の土壌炭素貯留量を算定した。この試算においては、夏作物と

して 5 年間オカボを栽培し、その後 5 年間をダイズを栽培する作付体系において、

耕うん方法とカバークロップ利用体系別に土壌炭素貯留量の予測を行った。 
RothC 改良モデルによる耕うん方法およびカバークロップ利用体系別の土壌炭

素貯留量の将来予測については、 30 年という近未来を設定し、気候変動の影響を

予測されるシナリオのうち、最低変動値の年間 0.02℃を年度ごとに上昇させ試算

した（環境省・文部科学省・気象庁、2009）。 
（２）自然共生型農業における環境負荷を最小にする有機農業の確立：本研究は、茨

城大学農学部付属フィールドサイエンスセンター（以下 FSC）内で新たに自然農

法を始めた圃場と、阿見町で自然農法を長年継続している農家・浅野祐一さんの

圃場にて行った。FSC では、2009 年 10 月に試験区を設定し、2010 年から野菜栽

培を開始した。試験区は、耕うん方法について(a)不耕起・草生（自然農法）、(b)
耕起の 2 水準、施肥方法について(a)無施肥、(b)施肥の 2 水準の計 4 水準を 4 反復

で設定した。栽培作物は、2010 年、2011 年ともに夏野菜（カボチャ、インゲン）

を栽培し、2011 年にはインゲンの後作に秋野菜（カブ、大根、聖護院ダイコン）

を栽培した。一方、浅野さんの圃場は 13 年間不耕起・草生で管理し、多品目の野

菜を栽培している。 
今回、FSC での 2010 年、2011 年の調査結果をそれぞれ自然農法 1 年目、2 年目

とし、浅野さんの圃場での 2011 年の調査結果を自然農法 13 年目とした。不耕起・

草生栽培における野菜栽培体系については FSC での調査結果から、養分動態につ

いては FSC と農家圃場の調査結果から検討を行った。 
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（３）インドネシア チアンジュール県での有機水稲栽培の展開と土壌炭素蓄積量：

2010 年 2 月 22 日から 2 月 25 日にかけてインドネシア チアンジュール県におけ

る有機水稲栽培農家および慣行農法の農家について農作業体系、資材コスト、お

よび土壌分析を実施した。有機栽培農家は、慣行農法から有機農法に転換して 8
年目であり、土壌採取の際は、有機水稲の作付が 16 回目であった。土壌採取は、

両体系それぞれ 3圃場についてサンプリングを行い、土壌炭素含有量を測定した。 
（４）畑地土壌の亜酸化窒素生成活性における細菌と糸状菌の寄与率の測定：供試土

壌は、茨城大学農学部附属フィールドサイエンス教育研究センター内の不耕起栽

培圃場の 2 試験区から採取した。試験区の 1 つは、冬期にライムギをカバークロ

ップとして栽培し、夏期に本作物としてダイズを栽培している試験区である（R
土壌）。もう 1 つの試験区は、冬期は裸地とし夏期にダイズを栽培している試験区

である（F 土壌）。畑地管理の概要を図 2.3-(1)に示した。土壌試料採取は 2010 年 3
月、6 月、10 月、12 月に行った。採取した土壌試料の全炭素、全窒素、含水率、

pH を分析した結果を表 2.3-(1)に示した。 
 

 
図 2.3-(1) 畑地試験区の概要と土壌採取時期 

 
表 2.3-(1) 土壌試料の化学分析結果 

 

 
採取土壌の N2O 生成ポテンシャルを測定するために、基質呼吸阻害法（以下

SIRIN）を応用した方法を開発した。SIRIN とは、少量の呼吸基質と抗生物質を土

壌に添加して得られる初期の呼吸速度から細菌と真菌のバイオマスを評価する手

法である。本研究では、呼吸速度と同時に N2O 生成速度を測定した。土壌試料（100 
g 生重）は 500 mL 容のガラス製容器内に入れて密栓し、容器と N2O 分析計（日本

サーモ、46C 型）をチューブで接続して土壌から発生する N2O ガスを連続測定し
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た。また、チューブの途中に炭酸ガスモニターを接続した。供試土壌の最大容水

量をヒルガードカップで測定し、土壌水分条件は最大容水量の 100%に調整した。

呼吸基質としてグルコース（10 mg/g soil）、抗細菌剤としてクロラムフェニコール

（2 mg/g soil）、抗真菌剤としてシクロヘキシミド（10 mg/g soil）をそれぞれ土壌

に添加した後、30℃で 10 時間連続的に CO2 生成（呼吸）量と N2O 生成量を測定

した。また、糸状菌バイオマスの指標として土壌エルゴステロール含量、細菌バ

イオマスの指標として直接検鏡法による土壌全菌数を測定した。 
（５）耕作放棄地へのヤギ放牧が植生および土壌細菌叢および Cs の動態に及ぼす影

響：拡大する耕作放棄地を省力的に管理・再生するために家畜の放牧が近年利用

されるようになったが、耕作放棄地への家畜放牧による土壌微生物叢の変化につ

いてはほとんど知られていない。そこで本研究では、家畜放牧地を含めた種々の

利用形態の土壌細菌叢を、リアルタイム qPCR と組み合わせた T-RFLP 法で解析・

比較した。また、福島第一原発事故により Cs で汚染された耕作放棄地を、家畜の

放牧を活用して簡便に除染する方策を開発するため、事故以前よりヤギが放牧さ

れている放牧地での Cs の循環を調査した。 
（６）拡張現実感を用いた篤農技術の円滑な継承と記録：情報の伝達手段として、コ

ンピュータグラフィックス（Computer Graphics：CG）を実際の映像に重畳して表

示する拡張現実感（Augmented Reality：AR）技術を用いた。本研究で用いた AR
技術は安価な web カメラを用いてマーカを認識させる形式のものである。このマ

ーカを利用することにより CG を任意の場所に表示するだけでなく、農作業者の

位置、また作業内容を 3 次元的に記録することが可能である。 
（７）粘土鉱物におけるセシウム吸着特性の評価：茨城県南部の土壌と代表的な粘土

鉱物へのセシウム（Cs）の吸着と脱着の特徴に関して、安定同位体 133Cs を用い

て調べた。室内実験により、土壌へのセシウム水溶液の添加による吸着量の把握、

その後の水洗浄、および KCl 水溶液洗浄による脱着量の把握を行った。 
（８）休耕田を活用した水質浄化機能の最適化：霞ヶ浦などの閉鎖性水域では、富栄

養化が問題となっている。霞ヶ浦は指定湖沼に指定され、湖沼水質保全計画によ

り水質改善が図られている。この計画に必要な、負荷削減対策、霞ヶ浦水質改善

対策について研究を行った。 
（９）流域レベルにおける水・窒素動態モデルの構築：流域内における水および窒素

の動態を把握することは、洪水・渇水リスクおよび適切な施肥量や栄養塩流出に

伴う富栄養化問題を評価する上で重要である。本研究では、アジアモンスーン地

域特有の土地利用である水田に着目し、水利用と窒素の形態変化を計算可能な流

域水・窒素動態モデルを構築し、インドネシアのチタルム川流域に適用した。 
[3] 研究成果 

（１）カバークロップの利用と耕うん方法が土壌炭素貯留量に及ぼす影響：茨城大学

農学部附属フィールドサイエンス教育研究センターでのカバークロップ利用の長

期試験圃場における 2002～2011年までの 9 年間における 0～30cmにおける土壌炭

素貯留量の推移をみると、耕うん方法とカバークロップの利用により、土壌炭素
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貯留は著しく変化した。不耕起栽培での裸地およびカバークロップ利用並びにロ

ータリ耕のカバークロップ利用で土壌炭素貯留量は増加傾向を示したが、プラウ

耕の裸地およびカバークロップ利用並びにロータリ耕の裸地で土壌炭素貯留量は

やや減少傾向を示した。また、試験開始 9 年後における土壌炭素量貯留量（春と

秋の平均値）をみると、不耕起栽培の導入により、ロータリ耕やプラウ耕などの

耕うん体系に比べそれぞれ 0.04 および 0.40 トン C/ha の土壌炭素を増加させてい

る。また、カバークロップの利用はそれぞれの耕うん方法において裸地に比べて

著しく土壌炭素を増加させており、プラウ体系では、裸地に比べてライムギおよ

びヘアリーベッチ利用でそれぞれ 0.62 および 0.42 トン C/ha の土壌炭素の増加が

認められ、ロータリ耕体系では同様に裸地に比べてライムギおよびヘアリーベッ

チ利用でそれぞれ 1.43 および 0.97 トン/ha の土壌炭素の増加が認められている。

これに対し、不耕起体系では、ライムギおよびヘアリーベッチ利用で裸地に比べ

てそれぞれ 1.16 および 0.65 トン/ha の土壌炭素の増加が認められた（図 2.3-(2)）。 
 

 
 

図 2.3-(2) カバークロップの利用と耕うん方法が土壌炭素貯留量に及ぼす影響 
ここで、Fallow：裸地、HV：ヘアリーベッチ、Rye：ライムギ、no-till：不耕起、Plow：

プラウ耕、および Rotary：ロータリ耕を示す。 
 

ロータリ耕体系では同様に裸地に比べてライムギおよびヘアリーベッチ利用でそれ

ぞれ 1.43 および 0.97 トン/ha の土壌炭素の増加が認められている。これに対し、不耕

起体系では、ライムギおよびヘアリーベッチ利用で裸地に比べてそれぞれ 1.16 および

0.65 トン/ha の土壌炭素の増加が認められた（図 2.3-(2)）。 
RothCモデルから耕うんおよびカバークロップ利用体系別に30年後の土壌炭素貯留

量を予測した結果を図 2.3-(3)に示した。これをみると、まず不耕起体系では、冬作休

閑においては土壌炭素貯留量が漸減するのに対し、ヘアリーベッチ体系では土壌炭素

貯留の増減は認められず、ライムギ体系においては土壌炭素貯留量が増加し、休閑と

の差異が 30 年後は 22.8MgC/ha となることが予測された。また、ロータリ体系では、

不耕起体系とほぼ同等の土壌炭素貯留量の推移を示したが、30 年後の土壌炭素貯留量

は、ライムギにおいて不耕起体系よりも 5.1MgC/ha 低い値を示した。 
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図 2.3-(3) 不耕起およびロータリ耕うん体系におけるカバークロップ利用の RothC 改良

モデルによる 30 年後の土壌炭素貯留量の将来予測結果 
 

以上の結果から、農作業体系の継続による 30 年後の土壌炭素貯留量を予測すると、

冬作休閑体系で、初期土壌炭素よりも 22.7MgC/ha 減少するのに対し、不耕起やロー

タリ体系にライムギを組み合わせた体系では、それぞれ 13.0 および 9.7MgC/ha 増加す

ることが予測された。 
今回の試算結果から、ロータリ耕や不耕起栽培においてライムギをカバークロップ

として利用する農作業体系で長期的に土壌炭素の増加が期待できることが明らかとな

った。一方で冬作休閑の圃場では土壌炭素貯留量が減少することが示された。本研究

の結果から土壌炭素貯留の維持の面から冬作カバークロップの意義が改めて明確化し

たものと考える。 
（２）自然共生型農業における環境負荷を最小にする有機農業の確立：夏野菜の収穫

量は 2010 年、2011 年ともに不耕起・草生区＜耕起区となり、2011 年において 2010
年より低い値を示した（図 2.3-(4)）。一方、秋野菜は、不耕起・草生区で耕起区と

同等の収穫量が得られ、施肥による収穫量の増加も認められた。夏野菜の生育時

にはメヒシバなど多くのイネ科雑草が繁茂しており、養分競合により夏作物の収

穫量が減少したと考えられる（図 2.3-(5)）。一方、秋野菜では、雑草の発生が夏季

と比べて少なく、作物との養分競合が少なかったため、不耕起・草生栽培におい

ても一定の収穫量が得られたものと考える。雑草との養分競合が大きい夏野菜の

栽培については、マルチの利用や、野菜の定植による植え付けなど、雑草との養

分競合を極力少なくする栽培体系を考える必要があると考えられる。 
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図 2.3-(4) 野菜収穫量 

＊異なるアルファベット間は p<0.05 で有意差を示す 
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図 2.3-(5) 野菜収穫量－雑草量の関係 

 
不耕起・草生栽培では雑草が多くの養分を吸収しており（図 2.3-(6)）、これが土

壌に還元されることで、今後圃場内に養分循環が確立されてくると考えられる。し

かし、養分循環が確立されていない転換初期には、雑草により一時的に土壌から持

ち出された窒素の不足分を肥料投入などで補う必要があると考える。 
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図 2.3-(6) 雑草の窒素吸収量（2010 年、2011 年） 
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図 2.3-(7) 土壌無機態窒素   図 2.3-(8) 土壌全炭素－CN 比の関係 
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自然農法 1 年目（2010 年）から 2 年目（2011 年）にかけて土壌無機態窒素が減少

することが確認された（図 2.3-(7)）。自然農法では、雑草による土壌からの窒素吸

収により土壌無機態窒素が減少したと考える。自然農法 2 年目（2011 年）において、

土壌炭素の増加に伴い CN 比が増加する傾向が認められた（図 2.3-(8)）。これより、

自然農法の継続により CN 比が増加し、土壌窒素の無機化が緩慢になったと考えら

れる。一方で、自然農法 13 年目の圃場では土壌無機態窒素が安定して供給されてい

ることが確認された。自然農法を長年継続することで土壌生態系が成熟し、圃場内

に内部養分循環が確立されてくるものと考えられる。 
不耕起・草生栽培（自然農法）の開始直後には作物栽培が安定しない事例が多い。

それは、野菜―雑草間の養分競合が影響していると考えられるが、加えて、土壌炭

素の増加に伴う CN 比の増加や土壌無機態窒素の減少も、夏野菜の収穫量を制限す

る要因のひとつになるものと考えられる。したがって、自然農法の開始後数年間は、

夏野菜栽培期間中の雑草防除と一定量の肥料投入が必要になることが示唆された。

一方、自然農法 13 年目の圃場では多くの土壌無機態窒素が供給されており、CN 比

の増加もみられなかった。自然農法を長年継続することで、土壌生態系が成熟し、

圃場内に養分循環が確立してくることが示唆された。今後研究を継続する中で、自

然農法に転換して何年目に土壌無機態窒素が増加に転じるのか、何年目に土壌生態

系が成熟してくるのかについても明らかにしていきたい。 
また、今回の調査結果から、秋作の根菜類の作付けは自然農法に適した栽培体系

であることが示唆された。自然農法では少量・多品目を栽培する農家が多いため、

自然農法に向く作物、向かない作物の検討も今後行っていく必要があると考える。 
（３）インドネシア チアンジュール県での有機水稲栽培の展開と土壌炭素蓄積量：

土壌調査によれば、慣行栽培の土壌炭素の含有率が 2.4 から 2.9％に対して、有機

農業を継続して 8 年目の圃場では、2.8 から 4.5％に増加し、土壌有機物の集積が

図られていることが示されている（図 2.3-(9)）。土壌中の炭素は腐植などの形で土

壌に封じ込められることから、農耕地の炭素含有量の増加は温室効果ガスである 
 

  

図 2.3-(9) 農法と土壌炭素含有率の 
土中分布 

図 2.3-(10) 農法と土壌炭素貯留量 
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二酸化炭素を農耕地に封じ込める炭素隔離機能も注目され、インドネシアにおい

ても有機農業を推進していく中で土壌炭素の貯留量は、有機農業において 66％増

加していた（図 2.3-(10)）。 
慣行栽培と有機栽培とでの経費を比較してみると、化学肥料は、コメ栽培に対

して１ha 当たり尿素で 325,000Rp（ルピア：1000Rp＝約 84 円）、過リン酸石灰で

230,000Rp、塩化カリで 100,000Rp の費用を必要とし、化学肥料により 655,000Rp
のコストが必要である（表 2.3-(2)）。これに対し、ボカシ肥料は羊フン堆肥の運搬

料や微生物資材に合わせて 640,000Rp のコストとなり施肥管理にかかわるコスト

はほぼ同等であった。一方、有機栽培体系では、在来品種を利用しているため、

種子の購入割合が少なく、経費支出は有機農業体系で 17％の経費削減がなされて

いる。 
一方で、有機農業体系では自家製の植物成長剤の利用やぼかし肥料の散布作業

など人力作業が増加する。播種から収穫・脱穀までの労働時間は慣行栽培で 1ha
当たり 400 人・時に対し、有機農業では 1ha 当たり 520 人・時と 30％増加する（表

2.3-(3)）。これらの作業時間は、 Komatsuzaki and Faiz（2009）によるボゴール郡で

の水稲作業時間よりかなり少ないが、チアンジュール県では、労働者は、労働日

数を基準として賃金の支払いを行っており、出来高払いにより作業時間が短縮し

たものと考えられる。また、調査した有機農家は、都市住民向けの滞在施設や、

レストランと連携しており、多くの雇用を生み出している。 
以上の結果から、有機農業を通じて、土壌炭素を増加させることで、炭素隔離

機能を向上させると同時に、あらたな雇用を生み出すなどチアンジュール県での

有機農業の取り組みは環境保全と農業を考えていく上で示唆が多い。 
 

 
 
（４）畑地土壌の亜酸化窒素生成活性における細菌と糸状菌の寄与率の測定：土壌エ

ルゴステロール含量とクロラムフェニコール処理土壌の呼吸速度との関係および

表 2.3-(2) 有機および慣行水稲栽培に要

する資材費（Rp./ha) 
資材   慣行栽培 有機栽培 

肥料 尿素 325000 
 

 
過リン酸石灰 230000 

 

 
塩化カリ 100000 

 
除草剤 TRAP 20 WP 0 

 
殺虫剤 Decis 0 

 
EM EM4 

 
15000 

羊ふん 
  

625000 

種子代 
 

270000 150000 

合計   925000 790000 

表 2.3-(3) 有機および慣行水稲栽培での

作業時間（人・時/ha) 
  慣行栽培 有機栽培 

ぼかし散布 
 

50 

耕うん 30 100 

肥料散布 10 
 

育苗 10 10 

苗取り 12.5 12.5 

田植 150 150 

ハーブ除草剤 
 

12.5 

手除草 62.5 60 

収穫・脱穀 125 125 

合計 400 520 
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土壌全菌数とシクロヘキシミド処理土壌の呼吸速度との関係は高い相関を示し

た：それぞれ R2 = 0.96439、0.87474（図 2.3-(11)）。このことから、SIRIN の条件は

糸状菌及び細菌に特異的な活性を測定するに適しているものと考えられた。クロ

ラムフェニコール処理土壌の N2O 生成活性と土壌エルゴステロール含量は正の相

関を示した（R2 = 0.73675）（図 2.3-(12)）。この結果は、N2O の生成は糸状菌量に

依存することを示唆し、Zhaourigetu らの報告と一致した。 
 

 

図 2.3-(11) CO2発生速度と土壌微生物バイオマスの関係 
 

 

図 2.3-(12) クロラムフェニコール存在下での N2O 生成活性と土壌エルゴステロール含量

の関係 
 

3 月、6 月、10 月、12 月に採取した土壌の N2O 生成ポテンシャルを図 2.3-(13)
に示した。F 土壌と R 土壌の両方で、また細菌と糸状菌由来のポテンシャルも同

じように、3 月から 10 月にかけての採取土壌で N2O 生成ポテンシャルが上昇し、

10 月採取土壌でピークとなり、12 月採取で低下した。3 月～12 月の４つの土壌試

料の N2O 生成ポテンシャルの平均をとって、糸状菌と細菌の寄与率を比較すると

45：55 となり、糸状菌が土壌 N2O 生成ポテンシャルの約半分を担っていることが

推察された。10 月採取の F 土壌と R 土壌の N2O 生成ポテンシャルはほぼ同じレベ

ルであったが、3 月採取土壌では、R 土壌が F 土壌よりも約 2 倍高い値であった。
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この差は、微生物バイオマス量の違いに由来し、冬期に栽培したカバークロップ

の残渣が微生物バイオマス量を高めているものと考えられる。 

 
図 2.3-(13) 土壌試料採取時期別での真菌及び細菌由来の N2O 生成活性 

 
本研究において、不耕起栽培圃場における真菌由来の N2O 生成活性は細菌に匹

敵し、また多数の真菌が N2O の発生に関係していることが推察された。農耕地に

おいて、施肥管理によって N2O 発生量が変化すると報告されているが、栽培作物

の有無等や農耕地の管理方法でも N2O 発生量が変化することが考えられる。今後

の研究課題として、異なる土壌水分量による N2O 生成活性の測定や土壌採取時期

別での真菌及び細菌群集構造の解析、脱窒活性の評価を検討し、不耕起栽培圃場

での微生物由来の N2O 発生について更に解析していきたい。 
（５）家畜の放牧は採食による撹乱により植物の多様性を高めるが、特に高強度・長

期間の放牧は土壌細菌叢の多様性も高め、放牧後の耕作再開時の土壌微生物叢に

まで影響することが明らかとなった。本研究の結果より、家畜の放牧による人為

的撹乱が、植物と土壌細菌の遺伝資源保全という生態系サービスに寄与する可能

性が示された。さらに、原発事故後の約１年間で、1,368,811Bq の Cs が 15 頭のヤ

ギの糞尿により放牧地内で循環し、その内の 723,576Bq（52.9%）が放牧地の 7.5%
に相当する小屋周辺 30m 以内に集積されると見積もられ、ヤギの放牧を活用して

主に休息場所として利用される小屋周辺に Cs を集積できると推察された。 
（６）拡張現実感（Augmented Reality）技術を用いた植物生育状況を直観的に把握可

能なシステムのプロトタイプを構築した。光合成速度をリアルタイムで計測し、

その値を用いて自動的に最適光環境を構築するシステムのプロトタイプを構築し

た。本研究を通して、CG を用いた植物モデル、農作業手順を、現場であるほ場に

表示することによって、直観的に植物の生育状況が判断でき、同時に農作業者の

位置、視点、作業内容を自動的に記録できる農作業支援システムのプロトタイプ

を開発した。 
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（７）粘土鉱物におけるセシウム吸着特性の評価：霞ヶ浦ヘドロ、黒ボク土表土への

セシウム吸着量が初期投入量の 97%、および 88%と大きかった。その後の 3 回の

水洗浄では、黒ボク土表土の場合 Cs 吸着量は 82%に、さらに 1M KCl による 3 回

の洗浄後には 75%に低下した。 
（８）霞ヶ浦水質保全計画を作成する上で、農業系の負荷削減対策の比重が大きくな

っている。農業面源系対策として、水田を利用した負荷削減対策の効果を測定し

た。また、今後研究が必要となる時間遅れ対策の重要性を指摘した。 
（９）インドネシア国チタルム川流域では、大規模ダムの上流と下流で、気候変動に

よる洪水・渇水リスク変動に優位な差が生じ、水処理設備が整備された日本と異

なり、点源からの窒素負荷量は、面源における土壌中におきて脱窒・植生吸収さ

れた後、流出してくるため、より現実に近い構造をもつモデルへの改良が示唆さ

れた。 
これら 5 つの課題からグリーンイノベーションに向けた技術開発および地域・

流域レベルの解析システムの評価が検討可能になった。特に、持続性に関するデ

ータは長期モニタリングを必要とするが、モデルシミュレーション等の導入が有

効であることを示した。また、水・エネルギー・物質循環に関するさらなる技術

開発が地域サステイナビリティにとって必要であることを明らかにした。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）web of science において、本研究項目関連の研究業績の引用数が 29 件になった。 
（２）カバークロップ利用による温室効果ガス吸収機能が農林水産省 環境保全型農業

直接支援対策として反映された。 
（３）本研究の一部が茨城県農林水産部における「茨城県有機農業推進計画」の土づく

り推進に技術情報提供を行うなど貢献した。 
（４）流域レベルにおける水・窒素動態モデルの構築：2012 年 9 月にインドネシア国公

共事業省バンドン水資源研究センターにおいて解析結果を提示し、窒素負荷量の空

間的な分布から効果的な水質観測点の配置について提案を行った。また、将来の利

用可能水量の変動について議論し、移転問題により貯水施設の建設が困難である現

状において、栽培スケジュールの効率化により水需要の集中化を避けることが有効

である点について説明を行った。また、2013 年 2 月にラオス大学農学部との共催シ

ンポジムおよび水文気象局において、ラオス国ナムグム川流域における将来予測の

結果を提示し、大規模貯水施設の効果について説明を行った。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英文論文 17 件、査読付きその他論文 14 件、著書 5 件、国際会議論文 9 件、

大学・研究所等紀要 4 件の成果があった。 
・ シンポジウム、セミナーの開催 1 件。 
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3. 適応のための生活圏計画・適応政策に関する研究（第3部門） 
3.1. 都市・コミュニティレベルでの生活圏確保のための適応策と緩和策 

[1] 研究目的 

本研究では、都市・コミュニティにおいて顕著な市民生活活動が営まれる場所・手段

として、①都市とその近傍の土地利用変化の把握・分析とその活用、②CO2 排出量と都

市空間占有率に着目した都市内交通手段、の 2 つの視点に着目し、研究を展開した。各

研究の目的は以下の通りとなる。 
（１）都市とその近傍の土地利用変化の把握・分析とその活用 
 ①気候変動が原因となり生じる海面上昇の影響を受けやすいベトナム国を対象とし

て、海岸植生や土地利用変遷の長期時系列分析方法を検討する。時系列情報が必ず

しも十分でない地域を対象とした際に現実的にできる手法的対応を検討する。 
 ②生活環境圏における CO2 計測システムを茨城県各地域に展開し、地域毎の CO2 濃

度現況を計測的に把握する。このデータと土地利用（主として緑地面積）を比較し、

都市環境レベルを評価する指標提案に展開する。 
 ③観光地として利用されている地域が気候変動によって受けている影響を気象デー

タの分析により明らかにする。観光地では客数が市民生活に影響を与える。このた

め、気象変化の特徴と客数との関係を分析し、その関係を分析する。 
（２）中速グリーンモードの特性分析と道路交通への適用戦略：多様なモビリティニ

ーズと環境問題への対応及びそれらを支える技術の高度化により新しい交通手段が

次々と出現している。その中でも、電動アシスト自転車やハンドル形電動車いす、

電動原動機付自転車、1 人あるいは 2 人用超小型電気自動車、モビリティロボットな

どの個人使用・短距離移動を目的とした従来に比べて小型の交通手段は CO2 排出量

が少なく占有面積が小さいことから道路空間の有効利用が可能であるため次世代の

有望な交通手段となる可能性がある。しかし、自転車から小型電気自動車までの交

通手段（以下「中速グリーンモード」と呼ぶ）は多様化しており、動力源や寸法、

操作方法など諸元・性能が著しく異なるために法律上の取り扱いや交通計画上の位

置づけは不明な部分が多い。そこで、本研究は以下 3 点を目的とした。 
 ①多様化している中速グリーンモードを整理し全体像を把握する。 
 ②中速グリーンモードの車両特性を把握し道路空間における共存性を検討する。 
 ③車両特性と共存性を踏まえて道路交通への適用戦略を構築する。 

[2] 研究概要 

2 つの研究項目別に概要を整理する。 
（１）都市とその近傍の土地利用変化の把握・分析とその活用 
 ①ベトナム国を対象とした海岸植生や土地利用変遷の長期時系列分析：メコン川およ

び紅河下流のデルタ・低地地域を対象とした。地域の標高は、海岸線より数キロ内陸

であっても一桁 m である地域もあり、海面上昇の影響が後背地に与える影響は大き

いと言える。しかし、海面上昇の影響を定量的に把握し、地形や土地利用の時系列分

析を進める際に使用する地理情報が希薄であることは否めない。本課題では、

EOS-Terra/ASTER、ALOS/PRISM、AVNIR2 および Worldview2（衛星画像）、SRTM（数
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値地形モデル）、現地土地利用図を入手し、座標系や領域を統一したデータ群を整備

し、マングローブや特徴的土地利用（塩田、エビ養殖場）の評価・抽出を行う手法提

案を行った。 
 ②茨城県内を対象とした生活環境圏における CO2 濃度の地域特性：2013 年 8 月現在、

茨城県内 10 地点（大子、高萩、日立、ひたちなか、筑西、古河、守屋、つくば研究

学園、潮来、石岡）に、排気量等規格を統一した電子百葉箱（CO2 濃度計測器を内

蔵）を設置し、3 秒ピッチで連続観測を進めている。暴露実験によりセンサのドリ

フト特性を確認し、取得されたデータの補正方法を確認し、CO2 濃度の時間変動と

各地域の緑地面積との関係を分析した。都市の緑地環境は「緑被率」で議論される

ことが多いが、あくまでも面積を基準とした議論であるため、CO2 濃度の現況量に

注目することによってより高度な緑地効果の評価ができるものと考えている。指標

の導き方については現在検討中である。 
 ③観光地が受ける気候変動の影響：梅林・山地といった自然を生かした体験型観光形

態は茨城ならではの観光様式である。しかし、自然を生かした観光では、梅の開花

や滝凍結といった気温変化の影響を直接受ける資源が多いことは否めない。観光収

入の観点から考えると、来訪者数の減少または変化を適切に捉えることは、観光の

季節的な連続性を検討している現状のプランスタイルを左右するものであり、これ

に適応することは重要となる。そこで、気象台データや観光協会調査データ等既存

の観光情報に加えて、独自にヒアリング・アンケート調査を実施し、茨城県内観光

地が受ける気候変動の影響を分析した。 
（２）中速グリーンモードの特性分析と道路交通への適用戦略 
 ①多様化している中速グリーンモードの整理と全体像の把握：自動車や自動二輪車、

自転車、車いす、ミニカー等を取り扱う車両メーカーからパンフレット等を取り寄

せるとともに、Web 検索や展示会等の資料を活用した。収集した資料から特性が異

なると考えられる代表的な 66 種の中速グリーンモードを選定し、乗車定員と車輪数

で分類・整理することによって、出現している中速グリーンモードの一覧表を作成

し、全体像を把握するとともに問題点を抽出した。 
 ②中速グリーンモードの特性分析と道路空間における共存性の検討：交通手段の諸元

等から得られたデータにより中速グリーンモードの特性把握を行った。 
この際、分析に用いた主要な特性項目は、（ⅰ）空間占有（全長×全幅） （ⅱ）

車両重量 （ⅲ） 速度 （ⅳ）加害性（撃力＝重量×速度） （ⅴ）被視認性 （ⅵ）

CO2 排出量 等である。 
 ③車両特性と共存性を踏まえた道路交通への適用戦略の構築：現在、中速グリーンモ

ードの代表である自転車が見直され、自転車レーンを中心とした自転車通行帯の整

備が鋭意進められている。自転車以外の多様な中速グリーンモードの適用性は、当

然ながら、この自転車通行帯整備の延長上で検討されるべきものである。そこで、

以下の 4 点（自転車等の中速グリーンモードの多様化、道路空間の地域性、利用者

の現況とニーズ、現在進められている新しい自転車通行帯の整備動向）を踏まえて

中速グリーンモードの道路交通への適用戦略を構築した。 
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[3] 研究成果 

2 つの研究項目別に成果を述べる。 
（１）都市とその近傍の土地利用変化の把握・分析とその活用 
 ①ベトナム国を対象とした海岸植生や土地利用変遷の長期時系列分析：まず、海岸

植生（マングローブ域の抽出）では、海底地形勾配および潮位データを用い、最大

潮位時の海岸線を求めることにより、地形特性の観点から分布域を再抽出する方法

を検討した。提案した方法を手順として取りまとめると図 3.1-(1)に示す通りである。

続いて、東南アジアを代表するメガデルタ地帯としてメコンデルタ、チャオプラヤ

デルタを対象とするとともに、極端に地形が異なるマングローブ分布域である石垣

島を選定し、解析に用いる衛星データ（EOS-Terra/ASTER）を準備した。このデー

タに対して、図 3.1-(1)に示す手順に従い、提案した方法の効果を検証した。紙面の

都合上、最終的に導かれたマングローブ分布域の図を図 3.1-(2)（メコンデルタ）に

示す。 
 

 
図 3.1-(1) マングローブ分布域推定の 

手順 
図 3.1-(2) マングローブ分布域 

(メコンデルタ) 
 

次に、紅河下流域（Hai Hau 海岸）を対象とした土地利用変化の分析では、植生

指標（NDVI）および都市化指標（UI）を用い、陸域と水域を区分した。この区分

に、低地を抽出することを目的とした標高条件を加えることにより、エビ養殖場

を抽出した。また、この地域の耕作地は小規模区画が混在しており、田と畑を区

分することは難しかった。このため、田と畑を組み合わせた「耕作地」として抽

出することにした。2008 年から 2010 年にかけて、海岸線が変化した可能性があ

る領域を図 3.1-(3)に示す。図より、河川近傍では海岸線が後退する傾向が見て取
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れ、「河川河口部の砂嘴が沿岸方向の土砂移動により水際線の後退があった可能性

がある」という海岸工学の専門家のコメントも頂戴した。また、図 3.1-(4)の領域

は堤防際に水際線が隣接している地域であり、浸食または堆積の傾向を明確にし

にくい地域と考えられ、専門家の確認も頂いている。 
 

 

図 3.1-(3) 河川河口部の水際線変化の様子 図 3.1-(4) 中央部の水際線変化の様子 
 
 ②茨城県内を対象とした生活環境圏における CO2 濃度の地域特性：長期計測を実現

するためには、時間経過とともにセンサに生じるドリフト現象を補正する必要が

ある。このような点についても、室内実験装置を製作し、計測値の挙動を観察し

ている。観測体制と実験室での対応を総合し、150 日超のセンサ連続稼働による暴

露実験データを取得、各地域の電子百葉箱で取得されたデータとの関係から補正

したデータが図 3.1-(5)であり、CO2 濃度値の季節間変動が捉えられていることが

確認できた。 
 ③観光地が受ける気候変動の影響：図 3.1-(6)および図 3.1-(7)に示すように、水戸偕

楽園では 12～1 月および 3 月の平均気温の上昇により、梅の開花・満開時期は早

期化の傾向にあることが確認された。梅まつりの期間中（2 月 20 日～3 月 31 日）

の開花から満開まで要した日数と 2～3 月の平均気温の相関関係から、今後、梅が

見頃となる時期と年中行事である梅まつりの時期が乖離する可能性がある。また、 
開花から満開日まで要した日数の増加に伴い、梅まつり期間中に訪れる来園者数

は増加傾向にあることが確認された。表 3.1-(1)に示すように、これまでの習慣や

経験から来園している利用者は全体の約 16％、分咲き情報を得ている利用者は全

体の約 30％を占める。全体の約 84％の利用者が梅の生育状況は重要であると回答

していることから、梅の生育状況に対する関心は高く、来園者数増加の観点から、

分咲きの情報による来園者の存在も重要であることが把握された。図 3.1-(8)に示

すように、多品種の梅を有する偕楽園の梅林は、多様な価値観を持つ来園者の満

足度に対する対応能力は高いと思われる。これが、五分咲きに対して来園理由別

に区分し算出した回答者の満足度に目立った差を生まなかった原因であると推察

される。 
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図 3.1-(5) 時間平均の月毎の比較（守谷市） 

 

  
図 3.1-(6) 梅の開花日と 12～1 月の 

平均気温 
図 3.1-(7) 梅まつり～満開日までの日数

と 2～3 月の平均気温 
  

表 3.1-(1) 来援理由による満足度の違い 

 
 

図 3.1-(8) 梅の品種による生育の違い 
 

（２）中速グリーンモードの特性分析と道路交通への適用戦略 
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 ①多様化している中速グリーンモードの全体像：代表的な 66 種の中速グリーンモー

ドを表 3.1-(2)に示すように乗車定員と車輪数で分類・整理することによって出現

している中速グリーンモードの全体像を把握し、この結果より以下の問題点を抽

出することができた。 
（ⅰ）A グループ、B グループ、C グループのようなコンセプト段階や実証実験中、

海外で利用されている車両など、既存の交通手段にはない新しいタイプのコンパ

クト交通手段の存在を確認し、全体の中での位置づけを明確に示すことができた。

A グループは立ち乗りのスクーター、B グループは 1 人乗り用のパーソナルモビ

リティ、C グループは縦 2 人乗り超小型電気自動車である。 
（ⅱ）車両の形態的な側面からコンパクト交通手段を見てみると、例えば表 3.2-(2)

の D グループ、E グループ、F グループのように、形状は類似した交通手段でも

乗車人数や最高速度及び法律上の位置づけなどが異なる交通手段がある。したが

って、実際に道路空間上での利活用を具体化するにあたっては課題が少なくない。 
 ②中速グリーンモードの特性分析と道路空間における共存性：諸元等から得られた

データにより中速グリーンモードの特性把握を行った。図 3.1-(9)に中速グリーン

モードの CO2 排出量を示す。新しい交通手段の CO2 排出量は小さいことがわかる。

特性分析を踏まえて中速グリーンモードの共存性を考察した結果、特に以下 3 点

が指摘できる。まず第一に、2 人乗り超小型自動車は従来の自動車と比べて安全性

が大きくことなり、通行空間におけるすり抜け・追い越しなどの危険性が高く、

現在の道路空間は中速グリーンモードを有利に利用できる交通環境ではないと考 
 

表 3.1-(2) 中速グリーンモードの分類 
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図 3.1-(9) 中速グリーンモードの CO2 排出量 

 
えられるため、普及にあたっては十分慎重な検討が必要である。第二に、Winglet や
Segway などの立ち乗りスクーターは、歩行者と比べれば全高も高く形状が異なり、

重量、速度、挙動、威圧感等において明らかに異質な特性を持つ交通手段であるこ

とから、歩道空間を利用することについては共存性という観点から十分慎重に考え

る必要がある。第三に、安全性の異なる多くのコンパクト交通手段を共存性という

観点から考察した結果、解決策としては、第三の通行帯である中速帯を整備するこ

と、またシェアードスペースやコンパクト交通手段の通行可能地域や道路を限定す

るという考え方があることを提示した。 
 ③中速グリーンモードの道路交通への適用戦略：現在、鋭意整備が進められている

自転車レーンを中心とした自転車通行帯整備を踏まえて中速グリーンモードの適

用戦略を構築した（図 3.1-(10)）。 
（ⅰ）根本的に重要なことは、「歩行者優先・自転車は車両」の原則に加えて、道路

構造や交通システム、利用者ニーズの地域性を踏まえた「適時・適材・適所」の

原則である。 
（ⅱ）二つの原則（「歩行者優先・自転車は車両」と「適時・適材・適所」）の基で、

道路・交通管理者や利用者に受容性の高い［自歩道（遅い自転車）と自転車レー

ン（速い自転車）の併用］により自転車通行帯の選択肢を増やすことは現実的な

施策である。 
（ⅲ）自動車交通の抑制を推進し、その抑制レベルに応じて自転車快適走行レーン

を増加させることができれば、順次段階的に歩道から遅い自転車を転換させるこ
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とができる。そして最終的には、自転車レーンを中速帯として整備して次世代の

中速グリーンモードモードを位置づけることが可能である。 
（ⅳ）自転車の周辺に出現している新しい中速グリーンモードが早い時期に普及す

ることを想定する場合には、自転車等の中速帯整備を一層現実的な施策として強

力に推進し、歩道や車道にあふれ出す中速モードを中速帯に集約することが最良

の策である。 

 
図 3.1-(10) 中速グリーンモードの道路交通への適用戦略 

 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）都市とその近傍の土地利用変化の把握・分析とその活用 
 ①ベトナム国を対象とした海岸植生や土地利用変遷の長期時系列分析：基盤研究(A)

（課題番号：23254004、課題代表者：安原一哉（茨城大学名誉教授））「気候変動に

起因するベトナム沿岸災害適応策のための統合型モニタリングシステム」課題にて、

ハノイ科学大学との国際共同研究に展開している。計測データと成果の共有を進め

ている。 
 ②茨城県内を対象とした生活環境圏における CO2 濃度の地域特性：産学のメンバーか

らなる一般社団法人「CO2 濃度マップ普及協会」の設立に繋がった。また、2009 年

土木学会地球環境技術賞を CO2 計測器開発会社である U-DOM 社が主体となり受賞

し、その学術成果のサポートを行った。また、研究協力者の斉藤修氏（元 ICAS 研

究員）が、同じ計測器に内蔵されている気圧計による計測データを合わせて、2010
年土木学会地球環境優秀講演賞を受賞した。 
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 ③観光地が受ける気候変動の影響 
（２）中速グリーンモードの特性分析と道路交通への適用戦略：本研究の成果を含む新

道路技術会議「自転車等の中速グリーンモードに配慮した道路空間構成技術に関す

る研究（共同）」（新道路技術会議「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」制

度は、「学」の知恵、「産」の技術を幅広い範囲で融合することにより、道路政策の

質の向上への貢献を図ることを目的とした競争的資金）は、「平成 23 年度新道路技

術会議 優秀技術研究開発賞」を受賞している（2011 年 12 月 28 日）。 
得られた知見は、国レベル（国土交通省、警察庁）の政策指針「安全で快適な自

転車利用環境創出ガイドライン（2012 年 11 月刊）」へ直接的に反映されている。 
上記ガイドラインの姉妹編副読本「自転車利用環境整備のためのキーポイント集

（社団法人日本道路協会、2013 年 6 月刊」の発刊に際して編集と執筆を担当するこ

とにより、全国の道路政策に貢献することとなった。 
平成 24 年度国土交通省国土交通大学校専門課程道路交通安全［歩行者自転車コー

ス］講師として国交省と警察庁及び自治体職員を指導している（2011～2013 年） 
[5]に記載している多くの講演会・セミナー等で講演を行い、成果を政策現場に発

信している。 
成果は、警察庁「パーソナルモビリティの制度化に関する調査委員会

（2012.7-2013.3）」の委員長、国土交通省「超小型モビリティ実証実験検討委員会」

（2010-2011）の委員長として現実の政策検討に繋がった。 
「茨城県自転車走行環境整備推進連絡会議 委員（2008-）」「つくば市 自転車の

まちつくば推進委員会 委員長（2010-）」、「新潟市自転車利用環境計画策定委員会 

委員（2009-）」として、現実の政策現場で成果を発信している。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英文論文 1 件、査読付きその他論文 14 件、著書 2 件、国際会議論文 4 件の

成果があった。 
 

3.2. 地域における再生可能エネルギーの開発可能性 

[1] 研究目的 

再生可能エネルギーは安定供給に問題があり、一種類では電力系統、石油流通システム

等の基幹システムに付随しなければ限定的な需要にしか対応できない。また、多くの再生

可能エネルギーは薄く分散し、変化することを特徴とするため、大量に利用する場合は広

大面積あるいは多数の設備が必要で、分散的な生産供給が避けられない。したがって、再

生可能エネルギーを有効に大量導入するためには、分散するエネルギー源が需給調整によ

り最小単位の需要を満たし、さらにこれらが複合・融通し合って需要を満たして余剰を上

位に供出するようなしくみ、多数の支流から本流へエネルギーが流れることで成り立つよ

うな地域主導型の分散複合型エネルギー・システムを本気で考える必要がある。 
このような認識に基づき、本研究は再生可能エネルギーを地域主体で開発する可能性に

ついて、ポテンシャル評価、技術工学的・社会経済的な課題の抽出と解決方策の検討など

を通して考究することを目的とする。 
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[2] 研究概要 

（１）ポテンシャル推計と評価：ポテンシャル評価としては、以下の課題に取り組む。 
 ①資源利用の評価手法を開発するとともに、モデル地域を対象に再生可能エネルギー

（小水力）の開発ポテンシャル推計の手法を検討する。 
 ②実用性が高い再生可能エネルギー資源として、太陽光・熱、小水力、バイオマスを

選定し、モデル地域における開発可能量および需要量を推計するとともに、需給バ

ランス分布を求める手法を開発する。 
（２）地域主体の再生可能エネルギー開発の可能性検討：地域主体の再生可能エネルギ

ー開発実現を視野に、次のような技術工学的・社会経済的観点からの研究の実施およ

び地域関係者による連携協力体制整備に取り組む。 
 ①分散複合型エネルギー・システムの実現に必要な、自律分散的な基礎的需給単位を

デザインする。 
 ②独立系統の運用における需給協調あり方を検討するために、電力のデマンドレスポ

ンスの導入可能性を分析評価する。 
 ③地域資源の利用・保有・許認可の権利のあり方等に関わる多様な知見を集約するこ

とで、再生可能エネルギー資源の利用管理主体の枠組みを考察する。 
 ④再生可能エネルギー開発に関わる地域関係者のネットワークを構築し、地域におけ

る再生可能エネルギー開発の普及啓発・支援のための活動の必要性や有用性を実践

的に明らかにする。 
[3] 研究成果 

（１）ポテンシャル推計と評価 
 ①資源利用評価手法開発と開発ポテンシャル推計：Nフローを基調とする資源利用評価

手法を開発して、事例地区に適用した。また、科研研究成果である水路系水力ポテ

ンシャル推計手法を用水路に適用できるように修正し、農業用水システムの水路線

形および10m標高メッシュデータに関わるGISデータ整備を行って黒部川扇状地上の

農業用水システムの小水力開発可能量（54MW）、未開発量（21MW）を推計した。 
 ②再生可能エネルギー開発可能量・需要量推計および需給バランス分布図作成手法の

開発：選定したエネルギー資源の開発可能量と電力・熱の需要量の推計方法および

年間の需給バランス分布の検討手法を開発した上で、T市を対象に分布図作成を試み

た。その結果として、供給が所用を上回る領域、需給が均衡する領域、需要が供給

を上回る領域に区分できることを示した。 
（２）地域主体の再生可能エネルギー開発の可能性検討 
 ①自律分散的な基礎的需給単位のデザイン：自律分散的な最小の需給単位「セル」の

概念を提示し、再エネ資源が豊かな農山村地域においては再エネが常に需要を上回

る「湧出セル」、融通し合えば需要を満たせる「融通セル」で構成され、相互融通性

のある「セル群」のデザイン・コンセプトを提案した。 
 ②電力のデマンドレスポンスの可能性：自然エネルギーの導入が進むことを前提とし

た場合の電力の質の許容水準および質低下の金銭的補償に関するアンケートを設

計・実施し（回答数：1,668）、停電の受容水準や電力価格との関係を分析した。受入
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率51％を下回る停電の時間と回数の組合せについて、電気料削減によりどの程度の

受入率向上が期待できるかを、電気代削減額の選好が正規分布に従うと仮定して推

計した結果、1時間・年2回は12.1千円、3回は25.2千円の削減額で受入率を51％にす

ることができると推計された。このような結果から、電力システムのデザインにお

いてデマンドレスポンスが重要なオプションになると考えられた。 
 ③再生可能エネルギー資源の利用管理の枠組みに関する考察：地域の公共財や水力等

の地域資源の所有や利用の権利や管理に関わる問題を多様な視点からとらえること

を目的に「資源はだれのものなのか」と題するワークショップを3回主催し、地域の

再生可能資源の所有、利用管理の主体や保有や利用の権利に関する論点整理を行っ

た。 
 ④再生可能エネルギー開発のための地域関係者ネットワークの構築：地域における再

生可能エネルギーの利用推進を図るために、茨城大学ICASを拠点として実践的に茨

城県内の関係者・関係機関が連携協力する体制整備を進め、「いばらき自然エネルギ

ーネットワーク」を組織した。さらに、この組織を中核にしてシンポジウム、研究

会や現地見学会などを開催し、県内の自治体、民間企業、個人、研究・教育機関な

ど多様な関係者が再生可能エネルギーに関する情報共有、意見交換を行うためのプ

ラットフォーム機能の必要性・重要性を実践的に確認した。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）関連分野の研究に使用できるエネルギー需給分析用の電力と熱の日需要モデルを、

実測等に基づき作成した。 
（２）小水力開発の可能性と課題について、行政・意思決定者、地域住民・地域団体や

研究者を対象とした書籍で発信した。 
（３）環境研究総合推進費（行政推薦）の研究課題として採択され、研究成果の一部を

政策決定者向け要旨として提出した。 
（４）分散型エネルギー・システムのコンセプトを主催したシンポジウム等を通して政

策担当者に説明し、地域におけるエネルギー開発の意義と政策的課題の認識を広め

た。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英文論部 1 件、査読付きその他論文 3 件、著書 5 件、大学・研究所等紀要 8
件の成果を得た。 

・ シンポジウム、セミナーの開催 2 件、マスコミ等への公表・報道等 16 件。 
 

3.3. 気候・環境変動への適応計画と適応政策 

[1] 研究目的 

気候変動および地球温暖化への対策の目的は、地球や人間社会にとってその悪影響を危

険でない水準以下に抑えることである。この目的を達成する上で、緩和策と適応策は補完

的な関係にある。すなわち、温暖化を完全には抑制できない以上、生じうる影響に対する

適応策が必要であり、逆に、人間社会と自然環境が適応できる範囲に温暖化の進展を抑え

るためには緩和策が必要である。したがって、気候変動対策は緩和策と適応策のポートフ
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ォリオを考えなければならない。 
本研究では、アジア太平洋地域における気候変動に対する緩和策・適応策の統合評価モ

デルを構築し、持続可能な気候変動対策の策定に向けた指針づくりを行う。緩和策と適応

策を統合的に評価することで、相乗効果を生み出す適切な対策、すなわち「緩和策と適応

策の双方に役立つ対策」の同定、提案を目指す。 
具体的には、（１）アジア太平洋地域における気候変動の脆弱性評価、（２）賢い適応策

のあり方の検討、（３）多時点カリブレーション法（MCDA）を用いた緩和策の検討、など

を通じてこれらの課題に取り組む。 
[2] 研究概要 

（１）アジア太平洋地域における気候変動の脆弱性評価：アジア太平洋地域は洪水や渇

水、台風強度の増大などが顕在化しており、世界のなかでも気候変動に最も脆弱な

地域の一つに挙げられる。これに急激な経済成長や都市部の人口増加が重なり、気

候変動の悪影響を受けるリスクのさらなる増加が見込まれる。気候変動の悪影響を

軽減するのに効果的な予見的適応を実施するためには、脆弱性評価が大きな役割を

持つ。田村（2012b）は、アジア太平洋地域での脆弱性評価の先行研究をレビューし、

ベトナムのメコンデルタでの評価手法の基本設計を提案した。そして、メコンデル

タにおける脆弱性評価から海面上昇、高潮などの物理影響とダウンスケーリングし

た人口シナリオ、貧困などの社会経済影響を加味して脆弱な地域の特定を試みた

（Tamura et al., 2013a,b）。 
（２）賢い適応策のあり方の検討：適応策には、科学アプローチと地域アプローチがあ

る。科学アプローチの最終形は、適応策を中長期的開発計画の中に組み込む「適応

策の主流化」であるが、主流化を望めば予測や政策立案に関してより高い能力を必

要とするというジレンマに陥る。一方、地域アプローチは地域の住民の理解を得や

すい反面、現実のニーズへの対応が優先され、気候変動適応に合致しない場合も出

てくる。 
本研究では、先行研究、適応策の実施状況、適応ネットワークの動向などを分析

し、賢い適応策のあり方を検討した。 
（３）緩和策の検討：多時点カリブレーション法によるエネルギー消費等の分解分析：

筆者らが開発した多時点カリブレーション法（Multiple calibration decomposition 
analysis: MCDA）は、一般均衡モデルで広く利用されるカリブレーション法を事後分

析に応用し、現実の時系列データに観察される一連の変化を一般均衡理論に基づき

個々の要因に分けることができる。MCDAを用いて、日本の1970年代以降のエネル

ギー消費やCO2排出量の変化に関するエネルギー経済学的な分析を行った。 
[3] 研究成果 

（１）アジア太平洋地域における気候変動の脆弱性評価：脆弱性評価の結果、ベトナム

のCa Mau省、Soc Trang省などの沿岸域において、物理影響と社会経済影響の重なる

脆弱な地域を同定した（Tamura et al., 2013a,b）。これらの地域では重点的な適応策の

実施が望まれる。 
（２）賢い適応策のあり方の検討：アジア太平洋地域の適応策に関する研究動向と既存
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の研究、適応ネットワークの現況を論じ、相乗効果を生むための方策を検討した

（Yasuhara et al., 2011）。さらに、日本の適応研究の現状と課題を整理し、科学アプロ

ーチと地域アプローチを組み合わせた「賢い適応策」の理念と意義を明らかにした

（田村, 2012a; Tamura et al., 2013c）。すなわち、賢い適応のためには、科学アプロー

チの長期目標に向かう指向性と地域アプローチの現実に即した取り組みをいかに組

み合わせるかに鍵がある。 
（３）緩和策の検討：多時点カリブレーション法によるエネルギー消費等の分解分析：

MCDAから、日本の1970年代以降のエネルギー消費やCO2排出量の変化の要因を技術

変化と価格代替効果に分けて説明できた。さらに、既存の分解分析手法である構造

分解分析（Structural decomposition analysis: SDA）との比較を通じて、MCDAの理論

的な頑健性を検証した（Okushima and Tamura, 2011; Tamura and Okushima, 2011）。 
(1)-(3)に基づき、日本の気候変動研究の現状と課題を整理し、持続可能な適応策と

緩和策を論じて書籍の分担執筆にまとめた（Tamura and Mimura, 2011）。このように

アジア太平洋地域を対象に持続可能な気候変動の現況と対応策の指針づくりに貢献

できた。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）日本の適応策の現状と特徴を海外、特に研究者のみならず行政、意思決定者を対

象とした書籍で発信した（Tamura et al., 2013）。 
（２）Impact factor（IF）が2以上の学術雑誌に2編が掲載された。Okushima and Tamura（2010）

のEnergy EconomicsのIFは2.538（2012年）、Yasuhara et al.（2011）のSustainability Science
のIFは2.189（2012年）であった。 

（３）文部科学省、気象庁、環境省のレポート「日本の気候変動とその影響（2012年度

版）」にICASメンバーの参加した環境省総合研究推進費S4、S8の研究成果が引用され

た。日本政府は気候変動適応基本計画を策定中であり、ICASメンバーは外部有識者

として気候変動の適応政策策定に参加している。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英文論文 5 件、著書 2 件、国際会議論文 2 件、大学・研究所等紀要 5 件の

成果があった。 
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4. 新しい安全・安心社会のあり方（第4部門） 
4.1. 気候安全保障政策の提言 
[1] 研究目的 

気候変動が世界各国の紛争や政治的不安定、あるいは戦後復興における人間の安全保障

をふくむ広い意味での安全保障にどのように影響するのかをさぐり、日本外交への政策提

言を行うのが本研究の目的である。 
気候変動による異常気象は、より直接的には軍隊の活動に影響を与える。たとえば台風

の頻発は空軍に、海面上昇は海軍に、そして気象の変化やそれによる砂漠化などの地理的

条件の変化は陸軍の活動に影響する。また、より間接的には、すでにある程度の環境的な

脆弱性がみられる地域において、環境の枯渇やそれにともなう資源争奪などを後押しして、

政治的不安定をもたらす。さらに、戦後の不発弾という環境汚染の除去に際して、多発す

る洪水などによって、除染作業が困難になる事例がみられる。 
このメカニズムを、これまで別々の観点から得られた知見を利用して統合し、気候安全

保障についての議論を国内でも積極的に行う必要がある。すでに平成 25 年版の防衛白書に

おいても、気候安全保障については触れられているが、その扱いはまったく不十分であり、

研究の立ち後れを反映している。他方で米国とドイツを中心とした欧米諸国ではすでに政

策レベルでこの概念が用いられており、ドイツの諮問機関は国連改革の方針として提言に

用いている。 
[2] 研究概要 

主な研究方法としては、文献資料と一次資料の調査にもとづき、下記 3 点を中心とした

手法で研究を行った。①気候安全保障が、欧米と日本でどのように論じられてきたのかを

あとづけて、気候安全保障について、既存の概念について整理する。②気候変動が人間の

安全保障に与えるインパクトについてラオスの不発弾汚染事例を用いた調査を行う。③気

候安全保障の政策適用性について分析、評価を行う。このようにして、気候安全保障の政

策を、日本外交にどのように組み込むか、提言するという方法をとった。 
より具体的には、既存の気候安全保障論を総括しつつ、米国の有力シンクタンク CNAS

の提言する天然安全保障（Natural Security）論について、調査を行った。CNAS はオバマ政

権に強い影響力をもち、中心メンバーが、次々と国務省、国防省などに入って政策立案に

携わっている。そして気候変動に各国の軍がどのように対応しようとしているのか、軍関

係者の国際会議の記録や報道などを中心に、動向を調査した（蓮井，2010；Hasui, 2011）。 
さらにラオスでの第二次インドシナ戦争時代の不発弾汚染について調査を行った（蓮井，

2012）。同時に、近年の多発する突発的でこれまでにない規模の洪水についても、南部を中

心に、北部についても気象局からデータを得ることができた。 
[3] 研究成果 

（１）気候安全保障については、現段階での知見をまとめ、安全保障の手段としての適

応策を視野に入れた安全保障概念を構築することが重要であるとした。伝統的な軍

事的国家安全保障に偏った安全保障観にもとづく諸政策では、各地での紛争の脅威

増大、軍隊の行動への影響を考慮すれば、もはや十分な機能を果たすことが難しく

なってきている。伝統的な安全保障手段を発動させる前に、紛争予防の観点から適
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応策を重視すべきである。 
（２）戦後復興は気候変動下では容易でない。戦後 35 年以上たったラオスで初めて大規

模に使われたクラスター爆弾の不発弾は各地に眠っており、その処理はここ 10 年で

約 0.5％の面積しか進んでいない。技術開発は進んでいるが、そこに近年南部および

北部で多発する洪水によって不発弾が流され、不発弾処理をした土地にも不発弾が

流れ着き、処理を遅らせる要因となっていることを示した（蓮井，2012）。 
（３）気候安全保障の政策について、すでに欧州やオバマ政権下では積極的な取り組み

がなされており、政策レベルで実現したことが数多い。また、政府諮問機関やシン

クタンクなども、気候安全保障を、安全保障をより時代に適応させるための大切な

要素としてとりあげており、それは国際機関の改革にまで及んでいる。そこで、本

研究では、これまでの知見を総合し、欧州（とくにドイツ）と協力して国連改革に

おいて、日本が主導的な力を共に発揮できる環境作りを行うことを提案した（Hasui, 
2011）。 

[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

2011 年 2 月 14 日に、「気候安全保障～安全保障問題としての気候変動」（民主党参議院

議員（当時）岡﨑トミ子副代表の勉強会にて気候安全保障の概念と提言を最初に国会議員

に提言し、それが震災を経て、2011 年 5 月 25 日には、民主党リベラルの会の勉強会にて、

気候安全保障論と原発問題についての現状報告を行い、35 名の衆参両議員（総務副大臣ら

をふくむ）と意見交換を行うことにつながった。そこでは、気候安全保障のジャパンモデ

ルの構築と、そこでのエネルギーのベストミックスを、原発依存度を減らしながら、廃炉

技術を高めて模索すること、および今後の社会は日本が得意とする省エネを前面に打ち出

したビジョンで再構築される必要があることを提言した。 
また、学会でも本議論は高く評価され、日本平和学会 40 周年記念出版『平和研究 20 の

論点』（法律文化社、2013 年度内刊行予定）にも 1 章を執筆することとなった。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 著書 2 件、大学・研究所等紀要 1 件の成果を得た。 
 
4.2. 社会的不公平に関する研究 
[1] 研究目的 

超学（際）的学問としてのサステイナビリティ学に必要な社会的公平に関する（新しい）

概念・考え方を人文社会科学の立場からの理論的に検討し、サステイナビリティの視点を

内部化した「サステイナビリティ科学」群の成果を統合して地球社会の持続性を確保する

ためのビジョンを提示する作業に資すること。 
震災及び原発事故の発生後の平成 23 年度からは、震災及び原発事故の「解決」（すなわ

ちサステイナビリティの維持と現実化）に必要な新しい社会的公平概念や幸福・福祉概念

を得ることを追加した。 
[2] 研究概要 

社会そのものの持続可能性を問題とする以上、静的な社会構造を前提とできないサステ

イナビリティ学のための社会的公平概念は、幸福・福祉（well-being）の実現の仕方・あり
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方に関わる動的なものとなる。また、地球規模で社会の持続性を問う以上、多様な文化の

存在から出発せざるを得ない。平成 22 年度は、上記の視点からの考察に役立つ文化研究、

公共哲学、福祉政策等の文献を収集し、検討すると共に、第 7 回国際コンファレンス「多

文化主義と社会的正義」（2011 年 1 月 8 日（土）・9 日（日）立命館大学 衣笠キャンパス）  

に参加した。 
震災及び原発事故の発生後の平成 23 年度からは震災・原発事故への対応校務を考察の機

会とし、事象の進行に沿って研究を進行させた。 
[3] 研究成果 

（１）災害と大学の知 
 ①被災の個別性と知の一般性のギャップは時間をかけた対話によって乗り越える：一

般的・普遍的な知識を形成すべく行われる「調査」は、きわめて個別的なできこと

である「被災」に本質的になじまない。しかし、個別のつらい出来事を一般的・普

遍的な知識へと回収していくことは、その「つらさ」を乗り越える重要なやり方で

もある。よって調査の志が高ければ、多くの被災者は協力してくれる。また、生活

の意味を与えてくれる新しい一般的な価値が実現する見通しが示されれば、多くの

被災者はその復興（支援）策を受け入れる。それは社会的不公平の乗り越えの一つ

の形でもある。しかし、そうなるには一定の時間と対話を含んだプロセスが必要で

ある。 
 ②災害の複合性・複次性と知の専門分化  －復興支援は当事者-oriented で－：災害に

おいては、複数の被害が重なって生じることが多い。それを、「共時的複合性」と「通

時的複次性」の二面から把握することができる。災害の「共時的複合性」とは、同

時あるいは短期間のあいだに複数の災害因が生じ、質の異なる複数の被害が生じる

とともに、それらが複合してより複雑かつ大規模な被害が生じることである。災害

の「通時的複次性」とは、一つは、時間経過の中で、既に生じた被害が災害因とな

ってさらに質の異なる被害が生じることである。 
被災者の生活は複合的かつ複次的だから、被災者は全て複合的かつ複次的な被害

を受けている。しかも、被災は常に不公平である。したがって、復興も複合的かつ

複次的とならざるを得ないし、それが不公平を乗り越えるものである必要がある。 
対して、大学の知は基本的に専門知である。しかも、それが高度になればなるほ

ど専門分化が進んでいる。復興支援をするのであれば複合的かつ複次的な復興策、

支援策を提供する必要があるが、そのためには大学もまた当事者たちの実情に寄り

添って、それに応じて行う必要がある。この意味では、復興支援は、基本的に当事

者-oriented でなければならないし、そうであってこそ、大学の高度の専門性を活か

すことができる。 
（２）災害と公平 －片田敏孝氏の避難三原則とセルフ・ヘルプ・グループ－：津波襲来

時に学校の管理下にあった児童・生徒全員が無事であった釜石市の津波防災教育を

指導した片田敏孝（群馬大学）は「大いなる自然の営みに畏敬の念を持ち、行政に

委ねることなく、自らの命を守ることに主体的たれ」という信念に基づく「避難 3
原則」として以下の三つをあげる。1)「想定にとらわれるな」（被害の多くは「想定
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外」だからでも、「想定が甘かった」からでもなく、「想定にとらわれすぎ」）2)「最

善をつくせ」（「ここまで来れば大丈夫だろう」ではなく､そのときできる最善の対応

行動を。）3)「率先避難者たれ」（避難しない人は避難するという意思決定ができな

いだけ。まず、自分が率先して避難すること。その姿を見て､他の人も避難するよう

になり、結果的に多くの人を救うことが可能となる。） 
このような「片田三原則」の「含意」をまとめることから、以下のような社会を

想定できる。すなわち、その社会のメンバーは、予測できない災厄が生じる可能性

の中で、完全な目的－手段関係を想定できずに生きているが、危機回避行動の必要

について共通理解があるので或る者の自愛行動が結果として利他行動になる、とい

う社会である。これを「避難行動者が形成する社会」と呼ぶことができる。そして、

福島第一原子力発電所（事故）災害下の社会は、これから数百年にわたって、「避難

行動者が形成する社会」で有り続ける。 
この社会において「片田三原則」のもとで行われる関わりは、関わっていく人々

が、「放射線による危害」から逃れようとする活動によって、さらに自分が当事者で

あることのより複雑な意味を、当事者間の関わりの実践によって理解していくプロ

セスであり、「セルフ・ヘルプ・グループ」的な活動なのである。 
このような関わりは、福島第一原子力発電所（事故）災害下にあっても生き延び

るために有効である。しかしそれ以上の意義ももつ。なぜなら、このような関わり

は、この災害下での社会的分断、すなわち「既に当事者意識を持つ者」（これには「事

故」以降、「原子力発電所建設」以降、「人間が人為的に原子力エネルギーを利用す

るようになった」以降、「身近にホットスポット発見された」以降等の様々な類型が

ある）と「当事者であることを受け入れようとしない」者との分断の乗り越えでも

あるからである。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 大学・研究所等紀要 1 件の成果を得た。 
 

4.3. 「共生の知」の創出 
[1] 研究目的 

地域の安全・安心を実現するためには、「地域コンフリクト」（政治的・宗教的・民族的

対立およびそれらが原因と見られる明示的な紛争のみならず、必ずしも顕在化していない、

人々に共有された心理的葛藤をも包含する）が緩和される必要がある。 
この地域コンフリクトの緩和や予防のために、現地の社会的・文化的状況を十分に踏まえ

て地域コンフリクトの実態を的確に把握し、その把握をもとに、この地域にふさわしい「共

生の知」のあり方を見出すことが本研究の目的である。 
たとえば 1969 年に始まったフィリピン紛争は、フィリピン政府とフィリピン共産党の武

装組織である新人民軍が戦っている内戦である。そこでの各種の地域コンフリクトにおい

て、当事者間で、どのような紛争緩和のための努力が行われ、それがどのように展開した
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かを調査することで、紛争下における共生のためのローカルな知の存在を明らかにする。 
また近現代東アジア地域と日本の相互関係を再検討し整理することにより、東アジア圏で

の「共生」の道に至る「知」を探る。 
さらに東日本大震災が発生した 2011 年度以降は、震災および原発事故が生み出す多様な

社会的ジレンマと地域コンフリクトを取り出し、考察することで、これまで扱ってきた「地

域コンフリクト」の理解、緩和、予防にも役立つ概念、枠組みを抽出することを加えた。 
[2] 研究概要 

（１）フィリピン等の事例からみた「共生の知」：平和学の視点から、戦争等に起因する

地域コンフリクトの事例を把握し、構造的暴力を克服しようとした「共生の知」の

創出について研究する。そこでフィリピン紛争が盛んに戦われたフィリピン中西部

のネグロス島において、現地調査を行い、キーパーソンたちに聞き取り調査を行っ

た。大きく分けて、彼らは①フィリピン社会のエリート層と、②当時の様々な紛争

に関連した事件に巻き込まれ犠牲になる一方で、紛争の両当事者に人間関係を持つ

仲介者をたてて投降するなどして生き延びた人びとや、③政府や自治体と企業が共

同した様々な開発行為によって、立ち退きや強制排除などにあった人びとであった。 
これらの聞き取り調査から、②や③を中心とした彼らがどのように①をふくむ相

手と交渉しながら、成功裏に投降や移転をすすめたのか、あるいは厳しい弾圧を受

けて死亡や排除をされたのか、ということを明らかにする。両者を比較することで、

成功した人びとの持っていた共生のためのローカルな知をつきとめることを目指し

た。 
また研究の展開として、比較事例を沖縄戦時代の集団投降に見いだし、文献調査

と聞き取り調査により現地調査を行っている。同じ集落の住民がいながら、一方で

集団自決が起き、他方で集団投降により犠牲者が出ていない。これをハワイ帰りの

人物が住民と米軍にたいする影響力を行使できたと作業仮説を立て、検証を行った。 
（２）近現代東アジア地域と日本の相互関係の再検討：日本と東アジア諸地域との関係

を、日本の幕末・明治維新期から戦後高度経済成長期に至る石炭石油資源開発史の

中から考察した。すなわち現代の政治経済体制の起点である 19 世紀後半においてい

ち早く体制基盤を構築した日本と、戦乱と植民地化を経て近代政治経済体制への道

をたどる東アジアとの相互関係を、燃料資源開発という側面から光を当てた。 
（３）東日本大震災後の地域コンフリクトの検討：2010 年度は以下の 3 つの作業を行っ

た。第一に、既存の平和学や共生に関する哲学的思考の中から当該地域での地域コ

ンフリクトの緩和と予防の仕方、共生のあり方の構想のための概念・アイデア・考

え方を抽出すること、第二に、現地調査をもとに、多様性の整理と質的差異の明確

化を行うことであり、第三には、両者を合わせて考察することで、何らかの意味で

検証が可能な、ある程度具体的な共生の知の試案を作成することである。 
2011 年度は、前年度の整理をもとに、「地域コンフリクトの緩和」についての新

しい理解を示す予定であったが、3 月 11 日の大震災及びそれに続く原発事故によっ

て計画を変更した。すなわち、震災及び原発事故もさまざまな社会的ジレンマと地

域コンフリクトを生み出す。それを取り出し、考察することで、これまで扱ってき
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た「地域コンフリクト」の理解、緩和、予防にも役立つ概念、枠組みを抽出するこ

とを行った。 
[3] 研究成果 

（１）フィリピン等の事例からみた「共生の知」：フィリピン紛争において、約 20 年前

のネグロス島での事例分析を行った。激しい軍事的対立状態の中で、②の人びとは、

政府から反政府勢力への協力を疑われ、超法規的逮捕や政治的殺害などのハラスメ

ントの対象となっていた。とくに逮捕後の取り調べが危険で、拷問や殺害、暴力が

横行し、住民は恐怖におびえていた。そんな地域住民②の生存を左右したのは、②

自身あるいは①のような階層の中の人物に仲介者をたてて「投降」することであっ

た。彼らは仲介者を通じて、「アレグロ」（英語の arrange に近い）といわれる事前工

作を行った上で安全を確認してから「投降」したことが判明した。その結果、暴力

的な取り調べを避け、反共セミナーなどに参加した後、釈放証明書や恩赦証明書を

交付され、それを見せれば軍や警察のハラスメントから後々逃れることができた。

一部の①の人びとは、証明書を受けた後に積極的に周辺の人びとの「投降」を推進

した（Hasui, 2010）。 
しかし、成功例ばかりではない。2011 年 3 月の現地調査で、アレグロの失敗例に

ついて、殺害現場に居合わせた当事者にインタビューが実現し、状況を詳しく聞き

取ることができた。その結果、それまで被害者の息子から聞いたストーリーとは異

なる部分が多数見つかり、それを修正した結果、アレグロが成功するためには、「紛

争構造に深く組み込まれていないこと」も重要であるという点を付加するべきとの

結果を得た。そのような事例について、他の事例がないか、調査を行い、いくつか

の事例を得ることができた（蓮井，2012）。 
さらに調査したところ、この「投降」推進事例は、結果的に、政府側と新人民軍

側の双方が、この地域は「クリアされた」「支持が得られない」として撤退したこと

で、当該地域に平和をもたらしたことが判明した。 
このような「投降」による暴力克服の成功事例を通じて、下記 4 点を明らかにで

きた。 
  ①この手法は、内戦という紛争両当事者がひとつの大きな人間関係のネットワークに

つながっている場合に有効であること。 
  ②伝統的なフィリピン社会における人間関係の重視が大きく影響する、すなわち関係

性が紛争分析と解決のために鍵になること。 
  ③これまで安全保障論が「被害者」として見逃してきた主体にも、地域コンフリクト

の紛争構造に影響を与えうる影響力があること。 
  ④ここでの「共生の知」は、暴力の縮減にもつながるが、同時に現状の権力格差を利

用していることから、現状肯定にもつながりうるリスクをはらむこと（蓮井，2013）。 
    沖縄での調査は、このフィリピンの知見に基づいて、集団投降について、同様の

仲介者が影響力を行使した結果であると仮説を立てた。文献資料調査と当時現場に

いた人物らに聞き取りをした結果、事実として、日本軍とは距離をおきつつ、一部

過激な住民の無理な突撃を止めさせ、米軍と英語で交渉した結果、無事に投降が成
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功したことが明らかとなった。 
（２）近現代東アジア地域と日本の相互関係の再検討：日本の燃料資源開発が近代政治

経済体制の構築をリードし、燃料資源の市場として、かつ開発地域として東アジア

との外交関係を取り結んできた。ここでの基本原理は競争による近代システムの構

築であったことが確認された。 
（３）東日本大震災後の地域コンフリクトの検討 
 ①確率的な予測と二値論理的な行動 －科学知から生じるコンフリクト その 1－：

「安全」についての科学的予測は確率的にしか示せない。科学の予測的命題（ex.
「食物 a を一日 b グラム摂取すると 1 年後にガンになる」）には真理値の範囲が 0
以上 1 以下の実数であるファジイ論理が適している。しかし、行動はするか、しな

いかである。「安心」して行動するには、その行動の根拠となる命題の真理値が真、

偽の二値であってほしい。この確率的な予測と二値論理的な行動の齟齬が適切に解

決されなければ、科学的専門知は意思決定の手助けにならず、かえってコンフリク

ト（科学者 vs 一般人、予測の「解釈」間）の原因となる。この「齟齬の適切な解決」

は「科学者」と「一般人」が当面の問題に関して（できれば情報収集のレベルから）

一緒に考えていくしかない。cf. この「確率的な予測値」から「行動」への転換は、

通常は、（自分の）経験、信頼できる他者、社会的権威、（法律等の）外的強制によ

って行われている。 
 ②「放射線てんでんこ」のあとで共同体を存続させるのか：「津波てんでんこ」は明治

30 年代からの言い伝えで、共同体の存続のために自分だけでも生き残れという意味。

つまり、生き残るものさえいれば村落共同体は再建できることを前提としている。

しかし、ひとまず不可避に起きた「放射線てんでんこ」では、そうはいかない。生

き残ってもすぐにはもどれない。もどっても生業が復活できない。しかし、「てんで

んこ」の避難生活が続けば、新たな地域共同体に組み込まれていく。「帰還宣言」を

出した福島県川内村の村長の「戻れない人がいるのは承知しているが、その人たち

のためにも帰還する必要がある。そうでないと故郷がなくなってしまう」という趣

旨の発言もこれらを踏まえているのであろう。しかし、そうなると、これまでの共

同体を存続させるのがよいのかという問いも浮上してくる。放射線災害「特有」の

「未来の見通しが立たない」という不確実性は「住民の意思に基づいて」という自

治の根底を揺るがしている。 
 ③「子どものことが心配」が含意する「不安」から生じる「不満」：原発事故・放射線

災害に関して特徴的な言説は「子どものことが心配」である。自分が親であるとこ

ろの「子ども」であるにせよ、自分が大人であるところの「子ども」であるにせよ、

「子ども」は、親あるいは大人に比して以下の特徴をもつ。1) 後まで生きる。2) 可
塑性が大きい。3) 配慮されるべきである（よって親や大人には「予見的責任」があ

る cf. 上記 2②）つまり、「子どものことが心配」には、どうなるかわからない（∵1) 
2)＋「未来の見通しが立たない」という不確実性）ことに責任をもつことへの、そ

の責任を果たせるのかということへの「不安」も含意されていると考えるべきであ

る。対人交渉においては「不満の背後には不安がある」ということをいうが、これ
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を逆から考えるならば、この「不安」から自分が置かれている状況への「不満」が

生じ、それに責任を持つと思われる者とのコンフリクトが生じることになる。これ

も不確実性の中のコンフリクトと言える。 
 ④災害から始まるコンフリクトの乗り越え－片田敏孝氏の避難三原則とセルフ・ヘル

プ・グループ－：上記「2 災害とコンフリクト －不確実性の中のコンフリクト－」

で扱ったのは、確実な予測ができないことから生じた諸問題である。ここで求めら

れているのは、「予測は常に不確実なものにとどまる」あるいは「予測は常にはずれ

るものだ」という認識から出発することである。そうであるなら、利害関係者の全

て（あるいはほとんど）が共通の「予測」に基づいて行動することは期待できない。

よって、様々な社会的ジレンマと地域コンフリクトが生じるのは不可避となる。ま

た、ジレンマやコンフリクトを 100％解消しようとする「対応」ではなく、それが

決定的にネガティブな事態につながらないようにする「対応」が必要になる。 
津波襲来時に学校の管理下にあった児童・生徒全員が無事であった釜石市の津波

防災教育を指導した片田敏孝（群馬大学）は「大いなる自然の営みに畏敬の念を持

ち、行政に委ねることなく、自らの命を守ることに主体的たれ」という信念に基づ

く「避難 3 原則」として以下の三つをあげる。1)「想定にとらわれるな」（被害の多

くは「想定外」だからでも、「想定が甘かった」からでもなく、「想定にとらわれす

ぎ」）2)「最善をつくせ」（「ここまで来れば大丈夫だろう」ではなく､そのときでき

る最善の対応行動を。）3)「率先避難者たれ」（避難しない人は避難するという意思

決定ができないだけ。まず、自分が率先して避難すること。その姿を見て､他の人も

避難するようになり、結果的に多くの人を救うことが可能となる。） 
このような「片田三原則」の「含意」をまとめることから、以下のような社会を

想定できる。すなわち、その社会のメンバーは、予測できない災厄が生じる可能性

の中で、完全な目的－手段関係を想定できずに生きているが、危機回避行動の必要

について共通理解があるので或る者の自愛行動が結果として利他行動になる、とい

う社会である。これを「避難行動者が形成する社会」と呼ぶことができる。そして、

福島第一原子力発電所（事故）災害下の社会は、これから数百年にわたって、「避難

行動者が形成する社会」で有り続ける。 
この社会において「片田三原則」のもとで行われる関わりは、関わっていく人々

が、「放射線による危害」から逃れようとする活動によって、さらに自分が当事者で

あることのより複雑な意味を、当事者間の関わりの実践によって理解していくプロ

セスであり、「セルフ・ヘルプ・グループ」的な活動なのである。 
このような関わりは、福島第一原子力発電所（事故）災害下にあっても生き延び

るために有効である。しかしそれ以上の意義ももつ。なぜなら、このような関わり

は、この災害下での社会的分断、すなわち「既に当事者意識を持つ者」（これには「事

故」以降、「原子力発電所建設」以降、「人間が人為的に原子力エネルギーを利用す

るようになった」以降、「身近にホットスポット発見された」以降等の様々な類型が

ある）と「当事者であることを受け入れようとしない」者との分断の乗り越えでも

ある。つまり、このような関わりは、ジレンマやコンフリクトを 100％解消しよう
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とする「対応」ではなく、それが決定的にネガティブな事態につながらないように

する「対応」なのである。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

フィリピン等の事例からみた「共生の知」の検討で言及した上記の動きは、フィリピン

紛争の過去の研究にも言及がなく、非常に貴重な成果である。現在もフィリピン紛争は終

結しておらず、暴力はフィリピン各地で散見される。このような事例の存在とその分析に

ついて、さらに深めて広めるため、学内の推進研究プロジェクトの一部として活動し（Hasui, 
2012b；蓮井，2012a）、学内外の研究者との国際共同セミナーで発表した（Hasui, 2012c）。 
近現代東アジア地域と日本の相互関係の再検討、および東日本大震災後の地域コンフリク

トの検討については、なお現在進行中である。このあたりのこれまでの成果をベースにし

ながら「新しい安全・安心のあり方」についての理論的検討を行いつつ、新たな調査を展

開し理論的検討もさらに進めるべく科研費の新たな申請を準備している。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付きその他論文 2 件、国際会議論文 1 件、大学・研究所等紀要 7 件の成果を得た。 
 
4.4. 環境意識および環境教育のあり方 
[1] 研究目的 

ここでは環境意識および環境教育のあり方を検討することが目的である。具体的には、

(1)消費者教育における環境教育、(2)水俣調査から考えるスタディツアーという環境教育の

あり方、(3)新しい研究スタイルの出現の 3 つの部分に分けられる。 
(1)に関連する主な問題関心として、次の 2 点がある。ひとつは、各国の消費者団体と消

費者政策において、価格と品質の両立など消費者の経済的利益を重視する選好（顧客消費

者的選好）と、環境やフェアトレードなど消費者の社会的義務を重視する選好（市民消費

者的選好）が、どのようなバランスを取っているかを明らかにすることである。またもう

ひとつは、いずれの選好を実現するための行動であれ、その集合行為において、消費者団

体やその構成員の誘因はどのようなものであるかを明らかにすることである。これらに基

づいて、主要他国のそれと比較した場合、日本の消費者団体と消費者政策において、市民

消費者的選好が相対的に重視される傾向があることを明らかにし、消費者団体と政策の特

徴を明らかにすることを目的とした。 
(2)に関連して、地域のサステイナビリティへの示唆を得ることを目的として、水俣地域

を幾度も訪問してきた。その場所を実地に訪れてまなぶスタディツアーという環境教育と

してとらえ、そのあり方を考察することを目的とした。 
(3)については、当初は、自然災害や地球温暖化をテーマに、それらを「自然と人間のイ

ンターフェイス」として、広義の「環境」教育に取り組もうとしていた。そこでは、目的

を立て、手法を取り決め・取り組み、結果を考察するという通常科学のスタイルが想定さ

れていた。しかし、東日本大震災（2011.3.11）を受けて、その研究のスタイル自体が揺ら

ぐことになり、走りながら、新たな研究スタイルを模索することが目的になった。 
[2] 研究概要 

（１）消費者教育における環境教育：研究手法は、基本的には関係者からの聞き取り、
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および文献資料の調査による。同聞き取り調査は、2012 年 3 月 15・16 日に、マレ

ーシア・クアラルンプールの上記事務所において、サチャ・シャルマ（Satya Sharma）
氏に対して行われた。そこにおいて明らかになったことは、同事務所でも日本の消

費者団体において市民消費者的選好が強く一般消費者の選好と乖離しているのでは

ないかと考えられていること、その要因として消費者団体による一般消費者に対す

るマーケティングの欠如などがあるのではないかということであった。ただしこの

知見は、基本的には印象的なものでしかない。したがって、文献資料の調査によっ

て明らかとなった、日本と他国の団体の選好の相違という知見を、補足するものと

しかならなかった。 
いずれにせよ同聞き取り調査の結果は、科研費で行われた 2011 年 5 月・香港での

国際消費者機構世界大会（Consumers International World Congress）での調査の結果

などと合わせ、以下の研究成果に反映されている。 
（２）水俣調査から考えるスタディツアーという環境教育のあり方：現地では（一財）

水俣病センター相思社のまち案内を利用した。分担者が水俣を訪問するときに、現

地ガイドとメールのやりとりで訪問先を決めていくにあたり、海沿いの地域と人、

山側の地域と人、水俣病に関わる場所や人、「もやいなおし（もやいづくり）」に関

わる場所や人、を組み込むように計画した。この訪問時に希望する教員や学生が同

行し、ツアーの印象などを分担者にフィードバックした。 
（３）新しい研究スタイルの出現：「研究手法」としては、現地取材、歴史資料など文献

調査、教育実践を経た実証的研究である。 
以前より、津波をはじめとする自然災害教育について研究してきた（大辻・遠藤，

2010 など）。これは、何かを予め明らかにしようと想定し、予定調和的な研究スタ

イルによる従来型の研究である（大辻・遠藤，2010；木村ほか，2013 など）。しか

し、東日本大震災を受け「喪失感」が漂う中、これら従来の研究スタイルとは違っ

た研究スタイルのものが進行していたことに気づかされる。まず現場におもむき、

そこで課題を発見し手法を見いだし、結果が見通せない中で研究が進んでいくもの

もあった（大辻・郡司，2011 など）。また、地域からの依頼を受けてから、その要

望に応じて教示する内容や受け手を勘案し、それにあった解説を提供するという、

いわば「オーダーメイド」の教育研究スタイルが新たに登場してきた（大辻，

2012.12.12）。 
[3] 研究成果 

（１）消費者教育における環境教育：研究成果は、分担者の通常の研究と第 4 部門にお

けるものを合わせたものとなり、結果として、消費者教育における環境教育という

細部にはなかなか行きつけず、その背景の検討に止まっている。 
論文としては、井上拓也（2012）、および井上拓也（2012）（2013）として発表さ

れている。これらはいずれも、日本の消費者団体における市民消費者的選好の相対

的な強さ、および消費者団体を含む公共利益団体における誘因の種類について議論

している。 
講演などとしては、研究会やシンポジウムなどで発表されている。 
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（２）水俣調査から考えるスタディツアーという環境教育のあり方：本研究期間内の訪

問では、次のような場所や人を訪ねた。 
・患者 ・蒲鉾店 ・エコタウンの R ビン会社 ・水俣自然学校 
・量子 ・お茶農家 ・大川村丸ごと生活博物館 ・水俣湾埋立地 
・ゴミの分別活動 ・曽木発電所遺構 ・中木場地区 ・石飛地区 

環境教育では従来から体験的に学ぶことを重視してきたが、スタディツアーでは

その重要性が更に高まる。現地に赴くということ自体が体験であるが、それで満足

せず、人とは一緒に何かしてみて、物には体験的に関わってみて、訪問者が自分な

りの情報をもつようになることが大切であるように思われた。 
（３）新しい研究スタイルの出現：岩手県宮古市「田老」で震災後に指摘された「油断」

は、単に巨大建造物によって守られている、という住民意識だけではなく、過去の

防潮堤建設時からの潜在的「油断」があったことを、旧田老町広報誌などを詳細に

掘り起こし、現地取材を実施することによって明らかにした（大辻，2012，日本地

学教育学会）。 
2012 年 5 月、つくば市等で発生した竜巻被害について、犠牲者が出た中学校を訪

問してその発生の仕組みなどを中学生に解説した（大辻，2012.12.12）。 
本学の近隣を流れる那珂川はサケが遡上する川として有名である。そのサケの稚

魚を放流する小学校が複数あるが、子ども達の意識が伴っていないという状況があ

った。これらは複数回の出前授業となったが、同じテーマでも、同じ話しにはけし

てならない。同じ模擬授業についても、児童生徒を前にするとき、教員を前にする

とき、海外においてワークショップとして実施するとき、いずれも違った準備と成

果がある。 
被災地を視察して、2 年半の年月が経ても一向に復興が進まない地域があること

がわかった。学会においても「科学教育研究者としての社会的責任」を自問する動

きが出て来ている（大辻，2013）。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

主に(1)に関連してであるが、学術的な影響としては、日本の政治学、具体的には政治過

程論において、分担者の消費者団体研究を、利益団体研究の一環としてしっかりと位置付

けられていると考える。このことは、2013 年度（～2015 年度）にも科学研究費補助金・基

盤研究 C「消費者団体のアメリカ・モデルの受容と展開に関する 6 カ国の比較研究」を獲

得できたこと、辻中豊・筑波大学教授による学会規模での団体研究プロジェクトに引き続

き位置付けられていることなどに表れていると考える。また 2014 年発行予定の

International Encyclopedia of Consumer Activism において、Japan の項目を担当することにな

っており、成果を国際的にも反映できると考える。 
社会的な影響としては、全国消費者団体連絡会や茨城県消費者団体連絡会との日常的な

交流を通じて、研究成果を反映できている。ただし分担者としては、研究者としての本分

を踏まえ、消費者行政や消費者運動の実践からは、できるだけ距離を置いた観察者として

の位置を保とうと考えている。前述の『平成 20 年度版国民生活白書』には、分担者の以前

の複数の研究が引用されている。しかし現在の消費者団体や消費者行政の指導概念となっ
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た「消費者市民社会」、およびそれに基づく消費者教育などの実践に対して、分担者はきわ

めて懐疑的である。したがって分担者としては、この意見については、各種のシンポジウ

ムや審議会など機会を通じて、消費者団体や消費者行政の関係者に披歴している（阿南久・

現消費者長官とは、同氏が全国消団連のスタッフ・事務局長であったため、以前より交流

がある）。せいぜい、批判的意見の一つとして参考としてもらえれば、という程度の希望に

基づいてだが。なお分担者は、以前からアメリカと日本の消費者団体の橋渡し役となって

きたが、今回の ICAS の経費に関して言えば、前記調査を契機に 2012 年 5 月にシャルマ氏

が全国消費者団体連絡会を訪れるなど、間接的ながら、アジア太平洋・中東事務所と日本

の団体の関係改善に寄与できたと考える。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付きその他論文 1 件、著書 2 件、国際会議論文 1 件、大学・研究所等紀要 3 件の

成果を得た。 
・ マスコミ等への公表、報道等 1 件。 
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5. 独自研究 

5.1. 太陽－地球環境における人工衛星障害の統計的及びイベント解析に関する研究 
[1] 研究目的 

太陽活動の地球環境への影響には様々のものがあるが、本研究では人工衛星障害について着目

する。この障害の解析は宇宙環境における人類活動の安全性確保だけでなく、大気の短期的な変

動、人類の経済活動や生命活動のリスク回避につながる指標作りを目標にする。 
[2] 研究概要 

衛星障害が発生した時の各指標の分布に 1971-1997年の 27年間での各指標の発生分布を割るこ

とにより障害発生頻度を求め、その分布の傾きから障害発生の推定式を導出する。推定式を用い

て、過去や今後の太陽イベントが衛生障害の観点で危険度の大きさを検証できる可能性がある。 
[3] 研究成果 

基準の結果として、磁気圏境界位置が圧縮するほど指数的な障害発生率の増大が確認できた。

人工衛星の障害発生時の Dst 指数と AE 指数の変化も検証した。Dst 指数、AE 指数ともに数値の

増 大に合わせて障害発生率も増大していることが分かった。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

 

[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英文論文 1 件、国際会議論文 4 件の成果を得た。 
 

5.2. 緑肥などを利用した水稲の栽培制御技術に関する研究 
[1] 研究目的 

近年、登熟期間の高温による玄米品質の低下が全国的に問題となっており、気象条件の変動に

対応できる水稲栽培技術の開発が求められている。そこで、2010 年には水田における収量や品質

の高い水稲の生態的な特徴を明らかにすることを目的として、茨城県と山形県の農家水田圃場の

水稲調査を行った（実験 1）。 
また、水稲の移植方法、肥料の種類や施用方法、水管理方法などの組み合わせによって、水稲

の収量や品質が向上する場合がある。しかし、それらの栽培に関する研究事例は少なく、今後評

価すべき課題であるといえる。有機質肥料の一つである緑肥作物の作付けは、土壌の物理性・生

物性の改善や養分溶脱の防止、雑草の抑制等の効果を有する。またマメ科緑肥作物の利用により、

根粒菌の N 固定による作物への N 供給が期待できる。これらの特長を活かすことにより、窒素肥

料や除草剤などの資材費を削減できるだけでなく、環境への負荷を軽減できると考えられる。そ

こで、2011 年は黒ボク土水田において、マメ科緑肥作物の施用方法（すき込み、不耕起リビング

マルチ）および緑肥不耕起リビングマルチ条件下の湛水開始時期が、水稲の生育と収量におよぼ

す影響を評価した（実験 2）。また、2012 年は 15N 標識した 4 種の緑肥作物（シロクローバ、ヘ

アリーベッチ、シロカラシ、エンバク）をそれぞれ施用した黒ボク土における水稲の収量と緑肥

由来 N の吸収利用率を求め、利用できる緑肥作物を選定することを目的とした（実験 3）。 
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[2] 研究概要 

（１）茨城大学農学部附属フィールドサイエンス教育研究センター内の水田（茨城水田）と山

形県余目市の農家水田（山形水田）で、品種コシヒカリを栽培した。水稲の穂揃期と収穫

期に各水田内の対角線上の 3 地点より各 7 株、計 21 株を採取し、穂と茎葉部（葉身、葉鞘

および稈）に分けて 80℃で通風乾燥し、乾物重を測定するとともに、平均的な穂数を有す

る 6 株を用い、籾数、登熟歩合および精玄米重を測定した。さらに、粒厚別に白色不透明

部を有する玄米の粒数を計測した。 
（２）茨城大学農学部ガラス室内でポット（0.02 m2）に黒ボク土を充填し、シロクローバを 2011 

年 4 月 8 日に播種し、80 日間栽培した。その後、それらのポットに水稲（品種：コシヒ

カリ）を 2011 年 6 月 28 日に 1 株 3 本植で移植した。試験区として化学肥料（NPK 各
8kg 10a-1）を施肥した化学肥料区、シロクローバを水稲移植直前にすき込んだ緑肥すき込

み区、緑肥不耕起区として、シロクローバをリビングマルチとし、水稲移植前 10 日目に

湛水を開始する湛水標準区、ならびに水稲移植後 10 日目および移植後 30 日目に湛水を開

始する湛水遅延 1 区と湛水遅延 2 区を設定した。水稲の生育期間中、1 週間ごとに草丈、

茎数、葉色値を調査した。移植後 115 日目に収穫し、籾重および籾重を構成する要素を調

査した。 
（３）茨城大学農学部圃場内ガラス室において 1/5000a ワグナーポットに乾土（黒ボク土と黒

土を 2：1 で混ぜたもの）を充填した。2012 年 3 月 23 日に緑肥を播種し、約 60 日間生育

させた。播種後 30 日目に 15N 標識硫安（10.3 atom%、施肥 N 量：2g m-2）を施肥し、緑肥

を 15N 標識した。収穫後の緑肥を風乾後、5mm 以下になるように粉砕した。処理区とし

て、無 N 区、化学肥料区、緑肥すき込み区、緑肥表面施用区を設けた。緑肥は N 換算量が

11g/m2 となるよう施用した。シロカラシおよびエンバク表面施用区を除く緑肥処理区は、

緑肥施用後 5 日目に、シロカラシとエンバク表面施用区は施用後 14 日目に水稲成苗（品種：

コシヒカリ、1 株 3 本植え）を移植した。移植後 88 日目に収穫し、収量、収量構成要素、

乾物重を調査した。また、15N トレーサー法を利用することにより、緑肥由来窒素の水稲

利用率を算出した。 
[3] 研究成果 

（１）茨城と山形の 2 地点において収量差は認められなかったが、玄米千粒重や白色不透明部

を有する玄米の粒厚別の出現割合が異なった。穂の乾物増加率が高い場合には白色不透明

部を有する玄米の出現率が高くなる傾向が認められた。これは子実の成長にともなうシン

クとソースバランスが関与していると考えられた。 
（２）黒ボク土水田において緑肥作物を施用する場合は、不耕起条件下のリビングマルチ処理

がすき込み処理よりも適していることが示唆された。緑肥作物をすき込むことにより土壌

環境が変化し水稲根の伸長や吸水を抑制したことが要因の 1 つと考えられた。また、緑肥

作物をリビングマルチとして利用する場合、湛水開始時期を遅らせることで籾重が増加す

る傾向が認められた。 
（３）黒ボク土において緑肥を施用する場合は、供試した 4 種のうちシロクローバとヘアリー

ベッチのすき込み処理により水稲の収量が増加することが明らかとなった。一方、C/N 比

の高いエンバクの施用に収量を増加させる効果は認められなかった。 
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[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）本研究は、水稲の収量および品質を向上させるための基礎的知見を提供するとともに緑

肥を利用した栽培制御技術の改善に寄与するものである。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付きその他論文 1 件の成果を得た。 
 
5.3. 土壌中での環境影響物質の挙動解明に関する研究 
[1] 研究目的 

近年の産業発展にともない、世界中で、ガソリンや油、有機溶剤等の難水溶性物質（NAPL ; 
Non-Aqueous Phase Liquids）による地下水・土壌汚染問題が広範化している。浄化・対策を適切に

行うためには、NAPL による汚染範囲、あるいは NAPL の移動範囲を把握することが最重要課題

となる。 
[2] 研究概要 

室内カラム試験、およびバッチ試験を行い、土壌の物理化学特性が油や揮発性有機化合物

（VOC）等の NAPL（汚染物質）の土壌中での移動特性に与える影響を調べた。また、リスク評

価システムに組み込めるよう、実験より得られた土壌特性をパラメータ化した。さらに、汚染物

質のリスク評価に関する研究を行った。 
[3] 研究成果 

土壌の特性のうち、特に土壌有機物含量が NAPL 類の土壌残留、および土壌から大気への揮発

速度に影響することが確認された。また、土壌温度が土壌中での NAPL 類の残留および土壌から

の揮発に与える影響をパラメータ化し、リスク評価システムの精度を向上させた。 
[4] 研究成果の学術的・社会的影響度 

（１）NAPL 類による土壌汚染の人体へのリスク評価を行うための精度を向上させることで、

人の安全安心な生活を検討するという点で社会的に貢献した。 
[5] 発表及びアウトリーチ 

・ 査読付き英文論文 3 件、査読付きその他論文 2 件、著書 2 件の成果を得た。 
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6. 教育プログラムの推進 
6.1. 大学院サステイナビリティ学教育プログラム 

ICAS では大学院サステイナビリティ学教育プログラムおよび学部教育「サステイナビリティ

学入門」等のサステイナビリティ学教育の企画運営補助を行っている。 
2009 年度から開始した大学院修士課程サステイナビリティ学教育プログラムでの教材開発と

講義の開講を行った(表 6.1-(1))。本大学院教育プログラムは、2008～2010 年度まで環境省環境人

材育成事業「アジアのサステイナビリティを担う環境人材育成のための大学院教育プログラム－

俯瞰力と人と環境を結ぶ実践力を備えた地域リーダーの育成」の支援を受け、それ以降に茨城大

学の自主運営へと移行した。大学院サステイナビリティ学教育プログラムでは、主専攻型の「サ

ステイナビリティ学コース」(理工学研究科)および副専攻型の「サステイナビリティ学プログラ

ム」(人文、教育、理工学、農学)が設置され、基盤科目、演習科目、専門科目が開講される(図 6.1-(1))。 
本教育プログラムは、「心技知にわたるサステイナビリティ学教育」を標榜し、課題解決に向け

て俯瞰的な知識、専門性、そのためのマインドを醸成することを目指している。基盤科目の一つ

として、SSC 共通コア科目「サステイナビリティ学最前線」を開講し、SSC の 5 大学 6 キャンパ

ス間で遠隔講義システム(VCS)を使った講義が行われた。その他の基盤科目は、2013 年度からサ

ステイナビリティ学教育プログラムの大学院共通カリキュラムへの提供科目の倍増(3 科目から 6
科目)を提案し、茨城大学全体の大学院教育の拡充に貢献した。演習科目では国内実践教育演習と

して茨城県大洗町(2009-11 年度)と霞ヶ浦(2012 年度～)、国際実践教育演習(2009-13 年度)としてタ

イ･プーケットにおいてフィールド演習を実施した他、山岸裕氏(大阪経済大学)を招聘し、「ファ

シリテーション能力開発演習 I・II」を開講した(図 6.1-(2)、(3))。 
 

表 6.1-(1) 大学院サステイナビリティ学教育プログラム(GPSS)コア科目受講者数 
  2009 2010 2011 2012 2013 
サステイナビリティ学最前線 42 51 20 32 26 
地球環境システム論Ⅰ 120 132 128 112 80 
地球環境システム論Ⅱ 10 7 3 36 24 
持続社会システム論Ⅰ 93 77 82 70 20 
持続社会システム論Ⅱ 17 19 9 5 29 
人間システム基礎論Ⅰ 63 61 57 44 23 
人間システム基礎論Ⅱ 14 20 11 (休講） 17 
国際実践教育演習 12 20 11 14 15 
国内実践教育演習 20 24 23 22 20 
ファシリテーション能力開発演習Ⅰ 20 41 16 21 15 
ファシリテーション能力開発演習Ⅱ - - 10 18 15 
サステイナビリティ学インターンシップ - 1 5 7 3 

注) 表は GPSS だけではなく、大学全体の受講者数を示している。 
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大学院サステイナビリティ学教育プログラムは、教育研究としても成果を挙げた。本教育プロ

グラムを「心技知にわたるサステイナビリティ学教育」として、その素養を規定し、効果的なカ

リキュラム開発、学生への教授法などを検討した(Nakagawa et al., 2011; Otsuji and Gunji, 2011; 
Tamura and Uegaki, 2012; 田村, 2012 等)。こうして、その意義を環境人材育成コンソーシアム

(EcoLeaD)や SSC、UN-CECAR、さらに Sustainability Science などの学術誌や書籍を通じて国内外 
へアピールした。 
以上を通じて、2010 年度からサステイナビリティ学教育プログラムの修了生が卒業し、所属研究

科及びサステイナビリティ・サイエンス・コンソーシアム(SSC)が発行する 2 種類の修了認定証が

授与されるようになった(表 1.1-(2)、(3))。2011、2012 年度には 5 大学で構成される SSC 共同教育

プログラム修了者の全体の約 6 割を占める修了者を輩出しており、SSC 共同教育プログラムの推

進にも大きく貢献した。なお 91 名(SSC 修了者 86 名)の修了生の卒業生の進路は、公務員 9 名、

教員 19 名、民間企業 40 名等となっている。 

 
図 6.1-(1) 大学院サステイナビリティ学教育プログラムの実施体制、カリキュラム、 

および目標となる素養 

 
図 6.1-(2) 国際実践教育演習(左)と国内実践教育演習(右) 
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図 6.1-(3) ファシリテーション能力開発演習 I・II 
 

表 6.1-(2) 大学院サステイナビリティ学教育プログラム(GPSS)の履修者数と修了者数 
 2009 2010 2011 2012 2013 
サステイナビリティ学コース 4(4) 5(4) 6(6) 6 3 
サステイナビリティ学プログラム 45(26) 49(36) 20(15 

) 
31 30 

（人文系） 3(0) 8(5) 0(1) 2  2 
（教育系） 15(11) 12(8) 4(4) 9 12 
（理学系） 11(8) 8(7) 8(5) 13 12 
（農学系） 16(7) 21(16) 8(5) 7 4 

注) (カッコ)は修了者数を示している。 

 

表 6.1-(3) SSC 共同教育プログラムの履修者数と修了者数 
 2009 2010 2011 2012 2013 
サステイナビリティ学コース 4(4) 5(4) 6(6) 6 3 
サステイナビリティ学プログラム 45(26) 49(31) 20(15) 31 30 

（人文系） 3(0) 8(0) 0(1) 2 2 
（教育系） 15(11) 12(8) 4(4) 9 12 
（理学系） 11(8) 8(7) 8(5) 13 12 
（農学系） 16(7) 21(16) 8(5) 7 4 

注) (カッコ)は修了者数を示している。 

 
 

6.2. その他の教育活動の広がり 
（１）学士課程教養教育では 2006 年度より「サステイナビリティ学入門」を継続し、毎年 100

名前後の学生が受講している。12 名の講師とパネルディスカッションで構成され、サステ

イナビリティ学を学部生に理解してもらうのに役立っている。さらに本講義は茨城高専、

福島高専などの単位互換、一般の公開講座としても活用されている。 
（２）環境人材育成コンソーシアム(EcoLeaD, 環境省環境人材育成事業後継の人材育成ネット

ワーク)、SSC、UN-CECAR など国内外の環境、サステイナビリティ学に関するネットワー

クに参加している。2013 年度より農学系研究科では信州大学、横浜国立大学、広島大学と

環境人材育成のためのグリーンマネジメントプログラム(GMP)に参加することになったが、

本サステイナビリティ学教育プログラムの実績によるところが大きい。 
（３）サステイナビリティ学教育を通じて茨城大学における教育の国際化に貢献している。特
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に、2012 年 11 月(茨城大学)と 2013 年 3 月(バリおよびハノイ)の国際教育ワークショップ

等を通じてインドネシア、ベトナム、タイ等との連携が進展した。ベトナム・ハノイ科学

大学とは 2013 年 9 月に同大学の学部生 5 名に対して一週間のショートコースを企画、運営

した。プーケット・ラチャパット大学とは 2013 年 10 月に従来の学部間学術交流協定から

大学間の学術交流協定への格上げを行った。また、国連大学が中心になっている

UN-CECAR(気候・生態系変動適応プログラム)の教育プログラムに協力している。 
（４）毎年、3 キャンパス 5 学部 4 研究科の学生の研究交流を目的に「学生サステナ・フォー

ラム」を開催してきた。2013 年 3 月に日立キャンパスで開催されたフォーラムには 3 キャ

ンパスから 39 名の学生が参加した。本学では学部、研究科を超えた学生の研究交流が従来

少なく、本フォーラムによって学生同士が大きな刺激を受けている。 
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7. 国際連携 
7.1. 海外招聘による講義、シンポジウム、セミナー等の開催 

2010 年-13 年度までに 14 人の外国人を招聘し、9 回の WS・講義等を開催した。 
 
7.2. 大学連携 

2011 年度より茨城大学重点国際交流事業に認定されたハノイ科学大学・ベトナム国家大学、タ

イ・プーケット・ラチャパット大学と研究、教育交流を行った。インドネシアのボゴール農科大

学、ガジャ・マダ大学、ウダヤナ大学とは農学部を中心にダブルディグリープログラムを推進し

ている。 
インドネシア 3 大学、ベトナム 1 大学、タイ 1 大学、国内 4 大学 1 研究機関との国際教育ワー

クショップを 2012 年 11 月 22 日に開催し、複数大学が参加する共同授業、単位互換、発展型とし

てのダブルディグリー・ジョイントディグリープログラムなど今後の教育交流について議論した。

さらに、2013 年 3 月にはインドネシアとベトナムの WS に教職員を派遣し、具体的な連携方法に

ついて討議した。 
（１）ベトナム国家大学、ハノイ科学大学：科研費基盤 A「気候変動に起因するベトナム沿岸

災害適応策のための統合型モニタリングシステム」(2011-13 年度）でハイハウ海岸での浸

食モニタリングとその対策を検討した。教育交流として、2013 年 9 月にベトナム・ハノイ

科学大学の学生 5 名に対して一週間のショートコースを企画、運営した。 
（２）水資源大学：環境省 S-8-3(2010-14 年度)や科研基盤 A(2011-13 年度)の一環で毎年の現地

調査を実施している。2012 年 11 月にはメコンデルタでの気候変動に関する認知アンケー

ト調査を共同実施し、現地住民 1350 名から災害意識や適応策の実態把握を行った。2013
年 8 月にはホーチミンでメコンデルタの気候変動と適応策に関する WS を開催した。 

（３）ボゴール農科大学、ガジャ・マダ大学、ウダヤナ大学：農学部を中心にダブルディグリ

ープログラムを推進。各大学とは 2009-10 年にかけて大学間協定を締結し、年 2 回のショ

ートコース(派遣および受入、毎回 20 名規模)、ダブルディグリー制度を実施している。 
（４）プーケット・ラチャパット大学 
①2009 年度より大学院サステイナビリティ学教育プログラムの国際実践教育演習(9 月)を継

続している。併せて、気候変動に関する現地調査も継続している。 
②2009 年 2 月に ICAS とラチャパット大理工学部と学部間交流協定を締結したが、これまで

の実績が認められ 2013 年 10 月に大学間交流協定の締結へと格上げされた。 
（５）ツバル：JST-JICA プロジェクト「海面上昇に対するツバル国の生態工学的維持」(2009-13

年度)に参加している。東大、JICA などと共同でサンゴと有孔虫が作る砂の生産、運搬、

堆積過程を分析し、海面上昇に対する対策のあり方について研究した。 
（６）国連大学：2011 年 11 月に教育に関する国際 WS を開催し、UN-CECAR との共同教育に

ついて議論した。 
（７）Adaptation Futures：国際的な適応研究ネットワークである Adaptation Futures2012(2012 年

5 月、アメリカ・アリゾナ)で企画セッション等を開催した。 
（８）APN：APN/ICAS アジア・太平洋適応支援 WS（2012 年 8 月 20-22 日、神戸）を開催して、

国際的適応研究指針作成とネットワーク化に向けて国際機関(ADB、UN-CECAR 等)との連

携を進めた。 
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（９）ISCIU(International Student Conference at Ibaraki University)：茨城大学学生国際会議を、大

学院生のための教育と研究促進の一環として 2005 年度より開催している。学生にとっては、

学生主催の国際会議として研究と運営の両方での教育機会となっている。 
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8. 地域連携、産学官連携、アウトリーチ 
8.1. 地域サステイナビリティ 
地域レベルのサステイナビリティを検討していくにあたって、茨城県における住民、企

業、行政などの各主体がどのような取り組みを行っており、どのような課題を抱えている

のか現状を把握する必要がある。同時に地元地域内の各主体の活動内容に関する情報をお

互いが共有できるプラットフォームを構築することが重要である。このような認識の下、

ICAS では「いばらき地域サステナワークショップ」を開催してきた。これは、企業、行

政、市民団体など茨城県内のさまざまな主体が参加する地域密着ワークショップであり、

環境問題を基軸にして地域のサステイナビリティを検討してきた。 
（１）震災調査、復興支援会議に ICAS メンバーが積極的に参加し、防災から放射能汚

染対策まで多岐にわたる分野で ICAS メンバーが調査や地域支援を行った。 
（２）早稲田大学・ブリジストン W-BRIDGE 助成事業に 2009-12 年度まで採択されてき

た。2009-11 年度までは「地域連携で生み出すいばらきエコ・ネットワークによる

まちづくり」として筑西市商工会、城里町商工会との連携で自然エネルギー体験教

室や地域での地産地消活動の普及啓発、2012 年度は「いばらき自然エネルギーネッ

トワーク」を活用した地域人材育成」としていばらき自然エネルギーネットワーク

と連携して茨城県内の再生可能エネルギーの推進と地域人材育成を図った。 
（３）2012 年 3 月に発足した「いばらき自然エネルギーネットワーク」の事務局として、

県内の自然エネルギーに関心を持つ自治体、企業との連携を図った。「いばらき自然

エネルギーネットワーク」には、水戸市、日立市、土浦市など自治体、茨城県工業

技術センター、一般社団法人茨城県環境管理協会、地球温暖化防止活動推進センタ

ーなどの各種団体、関彰商事、前川製作所などの企業を含む正会員 130 名、個人会

員 75 名 (2013 年 7 月 22 日現在)が参加し、セミナー・現地訪問を通じて活発に情報

交換している。2012 年 3 月 16 日には設立記念シンポジウム、セミナー2 回、2013
年3月23日には東海村と共催でシンポジウム「地域から考えるエネルギーの未来」、

5 月 30 日に講演会、6 月 25 日、11 月 25 日、3 月 17 日に見学会およびセミナーを開

催した。 
（４）茨城大学・茨城県・茨城産業会議 3 者連携講演会の企画運営に協力し、気候変動

防災、自然エネルギーなどをテーマに毎年 100 名以上の参加者を得ている。 
（５）研究者のみならず一般市民も発表者となる ICAS 第 4 部門企画「あつまる・つな

がる・まじわる」WS を 2012 年度から年 2 回のペースで開催してきた。 
（６）2013 年度茨城県民大学講座「対話としてのサステイナビリティ学」(全 10 回)にて、

サステイナビリティに関する市民との対話型講座を開講した。 
 
8.2. 震災調査・復興支援 
（１）茨城大学東日本大震災調査団：2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に関し

て、茨城大学は東日本大震災調査団を結成し、茨城県への被害と影響に焦点を当て

た研究調査を行った。本調査団には ICAS が事務局を務め、茨城大学の全学部等、

学生、さらに学外の他団体と協力して 120 名以上の有志が参加した。本調査の特徴
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と目的は、次の 3 点に集約される。 
 ①大震災・津波被害の実態把握と記録 
②地域の復興と県民生活の安全確保、災害に強いまちづくりに向けた提言 
③県内の自治体、住民、大学・研究機関、民間団体との連携 

こうした問題意識のもとに、2011 年 3 月下旬から本格的に調査を開始し、4 月 19
日に中間報告会を開催し、当初の予想を超える 200 名を超える参加者があり、マス

コミにも取り挙げられるなど、大きな反響を得た。「東日本大震災調査報告書」(初
版 2011/5/31、改訂版 8/31) の発行やポスター等を作成し、成果の発信を行った。 

2011 年 5 月 31 日に報告書の速報版(図 8.2-(1)左)を 2000 部発行し、それに基づい

てより大規模な報告会(6/1)の開催を行った。さらに 8 月 31 日には改訂版を 500 部発

行したが、好評につき 11 月末に 200 部増刷するに至った。震災調査報告書は増版を

重ねて合計 2700 部を発行し、シンポジウム等各種イベント 775 部、県内全 44 市町

村 407 部、学外研究機関 407 部、茨城大学内 646 部、民間 315 部、個人その他 357
部へ配布した。この他、専用 WEB サイト(http://www.icas.ibaraki.ac.jp/shinsai2011)を
開設し、情報収集や成果の発信に努めた。 

 

   
図 8.2-(1) 東日本大震災調査報告書(左)、復興支援プロジェクト調査研究報告書(右) 

 
本調査団の成果は、日本地質学会第 118 年学術大会・日本鉱物科学会 2011 年年会

合同学術大会(2011 年 9 月水戸)、茨城大学と茨城新聞社との共同企画「東日本大震

災における茨城県内の被災写真パネル展」(2011 年 10 月茨城大学図書館)、茨城大学・

茨城県・茨城産業会議三者連携講演会(2011 年 12 月水戸)などにおいて、パネル展示

でも活用された。 
（２）茨城大学東日本大震災調査団以降の復興支援：茨城大学も被災にもかかわらず、

茨城大学東日本震災調査団が機動的に活動できた背景には、ICAS が学部を越えた

連携とネットワークの実績を積んできたことが結実したと言える。この東日本大震
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災調査団は 2011 年 8 月の調査報告書改訂版の発行でその役割を終え、「茨城大学復

興支援プロジェクト」として大学全体の事業や個人研究へ継承することになった。

その後の活動の広がりは次の通りである。 
 ①茨城大学復興支援プロジェクトを推進した。震災調査団の活動は、茨城大学復興支

援会議へ継承された。ICAS では引き続き「平成 23 年度茨城大学復興支援プロジェ

クト調査研究報告書」(図 8.2.-(1)右)の執筆など、震災復興支援プロジェクトや調査

研究に協力した。 
 ②Mitigation and Adaptation Strategies for Global Change へ震災被害の速報を公表した

(Mimura et al., 2011)。2011 年 5 月に公開された本稿は当時、英語で包括的に読める

震災被害報告が少なかったこともあり、同ジャーナルの最多ダウンロード論文にな

るなど、大きな反響を得た。 
 ③茨城県及び市町村へ支援した。茨城県、筑波大学、常盤大学などと連携し、津波避

難調査を実施した(田村他, 2013)。平成 23 年度茨城県地域防災計画改定委員会地震・

津波対策検討部会委員、平成 24 年度茨城県教育庁防災教室指導者教習会講師などを

務め、茨城県の地域防災計画の改定や防災に貢献した。 
 ④土壌汚染・作物への移行に関する調査を行った。セシウム(Cs)土壌汚染について検

討し、Cs は大部分が土壌の地表部分 0-5cm に分布し、茨城県等では比較的低いこと

が確認された。それに基づき、汚染状況に応じた農地利用技術の確立、とりわけ除

染技術よりもむしろ栽培等を工夫することにより作物の可食部に Cs が移行しない

技術の開発を行っている。 
 ⑤被災者支援活動を行った。「原発事故子ども・被災者支援法」セミナー(2012 年 10

月 28 日)などを通じた福島県や茨城県での避難者支援や「ICAS 第 4 部門ポスター発

表ワークショップ」(第 1 回 2012 年 11 月 17 日、第 2 回 2013 年 3 月 10 日)を通じて

地域住民相互の情報交流、ネットワーク作りを支援した。 
 ⑥ICAS は、2012 年 3 月に設立した「いばらき自然エネルギーネットワーク」の事務

局として、県内の自然エネルギーに関心を持つ自治体、企業との連携を図った。 
 ⑦石巻地盤沈下対策支援調査研究。NPO 法人 GIS 総合研究所いばらき(GRI)と連携し

て、2012 年 5 月に宮城県石巻市での現調査を実施した。成果の一部は、「東日本大

震災に関する東北支部学術合同調査研究委員会報告書」第 3 部門(地盤工学会・地す

べり学会関係)の「3.8 地盤沈降と浸水問題」(印刷中)としてまとめられている。 
 ⑧2011 年 5 月に北海道大学で開催された SSC 研究集会、10 月のサステナ・ウィーク

で茨城県の被害概要を報告した。さらに、2012 年 5 月に大阪大学で開催された SSC
研究集会『震災復興への取り組みと持続可能社会実現へ向けたイノベーション』に

参加し、震災の現状や復興への人材育成に関する報告を行った。 
 
8.3. アウトリーチ 

ICAS では、地球変動適応科学およびサステイナビリティ学の研究成果を他の研究機関

や地域社会に広く情報発信することで積極的なアウトリーチに努めている。 
（１）ICAS メンバーが執筆参加したサステイナビリティ学シリーズ和文・英文各 5 巻
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が、2011 年から 2012 年にかけて東京大学出版会（和文）と国連大学出版（英文）

から出版された(図 8.3-(1))。 
 

   
図 8.3-(1) 「サステイナビリティ学」(左：東京大学出版会、右：国連大学出版) 

 
（２）ICAS が中心となって 2007 年 6 月から 2009 年 8 月までの合計 103 回にわたって

連載してきた茨城新聞コラムを再編集し、2010 年に「茨城大学発：持続可能な世界

へ」(茨城新聞社)が出版された(図 8.3-(2))。 
（３）2013 年度には「ポスト震災社会のサステイナビリティ学(仮)」を出版する予定で

ある。これは 2008 年に出版した「サステイナビリティ学をつくる」(新曜社)の続編

として活用が期待される。 
（４）地球環境シンポジウム(2012 年 9 月)、UN-CECAR 国際教育シンポジウム(2011 年

11 月)、ベトナム･デルタワークショップ(2012 年 12 月)、サステナ・フォーラム 2
回、学生サステナ・フォーラム(毎年 3 月)などのシンポジウムやフォーラムを数多

く開催した。イベントの詳細な開催記録は、参考資料(1.2 イベント等活動記録)を参

照のこと。 
（５）2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に関して、ICAS が茨城大学東

日本大震災調査団の事務局となった。そして「東日本大震災調査報告書」(5 月)、「東

日本大震災調査報告書改訂版」(8 月)を発行し、調査報告会を 4 月、6 月の 2 回にわ

たって開催した。報告書は 2700 部全て配布され、また両報告会にも約 200 名の参加

者があり大きな反響を得た。その後も復興支援プロジェクト等に継続参加している。 
（６）茨城大学、茨城県、茨城産業会議の 3 者連携事業の一環として、地球環境保全と

地域社会のあり方を市民と議論する講演会を 2008 年度以降毎年開催している。これ

までに、2008「地球温暖化に関する国際的な動向と経済活動の将来」、2009「温暖化

とエネルギー問題の解決の可能性―持続可能な社会の構築に向けて―」、2010「茨城

における温暖化対策の見通し―猛暑の夏を経験して―」、2011「茨城における地震と
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復興をかたる」、2012「震災後の活力ある地域

社会をつくる－防災と気候変動適応を問い直

す－」、2013「茨城の地域資源とサステイナビ

リティ」をそれぞれ開催し、例年 100 名以上

の参加者を得ている。 
（７）各年度の主要な活動成果をまとめた「ICAS

年報 2010」、「ICAS 年報 2011」、「ICAS 年報

2012」を発行した(図 8.3-(3))。2013 年度は

「2010～2013 年度 ICAS 活動報告とその成果

(本書)」として外部評価を含めた報告書を作

成した。 
（８）IR3S/SSC 広報誌「サステナ」に随時寄稿し

ている。特に、2012 年の 25 号は茨城大学責

任編集「震災と気候変動適応を問い直す」と

して公開した(図 8.3-(4))。 
（９）定期的な広報活動として、ICAS 設立当初

から ICAS News を定期刊行している。 
（１０）この他、WEB サイトの更新、ICAS パン

フレットの日本語版および英語版の発行、大

学院サステイナビリティ学教育プログラムの

パンフレットの日本語版および英語版の発行、

TV･新聞等のマスメディアへの掲載や複数の

媒体を通じて広報活動を行っている。 
 

 
図 8.3-(2) 茨城大学発「持続可能

な世界へ」 
 

 
図 8.3-(3) ICAS 年報 

 

 
図 8.3-(4) サステナ 
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9. ICASの目的・方針と年度活動報告、実績報告と自己評価の結果報告 
9.1 ICAS全体 
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9.2 第1部門 
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9.3 第2部門 
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9.4 第3部門 
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9.5 第4部門 
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9.6 教育部門 
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1. 評価の目的と評価基準 
1.1. 評価の目的 

これまでICASでは平成19年度と平成21年度に外部評価を実施し、学内外から貴重なご意見を

いただいて運営してきた。ICASは平成21年度までの科学技術振興調整費の支援期間(第1期)が終

了し、平成25年度は特別経費(環境イノベーション研究)が最終年度を迎え、その他実施中の多く

の大型プロジェクトの最終年度にあるいは最終1年前の年度でもある。 
したがって、自己評価および外部評価では、平成22～25年度までの第2期ICASの成果と課題を

総括し、今後の目標と学内外の教育研究組織都の連携強化に関する長期的戦略の検討に対して、

有効な意見をいただくことを目的とした。 
 
（１）自己評価 
外部評価の実施に先立ち、運営委員・ICAS 本部メンバーによる自己点検評価を実施した。 
１）評価委員 
２）日時：平成２５年１１月１１日（月） 午後 3 時～午後 5 時 
３）場所：茨城大学水戸キャンパス 環境リサーチラボラトリー 

（２）外部評価 
 自己点検評価をもとに、外部評価を実施した。 
１）外部評価委員 
京都大学防災研究所 気象・水象災害研究分野 中北英一 教授 (水文気象工学) 
東京農工大学大学院 生物生産科学部門 荻原勲 教授 (園芸学) 
茨城新聞社 地域連携室 菊池克幸 室長 

２）日時：平成２５年１２月５日（木） 午後 1 時～午後 5 時 
３）場所：茨城大学本部第３会議室 
 

1.2. 評価の対象と観点 
１）評価対象：第 2 期 ICAS の目標・計画（平成 22 年～25 年度）と特別経費の研究成果を中

心に、ICAS の活動全般を対象とした。 
２）評価項目（観点） 

観点Ⅰ 中期目標・計画と年度別計画 
1.1 ICAS の将来像実現に向けて、中期目標・計画および年度別計画は適切に設定さ

れたか？ 
1.2 東日本大震災を受け、中期目標・計画および年度別計画は適切に設定されたか？ 

 
観点Ⅱ 組織体制、運営 
2.1 ICAS の組織体制および運営は、茨城大学の重点分野を担うのにふさわしい組織

に成長できたか？ 

第二部 ICAS評価 
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2.2 大学からの予算措置と外部資金を組み合わせた安定的な財務体制が確立できた

か？ 
 
観点Ⅲ 研究活動 
3.1 温暖化、気候変動問題をコアテーマとしつつ、研究テーマを拡大できたか？ 
3.2 各部門の研究計画は、当初の計画と比べ、どの程度達成できたか？ 
3.3 各部門の優れた研究成果、特色のある取り組みは十分であったか？ 
3.4 サステイナビリティ学の内容を明確化し、国内外に成果を発信できたか？ 
3.5 研究成果は、科学的・社会的にどの程度の効果や影響を与えたか？ 
3.6 東日本大震災を受けて、変更された研究計画は、研究成果にどの程度反映され

たか？ 
 
観点Ⅳ 教育プログラムの推進 
4.1 サステイナビリティ教育に関する理念を体系化、実践し、大学・大学院教育の

改革に貢献できたか？(文理融合、心技知教育、就職先の開拓など) 
4.2 教育プログラムに参加した学生の意識、態度に変化はあったと言えるか？また、

それらは、参加前後で向上したと言えるか？ 
4.3 東日本大震災を受け、変更された教育は、サステイナビリティ教育に関する理

念、実践、プログラムにどのように反映されたか？ 
 
観点Ⅴ 国際連携 
5.1 研究交流と国際連携教育や留学生の受け入れなどを融合的に取り組むことがで

きたか？ 
5.2 国際シンポジウム、テーマ別ワークショップを継続的に開催し、科学的・社会

的にどの程度の効果を影響があったか？ 
5.3 茨城大学の国際学術ネットワークを形成するため、国際連携教育や留学生の受

け入れに積極的に取り組んだか？ 
 
観点Ⅵ 地域連携、産学官連携、アウトリーチ 
6.1 研究成果が企業や地域団体との連携を強化させ、新たな活動へと展開できた

か？ 
6.2 企業や地域団体との連携は、科学的・社会的にどの程度の効果と影響を与えた

か？ 
6.3 震災に対する調査、復興支援は十分に実施されたか？ 
6.4 社会的認知を高めるために、目に見える効果の発信はできたか？ 
6.5 アウトリーチ活動葉順調に行われたか？ 

 
観点Ⅶ 総合評価 
(上記を総合して、茨城大学の改革に貢献する組織に成長できたか？) 
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1.3. 評価の基準と評価方法 
定量評価と定性評価を併用し、以下に示すような基準を設定した。 
１）定量評価の基準 
評点 定性的項目 量的項目 
５ 非常に優れている 十分な量がある 
４ 比較的よい ある程度評価できる量がある 
３ 普通 どちらともいえない 
２ やや問題がある 

少しの改善を要する 
やや少ない 

１ 非常に問題がある 
抜本的な改善が必要である 

非常に少ない 

 
２）定性評価およびコメント 

項目（観点）毎にコメントを頂いた。 
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2. 自己点検評価結果 
 

2.1. 基本的考え方 
第 2 期 ICAS の中期目標・計画に基づいて評価した。 
 

2.2. 評価項目（観点）毎の自己評価 
以下で、先頭に●印がついているのは自己評価、✓がついているのは今後の課題である。 

 
１．（観点１）中期目標と年度別計画 
 1.1 ICAS の将来像実現に向けて、中期目標・計画および年度別計画は適切に設定され

たか？ 
 1.2 東日本大震災を受け、中期目標・計画および年度別計画は適切に設定されたか？ 

 
1.1 ICAS の将来像実現に向けて、中期目標・計画および年度別計画は適切に設定されたか？ 
 気候変動適応を中核として、適応研究を拡大・発展していく方向の計画がほぼ適切に策定さ

れており、拡大とバランスを毎年調整してきたことが評価できる。 
 年度別計画は、機関全体における当該年度の位置づけを表現していることから、方向性も明

確であり、適切な計画であった。 
 
1.2 東日本大震災を受け、中期目標および年度別計画は適切に設定されたか？ 
 震災という突発的事象に対して、大学・研究者として社会に求められている研究目標、計画

が設定できている。 
 予期せぬ大震災に対して、ICAS の取り組みは柔軟かつ早く、横のつながりを活かしたプロ

ジェクトを立ち上げて対応するなど、修正して策画できている。 
 気候変動をベースに、復興支援、自然エネルギーなど社会的に必要性の高い分野に対応し、

メリハリのある年度別計画が策画できた。 
 

２．（観点２）組織体制、運営 
2.1 ICAS の組織体制および運営は、茨城大学の重点分野を担うのにふさわしい組織に

成長できたか？ 
 2.1 大学からの予算措置と外部資金を組み合わせた安定的な財務体制が確立できたか？ 

 
2.1 ICAS の組織体制および運営は、茨城大学の重点分野を担うのにふさわしい組織に成長でき

たか？ 
 研究・教育とも茨城大学の重点化の一つのモデルとなるように成長できた。 
 教員数的には拡大が確認できた。 
 今後の課題として、若手教員・新任教員の参加による組織体制の拡大とメンバーの固定化を

回避する制度・取り組みが重要である。 
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2.2 大学からの予算措置と学部資金を組み合わせた安定的な財務体制が確立できたか？ 
 平成 25 年度までは十分な外部資金が獲得でき、良好であった。 
 今後の課題として、財務体制に関する本部の組織づくりを行い、来年度以降の安定的な財政

体制を保証する具体的な計画が重要である。 
 

３．（観点３）研究活動 
 3.1 温暖化、気候変動問題をコアテーマとしつつ、研究テーマを拡大できたか？ 
 3.2 各部門の研究計画は、当初の計画と比べ、どの程度達成できたか？ 
 3.3 各部門の優れた取り組み、特色ある取り組みは評価できるか？ 
 3.4 サステイナビリティ学の内容を明確にし、国内外に成果を発信できたか？ 
 3.5 研究成果は、科学的・社会的にどの程度の効果や影響を与えたか？ 
 3.6 東日本大震災を受けて、変更された研究計画は、研究成果にどの程度反映されたか？ 

 
3.1 温暖化、気候変動問題をコアテーマとしつつ、研究テーマを拡大できたか？ 
 第 4 部門ができ、観光研究や交通研究等の新たな視点か加わり、研究テーマの広がりは評価

できる。これは、独自研究制度を活用した成果とも言える。 
 東日本大震災を受け、拡大から「震災復興」「自然エネルギー」等に集中する計画に変更され

たが、結果的には当初のコンセプトを含み、適切に設定できた。 
 
3.2 各部門の研究計画は、当初の計画と比べ、どの程度達成できたか？ 
 当初の計画を順調にほぼ達成できた。 
 今後の課題として、査読付き論文や IF の高い論文への積極的な投稿、部門内のテーマ間の

連携、メンバーの固定化を回避する制度・取り組みが重要である。 
 
3.3 各部門の優れた取り組み、特色ある取り組みは評価できるか？ 
 気候変動問題に対応した取り組みとして、「総合影響評価」「適応策策定における IT 支援」「ツ

バルの海岸保全・水質改善」があり、評価できる。 
 震災対応の研究(津波堆積物による環境改善方法、霞ヶ浦流域生態系における放射能物質の環

境影響評価と対策技術開発、バイオ燃料プロジェクト等)は各教員の実践活動も含め、積極的

に実施されており、評価できる。 
 
3.4 サステイナビリティ学の内容を明確にし、国内外に成果を発信できたか？ 
 研究成果に集められた論文集は十分な量があるだけではなく、書籍の出版計画(「ポスト震災

社会へ」)なども評価できる。 
 震災をきっかけに、低炭素社会、循環型社会、自然共生社会及び安全安心社会の俯瞰的視座

による統合という社会像と社会との共進化や対話の構造の有効性が再認識され、現実的に活

用されたことからも評価できる。 
 
3.5 研究成果は、科学的・社会的にどの程度の効果や影響を与えたか？ 
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 自然エネルギーの利用拡大、防災政策・防災教育、農業政策・生産などの面で社会に直接的

に貢献し、影響を与えることができた。 
 IPCC 報告書、震災調査、いばらき自然ネットワークなどは、市民や地域社会と連携した取

り組みであり、評価できる。 
 
3.6 東日本大震災を受け、変更された研究計画は、研究成果にどの程度反映されたか？ 
 温暖化対策からはじまった“適応”をキーワードとして、震災対策に反映できたのは評価で

きる。 
 サステイナビリティ学は東日本大震災を受けて、その研究の有効性が認識され、今後はそれ

らが蓄積し、研究成果として大きく反映されてくることが期待できる。 
 

４．（観点４）教育プログラムの推進 
4.1 サステイナビリティ教育に関する理念を体系化、実践し、大学・大学院教育の改革

に貢献できたか？（文理融合、心技知教育、就職先の開拓など） 
4.2 教育プログラムに参加した学生の意識、態度に変化はあったか？また、それらは参

加前後で向上したと言えるか？ 
 4.3 東日本大震災を受け、変更された教育は、サステイナビリティ教育に関する理念、

実践、プログラムにどのように反映されたか？ 
 
4.1 サステイナビリティ教育に関する理念を体系化、実践し、大学・大学院教育の改革に貢献で

きたか？（文理融合、心技知教育、就職先の開拓など） 
 全体的には着実に成果を挙げ、全学共通科目化(6 科目)、SSC 修了認定も含め、多くの修了

者を輩出できた。 
 特に、大学院教育では、国内・国際演習、プログラム教育を通して、素晴らしい成果を挙げ

ている。 
 今後の課題として、海外からの留学生を巻き込んだ演習、プログラムが重要である。 
 
4.2 教育プログラムに参加した学生の意識、態度に変化はあったか？また、それらは参加前後で

向上したと言えるか？ 
 国内、国際演習は効果的であり、演習参加学生の変化が著しかった。 
 国内演習では、身近な環境から多様な課題を発見し、探求心への刺激となったことが評価で

きる。 
 今後の課題として、学部・キャンパスでの教育プログラムの PR を積極的に行い、参加学生

を広く募集する取り組みが重要である。 
 
4.3 東日本大震災を受け、変更された教育は、サステイナビリティ教育に関する理念、実践、プ

ログラムにどのように反映されたか？ 
 震災により受講生の減少があったものの、震災に直面したことにより、学生の問題意識が先

鋭化された。 
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 国内演習に震災・防災の観点を盛り込むだけではなく、サステナを受講した学生がボランテ

ィアなどほかの活動に参加するなどして、間接的に影響を受けたと言える。 
 今後の課題として、教育としての進度、完成度に差があり、それらを埋めるようなプログラ

ム、計画が重要である。 
 

５．（観点５）国際連携 
5.1 研究交流、国際連携教育や留学生の受け入れなどを融合的に取り組むことができた

か？ 
5.2 国際シンポジウム、テーマ別ワークショップを継続的に開催し、科学的・社会的に

どの程度の効果と影響があったか？ 
 5.3 茨城大学の国際学術ネットワークを形成するため、国際連携教育や留学生の受け入

れに積極的に取り組んだか？ 
 
5.1 研究交流、国際連携教育や留学生の受け入れなどを融合的に取り組むことができたか？ 
 ベトナム、インドネシア、タイなど ASEAN 諸国の大学、研究機関と学部横断的に取り組む

ことができた。 
 ICAS での研究・教育活動から発展して、コンソーシアムや各種協定に至ったケースが多く、

先導的な役割を担い、評価できる。 
 今後の課題として、以前個別対応となっていることも多く、確立した組織対応が重要である。 
 
5.2 国際シンポジウム、テーマ別ワークショップを継続的に開催し、科学的・社会的にどの程度

の効果と影響があったか？ 
 科研費基盤 A など、研究プロジェクトに合流して、シンポジウムを開催できた。 
 外国人研究員や元研究員等を招聘し、持続的な研究交流を推進している。 
 今後の課題として、参加者数を拡大するための広報に積極的に取り組むことが重要である。 
 
5.3 茨城大学の国際学術ネットワークを形成するため、国際連携教育や留学生の受け入れに積極

的に取り組んだか？ 
 ICAS は学内でのネットワーク、体制づくりに貢献し、茨城大学の国際学術ネットワーク形

成の主要なチャンネルになったと評価できる。 
 国際実践演習を軸に、連携教育を進め、コンソーシアムやダブルディグリープログラムへと

発展できたことは評価できる。 
 

６．（観点６）地域連携、産学官連携、アウトリーチ 
 6.1 研究成果が企業や地域団体との連携を強化させ、新たな活動へと展開できたか？ 
 6.2 企業や地域団体との連携は、科学的・社会的にどの程度の効果と影響を与えたか？ 
 6.3 震災に対する調査、復興支援は十分に実施されたか？ 
 6.4 社会的認知を高めるため、目に見える成果の発信はできたか？ 

6.5 アウトリーチ活動は順調に行われたか？ 
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6.1 研究成果が企業や地域団体との連携を強化させ、新たな活動へと展開できたか？ 
 REN-i、被災者ネットワーク、自然エネルギーネットワークなどは、素晴らしい成果と評価

できる。 
 U-DOM、日立パワーソリューションなど地域企業との連携を取り入れ、研究が深化できた。 
 地域サステナワークショップからは、W-BRIDGE プロジェクトが誕生した。 
 さまざまな研究成果を活用し、震災後、いばらき自然エネルギーネットワークを発足できた

ことは評価できる。 
 
6.2 企業や地域団体との連携は、科学的・社会的にどの程度の効果や影響を与えたか？ 
 温暖化、気候変動対策に関する情報は広く深く地域社会に浸透させることができ、それらの

具体的な対策としての再生可能エネルギーの導入など、地域や国内を先導し、持続的な影響

を与えることができた。 
 企業との連携について、個別の教員対応になっている場合が多く、全体的な課題である。 
 
6.3 震災に対する評価、復興支援は十分に実施されたか？ 
 震災発生後、速やかに体制を整え、震災調査団を組織し、報告書の作成にこぎつけることが

できたのは評価できる。 
 ICAS で構築した人的なネットワークとして ICAS の組織体制が有効に機能したと言える。 
 大学としての取り組みの先導的な役割を果たしており、復興支援は現在も継続中である。 
 
6.4 社会的認知を高めるため、目に見える成果の発信はできたか？ 
 学術誌以外のマスコミ報道への登場が多く、社会的な発信ができた。 
 さまざまな成果がどの程度社会に浸透したか不明であること、地道な活動が多いこと、活動

量が非常に大きなボリュームであることから、十分に成果を発信できておらず、これらは今

後の課題である。 
 
6.5 アウトリーチ活動は順調に行われたか？ 
 外部組織との連携、ポスターワークショップの実施、書籍の発刊など、成果の発信は行われ

ている。 
 学外の活動(アウトリーチ活動)を重視するばかり、学内の活動(インリーチ活動)が疎かになっ

たため、学内の正のスパイラルに影響を与えることができたかどうか不明であり、これは今

後の課題である。 
 

７．（観点７）総合評価 
 上記、観点１～７を総括して、茨城大学の改革に貢献する組織に成長できたか？ 

 
 現代社会で求められている課題に対して、国際的にも地域的に研究・教育分けずに取り組ん

できた姿勢は茨城大学を先導しており、評価できる。 
 研究と教育を融合させ、かつ学部間の垣根を無くした横のつながりを持った組織として、

ICAS は重要な組織に成長しており、評価できる。 
 ICAS の運営は、研究・教育・国際連携・アウトリーチが有機的に連関しており、その相乗
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効果は評価に値する。 
 それらの取り組みによって、ICAS の活動の全体像が、学内で再評価・議論され、今後の役

割が論じられていくことで組織としての ICAS の機能が学内に定着されていくことが今後の

課題である。 
 今後は、特に国際連携を重視した組織に発展することが重要である。
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3. 外部評価結果 
 以下では、外部評価（定量評価）とコメント（定性評価））の結果を示す。 

 
3.1. 定量評価 

観 点 
評 価 委 員 

平均 A B C 
Ⅰ 中期目標・計画と年度別計画 

1.1 ICAS の将来像実現に向けて、中期目標・計画および年度

別計画は適切に設定されたか？ 5 5 5 5.0 

 1.2 東日本大震災を受け、中期目標・計画および年度別計画

は適切に設定されたか？ 5 5 5 5.0 

Ⅱ 組織体制、運営 
 2.1 ICAS の組織体制および運営は、茨城大学の重点分野を担

うのにふさわしい組織に成長できたか？ 5 5 5 5.0 

 2.2 大学からの予算措置と外部資金を組み合わせた安定的な

財務体制が確立できたか？ 4 3 5 4.0 

Ⅲ 研究活動 
 3.1 温暖化、気候変動問題をコアテーマとしつつ、研究テー

マを拡大できたか？ 5 5 5 5.0 

 3.2 各部門の研究計画は、当初の計画と比べ、どの程度達成

できたか？ 5 4 5 4.7 

 3.3 各部門の優れた研究成果、特色のある取り組みは十分で

あったか？ 5 5 5 5.0 

 3.4 サステイナビリティ学の内容を明確化し、国内外に成果

を発信できたか？ 5 4 4 4.3 

 3.5 研究成果は、科学的・社会的にどの程度の効果や影響を

与えたか？ 5 4 4 4.3 

 3.6 東日本大震災を受け、変更された研究計画は、研究成果

にどの程度反映されたか？ 5 4 4 4.3 

Ⅳ 教育プログラムの推進 
 4.1 サステイナビリティ教育に関する理念を体系化、実践し、

大学・大学院教育の改革に貢献できたか？（文理融合、心技知

教育、就職先の開拓など） 
5 5 5 5.0 

 4.2 教育プログラムに参加した学生の意識、態度に変化はあ

ったか？また、それらは、参加前後で向上したと言えるか？ 3 5 5 4.3 

 4.3 東日本大震災を受け、変更された教育は、サステイナビ

リティ教育に対する理念、実線、プログラムにどのように反映

されたか？ 
5 3 4 4.0 

Ⅴ 国際連携 
 5.1 研究交流と国際連携教育、留学生の受け入れなどに対し、

融合的に取り組むことができたか？ 5 4 4 4.3 

 5.2 国際シンポジウム、テーマ別ワークショップを継続的に

開催し、科学的・社会的にどの程度の効果や影響があったか？ 5 4 4 4.3 

 5.3 茨城大学の国際学術ネットワークを形成するため、国際

連携教育や留学生の受け入れに積極的に取り組んだか？ 4 4 4 4.0 

Ⅵ 地域連携、産学官連携、アウトリーチ 
 6.1 研究成果が企業や地域団体との連携を強化させ、新たな

活動へと展開できたか？ 4 4 4 4.0 

 6.2 企業や地域団体との連携は、科学的・社会的にどの程度

効果と影響を与えたか？ 5 4 4 4.3 
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 6.3 震災に対する調査、復興支援は十分に実施されたか？ 5 3 5 4.3 
 6.4 社会的認知を高めるため、目に見える成果の発信はでき

たか？ 5 3 4 4.0 

 6.5 アウトリーチ活動は順調に行われたか？ 5 4 4 4.3 
Ⅶ 総合評価 
総合評価（上記を総括して、茨城大学の改革に貢献する組織に

成長できたか？） 5 5 5 5.0 
 
3.2. コメント 

観点 評価コメント 

１．（観点Ⅰ） 

中期目標・計画と年度別計画 

第 2 期の計画は、年度ごとに適切に設定され

ており、中期目標に記された通りの進展をして

いると言える。 
東日本大震災後のプロジェクトの立ち上げ

は特筆すべき点であり、特に「気候変動」「自

然エネルギー」「復興支援」の重要 3 分野への

集中は、理念や考え方が一定した横のつながり

につながったと言える。 

1.1 ICAS の将来像実現に向けて、中期目標・計

画および年度別計画は適切に設定されたか？ 

 

1.2 東日本大震災を受け、中期目標・計画およ

び年度別計画は適切に設定されたか？ 

 

２．（観点Ⅱ） 

組織体制、運営 

学長のリーダーシップによる組織体制、全て

の学部・センターを取り入れた取り組みに発展

しており、評価できる。 
全学の 1/5 の教員が参加し、若手研究者の育

成の点からも、茨城大学の重点分野を担うのに

ふさわしい組織に成長できたと言える。 
運営資金については、次年度以降が課題であ

るが、リーディング大学院の申請、資金の基金

化、企業からの寄付金の公募など積極的に取り

組んでいく必要がある。 

2.1 ICAS の組織体制および運営は、茨城大学

の重点分野を担うのにふさわしい組織にできた

か？ 

 

2.2 大学からの予算措置と外部資金を組み合わ

せた安定的な財務体制が確立できたか？ 

 

 

３．（観点Ⅲ） 

研究活動 

気候変動に対する防災システムなどの優れ

た成果と、人文社会学分野の研究や取り組みが

サステイナビリティ学の深化および教育へつ

ながっており、評価に値する。 
東日本大震災に関する研究は、海外への発信

が求められており、その中で、英語による発表

があることは評価できる。 
しかし、発信については、まだ伸ばせる余地

があり、今後の展開として、 
・統合された「防災システム」の提案まで行え

ると素晴らしい。 
・国内の大学とメコンデルタ地域の大学・研究

機関との情報共有、連携に取り組むことが次の

ステップにつながる。 
・「共生の知」の理念、ポスターワークショッ

プなどは、大学の知・サステナに貢献している。

街の知の拠点となるよう、マスコミの利用、街

中での活動に積極的に取り組んでみてはどう

だろうか。 
という視点が示された。 

3.1 温暖化、気候変動問題をコアテーマとしつ

つ、研究テーマを拡大できたか？ 

 

3.2 各部門の研究計画は、当初の計画と比べ、

どの程度達成できたか？ 

 

3.3 各部門の優れた研究成果、特色のある取り

組みは十分であったか？ 

 

3.4 サステイナビリティ学の内容を明確にし、国

内外に成果を発信できたか？ 

 

3.5 研究成果は、科学的・社会的にどの程度の

効果や影響を与えたか？ 

 

3.6 東日本大震災を受け、変更された研究計画

は、研究成果にどの程度反映されたか？ 

 

４．（観点Ⅳ） 「共生の知」を基盤としたサステイナビリテ
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教育プログラムの推進 ィ教育は、わかりやすく、かつ、重要な理念で

あり、全学的な教育体系が構築できたことは評

価できる。 
教育プログラムに参加した学生(卒業生)に

対して、アンケート調査を行い、プログラムを

受講したことが今、どのように活かされている

かなどを把握する必要がある。そして、研究活

動における発信と合わせ、教育プログラムの修

了者が研究成果を活かした進路に就けるよう、

サステナ学の意識を地域(全国)へと発信して

いくことが期待される。 

4.1 サステイナビリティ教育に関する理念を体系

化、実践し、大学・大学院教育の改革に貢献でき

たか？（文理融合、心技知教育、就職先の開拓） 

 

4.2 教育プログラムに参加した学生の意識、態

度に変化はあったか？また、それらは、参加前後

で向上したと言えるか？ 

 

4.3 東日本大震災を受け、変更された教育葉、

サステイナビリティ教育に関する理念、実践、プ

ログラムにどのように反映されたか？ 

 

５．（観点Ⅴ） 

国際連携 

予算により留学生の受け入れに変動はある

ものの、サステイナビリティ学の理念のもと、

プログラムが組まれ、ネットワークが形成でき

ていることは評価できる。 
メコンデルタ地域を対象に調査・研究活動を

実施している国内の大学・研究機関との情報共

有、連携を行うことで、今後の発展が期待でき

る。 

5.1 研究交流と国際連携教育、留学生の受け入

れなどに対し、融合的に取り組むことができた

か？ 

5.2 国際シンポジウム、テーマ別ワークショップを

継続的に開催し、科学的・社会的にどの程度の

効果や影響があったか？ 

5.3 茨城大学の国際学術ネットワークを形成す

るため、国際連携教育や留学生の受け入れに積

極的に取り組んだか？ 

６．（観点Ⅵ） 

地域連携、産学官連携、アウトリーチ 

講演、ワークショップなど、地域を巻き込み、

サステナへの認識を高めたことは評価できる。 
ただし、部門ごとに発信の差があり、地域社

会に対するわかりやすい研究成果の発信は今

後の課題である。 
震災に関して、報告書作成は優れた成果と言

えるが、それ以外の成果は必ずしも明確ではな

い。地域の企業・団体・NPO を巻き込んだ形

での益々の進歩を期待したい。 

6.1 研究成果が企業や地域団体との連携を強化

させ、新たな活動へと展開できたか？ 

6.2 企業や地域団体との連携は、科学的・社会

的にどの程度効果と影響を与えたか？ 

6.3 震災に対する調査、復興支援は十分に実施

されたか？ 

6.4 社会的認知を高めるため、目に見える成果

の発信はできたか？ 

6.5 アウトリーチ活動は順調に行われたか？ 
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7．（観点Ⅶ） 

総合評価 

（上記を総括して、茨城大学の改革に貢献する組

織に成長できたか？） 

サステイナビリティ学における茨城大学の

ステータスは高く、茨城大学の改革の大きな組

織として成果できたことは評価できる。 
研究・教育・社会貢献を分離しない取り組み

は、「共生の知」と合わせて、新しい考えの創

出、実践として評価できる。 
ICAS は学生を持たない組織・センターだが、

全学を統一して教育・研究・社会貢献に取り組

めることがメリットである。大学内に向けた広

報・情報の発信と議論を深め、サステイナビリ

ティ学という学問の体系化だけではなく、サス

テイナビリティ学が持続的社会の実現に向け

てどのような学問であるべきかを確立してい

くことが期待される。 
サステナ学を究めた人材を茨城県の自治体

や企業に送り込み、環境立県をリードしていく

ためにも、広報・情報発信(アウトリーチ活動)
は重要である。組織としてだけではなく、学問

を継続させていくためにも、予算の確保と広

報・情報発信により一層取り組んでいくことを

期待する。 
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中期目標・中間計画と年度別計画 
 
1. ICAS第2期中期目標・中間計画（平成22～27年度） 

 

（１）全国的・国際的な拠点構築を推進する【中期目標Ⅰ-2、Ⅰ-3】 
 1) 国内及び海外のネットワークとの連携の強化【中期計画 23、34】 
 2) IR3S 継続の「サステイナビリティ・サイエンス・コンソーシアム（SSC）」に参加 
 3) 茨城大学における学部・分野間の交流連携機能の拡大。学内の関連センター（地域総合研究所、

広域水圏環境科学教育センター、ジオパークプロジェクトなど）との連携・協力を強める 
（２）サステイナビリティ学に関する研究分野を拡大し、国際的に成果を発信する【中期目標Ⅰ-2】 
 1) サステイナビリティ学の内容を明確化し、共通理解の土台をつくる。 
 2) 温暖化・気候変動問題をコアテーマとしつつ、研究テーマを拡大。第 4 研究部門（新しい社会・

共生の知）に続く新しい研究部門やグループの形成（エネルギー問題、サステナ教育法など）。【中

期計画 24】 
 3) 「茨城大学推進研究プロジェクト」に選定された関連研究の推進 
 4) 新分野・テーマを受け入れる仕組みの整備 
 5) 地域、社会での実践的取り組みの重視 
 6) 研究成果の国際的な発信【中期計画 25】 
（３）サステイナビリティに関する教育を拡充して推進する【中期目標Ⅰ-1、Ⅰ-3】 
 1) 大学・大学院教育の改革に貢献（文理融合・心技知教育、就職先の開拓） 
 2) 大学院サステイナビリティ学教育プログラムの安定的推進【中期計画 26】 
 3) 学士教育～大学院博士課程を通じた教育体制の構築。学士教育における学部横断教育プログラ

ムと大学院博士課程の改革（文理融合コース）の検討【中期計画 17】 
 4) 教育における国際連携、ジョイント・ディグリープログラムの開始（インドネシア、ベトナム、

国連大学など）。留学生の受け入れ促進【中期計画 34】 
（４）茨城大学の国際学術ネットワーク形成を進める【中期目標Ⅰ-3】 
 1) 国際交流と国際連携教育・留学生受け入れの融合的推進 
 2) 国際シンポジウム、テーマ別ワークショップの継続的開催【中期計画 37】 
（５）社会的認知を高めるアウトリーチに力を注ぐ【中期目標Ⅰ-3】 
 1) 目に見える成果の発信（ex. サステイナビリティ学をつくる 2） 
 2) 現実に効果のある活動 
 3) 企業や地域団体との連携の強化【中期計画 30】 

 第 2 期中間計画期間中にめざす ICAS の将来像 
・ 茨城大学の重点分野として、茨城大学がもつ広い関連分野を結集したサステイナビリ

ティ科学の科学教育の推進力となるセンター 
・ 地域、国内、国際レベルで社会的に影響力のある研究成果の発信 
・ 学士教育、大学院修士課程、博士課程を通じたサステイナビリティに関する教育体制

の確立 
・ アジア・太平洋地域の拠点数大学と学術交流を通じた研究・教育の国際化の推進 
・ ICAS を透明でオープン、実践力のある研究教育拠点としてさらに充実 
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（６）安定的な財政体制を作る【中期目標Ⅰ-2、Ⅲ-1】 
 1) 大学からの予算措置と外部資金を組み合わせた安定的財務体制の確立【中期計画 27】 
 2) 科研費やその他の競争的資金獲得の継続的な努力。ICAS を受け皿にした外部資金の申請【中

期計画 49】 
（７）茨城大学の改革に貢献する研究教育センターになる【中期目標Ⅳ-1】 
 1) 分野横断型で、風通しのよい組織（対話の構造）を維持 
 2) 茨城大学の重点分野を担うのにふさわしい組織への成長。求心力と学内ネットワークの強化 
 3) 運営委員、兼務教員、協力教員の役割の明確化 
 4) 事務担当の体制を維持。その他に、地域担当などの専門スタッフの配置 
 5) 教育を担当できる任期付教員の増加 
 6) 第 2 期の中間時点である平成 25 年度には外部評価を行う【中期計画 57】 
 

2. 年度別活動計画 
 1 の第 2 期中期目標・中期計画に基づき、各年度の活動計画を定めた。 
2.1. 平成23年度ICAS活動計画 
（１）平成 23 年度の目標 

1) 「核と広がりのある研究」の推進 
  ・気候変動研究（特別経費、環境省環境戦略研究 S-8 など）の拠点化 
  ・関連研究、独自研究の展開 
 2) 開かれた教育プログラムとしてのサステイナビリティ学教育の展開 
  ・学部と大学院サステイナビリティ学教育プログラムの継続的実施 
  ・アジアへの展開：「アジア地域連携を基盤にした大学院実践教育」の企画・実施 
  ・他大学・教育ネットワークとの連携：国連大学等との単位互換、UN-CECAR 
  ・英語による Short Course 開講の検討 
 3) UN-CECAR シンポジウムなど節目となるイベント企画・実施 
 4) 気候変動、サステナ教育などでのネットワークの推進 
 5) 拡大した活動を推進する体制の強化 
  ・教員の参加の拡大。そのための仕組みづくり 
  ・本部スタッフの強化。担当責任分担 
（２）実施プロジェクトなど 
 1) 研究 
  ・特別経費「気候変動イノベーション研究」（茨城大学重点研究） 
  ・運営予算による活動／独自研究など 
  ・茨城県東日本大震災調査団 
  ・環境省環境戦略研究 S-8「温暖化影響・適応策総合的研究」／適応 DB 
  ・科研費「ベトナム浸食対策研究」 
  ・地域サステナ 
  ・茨城大学バイオ燃料社会プロジェクト IBOS（茨城大学重点研究） 
  ・霞ヶ浦流域再生プロジェクト（茨城大学重点研究） 
  ・茨城大学グリーンエネルギー・フォーラム（仮） 
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  ・JST-JICA「海面上昇に対するツバル国の生態工学的維持」 
 2) 教育 
  ・サステイナビリティ学教育プログラムの実施 
  ・特別経費「アジア地域連携を基盤にした大学院実践教育」 
  ・JST 戦略的環境リーダー育成拠点形成申請 
 3) アウトリーチ、ネットワーク等 
  ・サステイナビリティ・サイエンス・コンソーシアム(SSC)との連携 
  ・UN-CECAR との連携 
  ・茨城大学の低炭素活動、グリーン大学活動に協力 
  ・環境省 S-8＋文科省適応研究 RECCA 運営 
  ・IPCC 等への協力 
  ・国際ネットワーク構築／気候変動適応研究グループ（仮称）への協力 
 4) 運営 
  ・ICAS スタッフの異動 
  ・IPCC Chapter scientist（ポスドク）の受け入れ 
 

2.2. 平成24年度ICAS活動計画 
（１）平成 24 年度の目標 
 1) ICAS の柱となる 3 分野の推進 
  ・①気候変動、②復興支援、③自然エネルギー、を研究・教育・社会貢献一体で推進 
  ・地域と国際の視点を重視し、社会の課題解決に ICAS の特色である文理の連携融合で取り組む 
  ・「サステイナビリティ学をつくる」Part 2 出版の具体化 
 2) 大学院教育の国際化の推進 
  ・大学院教育の国際化を推進。大学院サステナ学教育プログラムの一部英語化の試行 
  ・研究センターが教育に貢献しうる仕組みの検討 
  ・国内外の教育ネットワークとの連携 
 3) 節目となるイベントの企画・実施 
 4) 拡大する活動の推進体制の強化 
  ・本部機能の強化・調整と仕事の明確化 
  ・教員の参加の拡大 
（２）実施プロジェクト、イベントなど 
 1) 気候変動適応 
  ・特別経費「気候変動イノベーション研究」（茨城大学重点研究。3/4 年目） 
  ・環境省環境戦略研究 S-8「温暖化影響・適応策に関する総合的研究」（3/5 年目） 
  ・科研費基盤 A「ベトナム沿岸災害適応策」、基盤 C「気候変動適応策の隘路と打開策」など 
  ・JST-JICA「海面上昇に対するツバル国の生態工学的維持」 
  ・地球変動の影響に対する適応政策・技術に関するフォーラム（5 月 11 日） 
  ・APN、アジア・太平洋適応支援 WS（8 月） 
 2) 東日本大震災・津波、放射能汚染 
  ・茨城大学復興支援プロジェクトの推進。茨城県（教育庁等）などとの協力 
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  ・石巻地盤沈下対策支援調査研究 
  ＊茨城大学・ICAS の取り組みと学内外の取り組みのハブ化 
（３）低炭素・自然エネルギーの展開 
  ・いばらき自然エネルギーネットワーク、バイオ燃料社会プロジェクトなどの推進 
（４）サステイナビリティ学教育 
  ・大学院教育の展開・国際化の戦略検討と試行 
（５）成果の結実・発信とネットワーク化 
  ・「サステイナビリティ学をつくる」Part 2 の出版計画開始。メッセージの配信－編集方針、体

制の確立 
  ・SSC、UN-CECAR との連携 
（６）運営 
  ・ICAS の目標の明確化（本部・研究員を含む）、次の展開の検討。 
  ・運営予算による活動のあり方の検討（独自研究など） 
  ・メンバーの積極的参加、プロジェクト実施体制の強化 
 

2.3. 平成25年度ICAS活動計画 
（１）平成 25 年度の目標 

平成 25 年度は ICAS が実施中の多くの大型プロジェクトの最終年度あるいは最終 1 年前の年度で

ある。 
一方、政府・文科省からの大学改革の要請は非常に強く、グローバル人材育成・大学の国際化や「学

生がしっかり学び、自らの人生と社会の未来を主体的に切り拓く能力を培う大学、地域再生の核とな

る大学、生涯学習の拠点となる大学、社会の知的基盤としての役割を果たす大学」等の目指すべき新

しい大学像が示されている。それに応じて、茨城大学でも、学部再編、教育改革、国際化、COC 事

業の申請など、大学改革の動きが急速に進もうとしている。 
こうした中で平成 25 年度は ICAS にとって「成果のまとめと次の展開」を行う重要な年になる。 

 1) 総括のための取り組み 
  ①特別経費、科研費基盤 A、環境省 S-8 をまとめ、成果を明確にして発信する。 
    総括と発信のために国際シンポジウム、論文、ガイダンスブックなどに取り組む。 
    部門毎の成果の発信を推進する。 
  ②年末を目途に外部評価を行う。 
    ①と一体的に進めるため自己評価の枠組みを明確にする。 
    過去 3.5 年間の総括と今後の方針についての評価を受ける。 
 2) 今後の展開に向けた取り組み 
  ③学内の改革議論に参加して、今後の展開を検討する。 
  ④平成 26 年度以降の活動を支える資金獲得を目指す。 
    ・地球環境変化：Belmont Forum、Future Earth、環境省地球環境推進費 
    ・科研費 
    ・教育の国際化関係プロジェクト、特別経費 
    ・環境・エネルギー関係プロジェクト 
    ・ICAS 全体（本部）と共に、部門別、テーマ別の資金申請計画を立てる。 
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    ・外部資金 WG の設置 
  ⑤サステイナビリティ学教育の展開 
    ・学部と大学院サステイナビリティ学教育プログラムの継続的実施 
    ・インドネシア、ベトナム、タイ等との教育連携を学内に広げ、大学国際化を牽引する。 
    ・英語による Short Course 開講の検討 
  ⑥体制の強化 
    ・運営委員会、研究交流会、学生サステナなど横断型交流機会の重視 
    ・インリーチ（学内広報）の重視 
    ・本部スタッフの強化、担当責任分担 
（２）実施プロジェクトなど 
 1) 研究 

・特別経費「気候変動イノベーション研究」（茨城大学重点研究。4/4 年目。平成 25 年度まで） 
・科研費基盤 A「ベトナム沿岸災害適応策研究」。（3/3 年目。平成 25 年度まで） 
・環境省環境戦略研究 S-8「温暖化影響・適応策総合研究」（4/5 年目。平成 26 年度まで） 
・科研費基盤 C「気候変動適応策の隘路と打開策」（2/3 年目。平成 26 年度まで） 
・いばらき自然エネルギーネットワーク 
・震災復興に関する調査・支援 
・Belmont Forum、Future Earth など関連プロジェクト 
・運営予算による活動／独自研究など 
＜関連プロジェクト＞ 
・茨城大学バイオ燃料社会プロジェクト IBOS（茨城大学重点研究） 
・霞ヶ浦流域再生プロジェクト（茨城大学重点研究） 
・JST-JICA「海面上昇に対するツバル国の生態工学的維持」 

 2) 教育 
  ・サステイナビリティ学教育プログラムの実施 
  ・特別経費「アジア地域連携を基盤とした大学院実践教育」（平成 25 年度まで） 
  ・重点国際交流事業（タイ・プーケットラチャパット大、ベトナム国家大学） 
 3) アウトリーチ、ネットワーク 
  ・サステイナビリティ・サイエンス・コンソーシアム（SSC）、EcoLead、UN-CECAR との連携 
  ・茨城大学の低炭素活動、グリーン大学活動に協力 
  ・環境省 S-8＋文科省適応研究 RECCA 運営 
  ・IPCC 等への協力 
  ・国際ネットワーク 
（３）主要な企画・イベント 
 1) 外部評価（12 月頃） 
 2) S-8-3 メコンデルタ国際シンポ（カントー、8 月） 
 3) 科研費基盤 A シンポ（ハノイ、11 月） 
 4) 国際教育連携計画 WS（ボゴール、9 月） 
 5) 自然エネルギーシンポ（水戸、5/30） 
 6) 3 者講演会あるいは拡大シンポジウム（水戸、11 月） 
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1.1 外部資金獲得状況

科研費・その他     (千円) 
申請組織名/課 題 等 名 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 計 

科研費基盤 A/気候変動に起因するベトナム沿

岸災害適応策のための統合型モニタリングシ

ステム 
 17,160 6,760 7,670 31,590 

科研費基盤 B/エネルギーを自給する農山村と

エネルギー・リローカル化の計画・設計手法

の開発 
  8,060 5,070 13,130 

科研費基盤 C/気候変動適応策の隘路と打開策   2,340 2,080 4,420 
科研費若手 B/東アジアにおける持続可能な気

候変動への緩和策・適応策の統合評価 
1,300 1,040 1,040  3,380 

科研費 奨励研究/茨城県における自然エネル

ギーに関するデータベース作成のための調査

研究 
  600  600 

W-BRIDGE/いばらき自然エネルギー根とワー

クを活用した地域人材育成 
  2,340  2,340 

W-BRIDGE/地域連携で生み出す STEP3：生産

者が生み育てるグットプラックティスの発信 
 2,080   2,080 

W-BRIDGE/地域連携で生み出すいばらきエ

コ・ネットワーク STEP2：ネットワークから

コミュニティの展開 
1,170    1,170 

科研費若手 B/省エネルギー・ライフサイクル

の確立に向けた PV グリーンシステムの設計

と実証実験 
  1,820 1,430 3,250 

 

参考資料 

プロジェクトのコアとなる競争的資金 
 

  (千円) 
申請組織名/課 題 等 名 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 計 

文部科学省特別経費/気候変動適応型社会のた

めの適応イノベーション研究 
65,360 38,779 36,591 34,606 174,790 

環境省環境研究総合推進費 S-8-3(1)，(3)/ 
アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効

果指標に指標に関する研究 
35,296 39,300 31,441 31,441 102,182 

環境省環境研究総合推進費 S-8-4/ 
温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究

プロジェクト管理 
 

2,400 1,919 1,920 6,239 
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1.2. イベント等活動記録 
2010 年度 ICAS イベント開催記録 

開催日時 イベント名 参加人数 開催場所 テーマ・内容 

5 月 28 日 ICAS キック･オフ･ミーティン

グ 
65 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

ICAS 第二期中期目標･中期計

画(平成 22～27 年度)が報告さ

れた他、これまでの成果と概要

および今後の新たな取組みな

どについて討論した。 
6 月 12 日 
6 月 26 日 
7 月 10 日 

集中講義 
「サステイナビリティ学入門」 

140 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

ICAS の教員による、サステイ

ナビリティ学をテーマにした

全学部生対象の集中講義 
各日最後の時間は講師全員が

一堂に会して質疑応答・パネル

ディスカッションを行った。 
7 月 23 日 気候変動対応フォーラム 

250 名 
東京 

中央合同庁舎 
テーマ：グリーン・イノベーシ

ョンに向けた気候変動研究の

新しい展開 
8 月 21 日 
～29 日 

GPSS 国際実践教育演習 

24 名 

タイ・プーケット 
マイカオ村 

演習協力：プーケット・ラチャ

パット大学、マイカオ村地元の

方々現地の村にホームステイ

をして、ウミガメ保護・植林・

水田復活・廃棄物の 4 班に分か

れての演習 
9 月 13 日 
～15 日 

GPSS 国内実践教育演習 

20 名 

大洗町・涸沼 演習協力：茨城水産試験場、大

洗町役場、NPO 法人大洗海の

大学、大涸沼漁共同組合 
地域産業の問題点を把握し、現

場の声を聞き、調査し、解決策

を学生自らが見出すための演

習 
9 月 14 日 
～15 日 

ソウル大学ジョイントセミナー 
24 名 

茨城大学 
日立キャンパス 

テーマ：アジア地域の特性に着

目した気候変動に対する地盤

工学的適応 
10 月 10 日 ICAS/TIEPh 共催国際セミナー 

30 名 

東洋大学 
白山キャンパス 

テーマ：持続可能な発展と自

然、人間－西洋と東洋の対話か

ら新しいエコ・フィロソフィを

求めて 
10 月 30 日 
11 月 6、13
日 

集中講義 SSC 共通コア科目 
「サステイナビリティ学最前

線」 
51 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

SSC 共通教育プログラムの集

中講義。5 大学(東大、京大、阪

大、北大、茨大)の遠隔講義シ

ステムにより実施 
11 月 6 日 
～7 日 

日本平和学会秋期研究集会 
120 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

テーマ：非暴力と脱「開発」に

よる永続可能な社会への変革 
11 月 17 日 茨城県・茨城産業会議・茨城大

学連携シンポジウム 120 名 
水戸 

三の丸ホテル 
テーマ：茨城における温暖化対

策の見通し-猛暑の夏を経験し

て 
11 月 24 日 ICAS・ELIAS サステイナビリテ

ィ学教育シンポジウム 60 名 
茨城大学 

水戸キャンパス 
テーマ：大学院教育を再考する

－フィールド演習の実践から

見る教育の理念- 
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12 月 6 日 農学部国際シンポジウム 
113 名 

茨城大学 
阿見キャンパス 

テーマ：持続的農業に関するア

ジア・コンソーシアムの構築 

1 月 17 日 ICAS&環境省(S-8-3)プロジェク

ト共催国際シンポジウム 60 名 
茨城大学 

水戸キャンパス 
テーマ：アジア・太平洋地域に

おける適応ネットワークの協

力 
1 月 20 日 ICAS 第一部門セミナー“地球規

模環境問題研究会” 37 名 
茨城大学 

日立キャンパス 
テーマ：地球規模環境問題を解

決するための新たな地盤工学

分野を総説する研究会 
3 月 9 日 第 12 回サステナ・フォーラム 

80 名 

茨城大学 
阿見キャンパス 

Thinking for Sustainable 
Agriculture and Sustainability 
ルイジアナ州立大学 G.M. King
教授 

3 月 9 日 第 4 回学生サステナ･フォーラ

ム 
80 名 

茨城大学 
阿見キャンパス 

サステイナビリティ学研究に

関わる茨城大学の学部生、大学

院生による研究成果のポスタ

ー発表および研究交流 
3 月 10 日 ICAS 研究報告会 

30 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

2010 年度の各研究の成果を発

表し、関係者での意見交換。 
4 研究部門の部門長による成

果報告に加え、各部門の特色あ

る研究および独自研究の成果

を報告 
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2010 年度 ICAS 活動記録 
4 月 10 月 
 新年度スタート  第 12 回 ICAS セミナー (10/4) 

第 1 回 ICAS セミナー (4/12) 第 1 回環境省(S-8-3)セミナー (10/5) 
第 2 回 ICAS セミナー (4/19) ICAS/TIEPh 共催国際セミナー (10/10) 

 第 13 回 ICAS セミナー (10/18) 
 アジア適応ネットワーク会議（バンコク・タイ） (10/21-22) 
 「サステイナビリティ学最前線」（大学院） (10/30) 
  
5 月 11 月 

第 3 回 ICAS セミナー (5/10) 第 14 回 ICAS セミナー (11/1) 
第 4 回 ICAS セミナー (5/24) 第 2 回環境賞（Ｓ-8-3）セミナー （11/2） 
ICAS キック･オフ･ミーティング (5/28) 日本平和学会秋期研究集会（ICAS 共催） (11/6-7) 

 「サステイナビリティ学最前線」（大学院） (11/6, 13) 
 第 15 回 ICAS セミナー (11/15) 
 UN-CECAR シンポジウム（スリランカ） (11/15-16) 

 
茨城県・茨城産業会議・茨城大学連携シンポジウム（水戸,三
の丸ホテル） (11/17) 

 ICAS・ELIAS サステイナビリティ学教育シンポジウム (11/24) 
  
6 月 12 月 

第 5 回 ICAS セミナー (6/7) 農学部国際シンポジウム（阿見）(12/6) 

第 1 回「サステイナビリティ学入門」（学部） (6/12) 
アジア教育連盟大学の役割シンポ（ハノイ ,ベトナム） 

(12/11-13) 
第 6 回 ICAS セミナー (6/21) 第 16 回 ICAS セミナー (12/13) 
ICSS-Rome（ローマ） (6/23-25) 第 17 回 ICAS セミナー (12/22) 
第 2 回「サステイナビリティ学入門」（学部） (6/26) 第 3 回環境省(S-8-3)セミナー (12/27) 
W-BRIDGE 最終報告セミナー (6/28)  
オーストラリア適応国際会議 (6/29-7/1)  
  

7 月 
第 3 回「サステイナビリティ学入門」（学部） (7/10) 
第 7 回 ICAS セミナー (7/5) 
第 8 回 ICAS セミナー (7/20) 
気候変動対応フォーラム (7/23) 
ベトナム国家大学特別セミナー（ハノイ,ベトナム） (7/27-30) 

1 月 
PCC･WGⅡ会合（つくば） (1/11-14) 
ICAS&環境省(S-8-3)プロジェクト共催国際シンポジウム 
(1/17) 
ICAS 第 1 部門セミナー“地球規模環境問題研究会”（1/20） 
第 18 回 ICAS セミナー (1/31) 

 
8 月 2 月 

第 9 回 ICAS セミナー (8/2) IR3S 公開シンポジウム (2/12) 
SSC 設立総会 (8/7) 第 19 回 ICAS セミナー (2/14) 
Cities at Risk ワークショップ（バンコク,タイ） (8/22-28)  
GPSS 国際実践教育演習（プーケット） (8/21-29)  
  

9 月 3 月 
第 10 回 ICAS セミナー (9/6) ICSS-Asia（ハノイ） (3/2-4) 
GPSS 国内実践教育演習（大洗） (9/13-15) 第 12 回サステナ・フォーラム (3/9) 
ソウル大学ジョイントセミナー (9/14-15) 第 4 回学生サステナ･フォーラム（阿見） (3/9) 
適応策国際フォーラム（バンコク） (9/20) ICAS 研究報告会 (3/10) 
第 11 回 ICAS セミナー (9/21)  
UN-CECAR コース（国連大学） (9/22-24)  
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2011 年度 ICAS イベント開催記録 
開催日時 イベント名 参加人数 開催場所 テーマ・内容 

4 月 19 日 茨城大学東日本大震災調査団中

間報告会 
195 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

茨城県における東日本大震災

の被害実態の中間報告 
6 月 1 日 茨城大学東日本大震災調査報告

会 
170 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

茨城県における東日本大震災

の被害実態について 
6 月 4 日、11
日、18 日 

集中講義「サステイナビリティ

学入門」 

45 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

ICAS の教員による、サステイ

ナビリティ学をテーマにした

全学部生対象の集中講義各日

最後の時間は講師全員が一堂

に会して質疑応答・パネルディ

スカッションを行った。 
6 月 11 日 SSC 研究集会 

250 名 
北海道大学 テーマ：震災復興とサステイナ

ビリティ学の役割 
7 月 9 日、16
日、17 日 

集中講義 SSC 共通コア科目「サ

ステイナビリティ学最前線」 
25 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

SSC 共通教育プログラムの集

中講義。5 大学(東大、京大、阪

大、北大、茨大)の遠隔講義シ

ステムにより実施 
7 月 29 日 いばらき自然エネルギーネット

ワーク（仮）準備会会合 21 名 
茨城大学 

水戸キャンパス 
いばらき自然エネルギーネッ

トワークの設立にむけた準備

会合 
8 月 4 日 V-J Seminar on Coastal 

Monitoring for Adaptation 
15 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

「気候変動に起因するベトナ

ム沿岸災害適応策のための統

合型モニタリングシステム」に

関するセミナー 
9 月 3 日 
～11 日 

GPSS 国際実践教育演習 

15 名 

タイ・プーケット 
マイカオ村 

演習協力：プーケット・ラチャ

パット大学、マイカオ村地元の

方々現地の村にホームステイ

をして、津波、農業、農村デザ

インの 3 班に分かれての演習 
9 月 15 日 
～16 日 

土木学会地球環境シンポジウム 
90 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

テーマ：安全安心社会の可能性

～温暖化に備える新しい技術

と政策～ 
9 月 27 日 いばらき自然エネルギーネット

ワーク（仮）準備会第 1 回セミ

ナー・会合 26 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

セミナー①「再生可能エネルギ

ー利用による冷熱・温熱供給事

例」 
セミナー②「小水力をはじめと

する水資源機構の取り組み」 
9 月 28 日 
～30 日 

GPSS 国内実践教育演習 

29 名 

大洗町・涸沼 演習協力：茨城水産試験場、大

洗町役場、NPO 法人大洗海の

大学、大涸沼漁共同組合 
大洗町における現況とまちづ

くりの課題について、現場の声

を聞き、調査し、解決策を学生

自らが見出すための演習 
10 月 12 日 RECCA 気候変動対応合同シン

ポジウム 
200 名 

東京 
日本科学未来館 

気候変動に関する対話シンポ

ジウム 
テーマ：将来の安全・安心な社

会をめざして 
11月15日～ UN-CECAR 国際教育シンポジ

東京 110 東京 テ ー マ ： Disaster Risk 
Management & Sustainability 
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17 日 ウム 名 
水戸 35

名 

国際連合大学 
茨城大学 

水戸キャンパス 
11 月 21 日 いばらき自然エネルギーネット

ワーク（仮）準備会第 2 回セミ

ナー・会合 
41 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

セミナー①「改正省エネ法の解

説」 
セミナー②「土浦市における自

然エネルギー実践事例」 
セミナー③「日立市における新

エネルギー導入の可能性につ

いて」 
12 月 2 日 茨城大学・茨城県・茨城産業会

議連携講演会 
110 名 

水戸三の丸ホテル 平成 23 年度茨城大学・茨城

県・茨城産業会議連携講演会 
テーマ：茨城における地震と復

興をかたる 
12 月 2 日 2 ヶ国（インドネシア-日本）DDP

ミニシンポジウム 
28 名 

茨城大学 
阿見キャンパス 

「農学系分野での国際ダブル

ディグリー・プログラム(DDP)
をめぐる課題と今後の展開に

向けて」プログラム 
12 月 14 日 北茨城で被災をして 

25 名 
茨城大学 

水戸キャンパス 
津波被害に遭われた北茨城あ

すなろ会の方々による経験談 
12 月 19 日 ベトナム・デルタワークショッ

プ 
50 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

テーマ：Vietnamese Deltas and 
Their Sustainability 

2 月 6 日 いばらき自然エネルギーネット

ワーク（仮）準備会第 3 回セミ

ナー・会合 

34 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

セミナー①「住宅についての海

外の事例等について」 
セミナー②「鹿嶋新エネ省エネ

施設バスツアー実践の紹介及

び KMC 構想（鹿嶋国際環境・

省エネモデルシティ構想につ

いて）」 
展示「移動式ソーラー非常電

源」 
3 月 2 日 第 13 回サステナ・フォーラム 

62 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

テーマ：Creating a sustainable 
future: can we see the forest 
*and*use the trees? 
ルイジアナ州立大学 G.M. King
教授 

3 月 2 日 第 5 回学生サステナ・フォーラ

ム 
70 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

サステイナビリティ学研究に

関わる茨城大学の学部生、大学

院生による研究成果のポスタ

ー発表および研究交流 
3 月 12 日、

13 日 

Asia-Pacific Climate Change 
Adaptation Forum 2011 200 名 

タイ・バンコク テーマ：Adaptation in Action 

3 月 15 日 ICAS 研究報告会 

23 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

2011 年度の各研究の成果を発

表し、関係者での意見交換。 
4 研究部門の部門長による成

果報告に加え、各部門の特色あ

る研究および独自研究の成果

を報告 
3 月 16 日 いばらき自然エネルギーネット

ワーク設立シンポジウム 
163 名 

茨城県立図書館 テーマ：地域から考える地域の

自然エネルギー 
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2011 年度 ICAS 活動記録 
4 月 10 月 

新年度スタート RECCA 気候変動対応合同シンポジウム (10/22) 
茨城大学震災調査団中間報告会 (4/19)  
  

5 月 11 月 
国際・国内実践教育演習ガイダンス (5/25) UN-CECAR 国際教育シンポジウム（茨城） (11/15-17) 

 
いばらき自然エネルギーネットワーク（仮）準備会第

2 回セミナー・会合 (11/21) 
                                                            
6 月 

東日本大震災調査報告会 (6/1) 
サステイナビリティ学入門 (6/4,11,18) 
第 1 回 ICAS 運営委員会 (6/6) 
SSC 理事会（北大） (6/10) 
SSC 研究集会（北大） (6/11) 

12 月 
茨城大学・茨城県・茨城産業会議、連携講演会（水戸） 

(12/2) 
2 ヶ国（インドネシア-日本）DDP ミニシンポジウム（阿

見キャンパス） (12/2) 
北茨城で被災して（水戸キャンパス） (12/14) ベトナ

ム・デルタワークショップ（水戸キャンパス） (12/19) 
  
7 月 1 月 

サステイナビリティ学最前線講義 (7/9,16,17) 第 3 回 ICAS 運営委員会 (1/17) 
いばらき自然エネルギーネットワーク（仮）準備会会

合 (7/29) 
 

国際実践教育演習ガイダンス (7/29)  
  
8 月 

国内実践教育演習ガイダンス (8/3) 
ハノイ科学大より 2 先生来日 (8/3-6) 
V-J Seminar on Coastal Monitoring for Adaptation (8/4) 

2 月 
ICAS 年報 2011 発行 
いばらき自然エネルギーネットワーク（仮）準備会第 3
回セミナー・会合 (2/6) 

  
9 月 

GPSS 国際実践教育演習（プーケット） (9/3-11) 
土木学会地球環境シンポジウム（水戸）（9/15,16） 
いばらき自然エネルギーネットワーク（仮）準備会第

1 回セミナー・会合 (9/27) 
GPSS 国内実践教育演習（大洗） (9/28-30) 
第 2 回 ICAS 運営委員会 (9/29) 

 

3 月 
第 13 回サステナ・フォーラム＋第 5 回学生サステナ・

フォーラム（水戸） (3/2) 
Asia-Pacific Climate Change Adaptation Forum 2011（バン

コク） (3/12,13) 
ICAS 研究報告会 (3/15) 
いばらき自然エネルギーネットワーク設立シンポジウ

ム(水戸) (3/16) 
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2012 年度 ICAS イベント開催記録 
開催日時 イベント名 参加人数 開催場所 テーマ・内容 

5 月 11 日 地球変動の影響に対する適

応技術・適応政策に関する

フォーラム 2012 

83 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

目的：①大地変動(大きな地震)と気

候変動の影響に対する適応技術と

その適用方策の接点を探る。併せ

て、両分野の相互理解と協調へつな

げるきっかけとする。②環境問題と

災害問題の関係性を探る。③政策的

研究への方向付けを探る。④大震災

の突きつけた具体的課題に対応す

る政策的及び技術的方法論を考え

る。 
5月25日～26
日 

SSC 研究集会 
100 名 

大阪大学 テーマ：震災復興への取り組みと持

続可能社会実現に向けたイノベー

ション 
5月29日～31
日 

Adaptation Futures （企画セ

ッション） 50 名 
ICAS 
5 名 

アメリカ 
ツーソン 

アリゾナ大学 

世界の適応策の研究者・行政担当者

ら 1000 名以上が集う国際会議

「Adaptation Futures 2012」で企画セ

ッションを開催し、適応研究を実践

に移すための方策を議論した 
6 月 9 日、16
日、23 日 

集中講義「サステイナビリ

ティ学入門」 

71 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

ICAS の教員による、サステイナビ

リティ学をテーマにした全学部生

対象の集中講義 
各日最後の時間は講師全員が一堂

に会して質疑応答・パネルディスカ

ッションを行った。 
7 月 3 日 いばらき自然エネルギーネ

ットワーク 
第 4 回セミナー 

187 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

講堂 

セミナー①「地域独立の実現に向け

て～森林エネルギーの地産地消」 
セミナー②「産学官民の協働による

自然エネルギーの普及をめざして 
～自然エネルギー信州ネットの活

動について～」 
7月14日～16
日 
 

集中講義 SSC 共通コア 
科目「サステイナビリティ

学最前線」 
32 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

SSC 共通教育プログラムの集中講

義。5 大学(東大、京大、阪大、北

大、茨大)の遠隔講義システムによ

り実施 
8月20日～22
日 

APN-ICAS 共催アジア太平

洋適応支援 WS 20 名 
神戸 

ﾍﾞｲｼｪﾗﾄﾝﾎﾃﾙ＆

タワーズ 

アジア太平洋地域の適応ネットワ

ークの為の指針作りを行った 

9 月 3 日～11
日 

GPSS 国際実践教育演習 

18 名 

タイ 
プーケット 
マイカオ村 

演習協力：プーケット・ラチャパッ

ト大学、マイカオ村地元の方々。 
現地の村にホームステイをして、津

波・防災、農業、エコツーリズムの

3 班に分かれての演習 
9 月 26 日 
～28 日 

GPSS 国内実践教育演習 

27 名 

茨城県行方市 演習協力：行方市役所、茨城県霞ヶ

浦環境科学センター、行方市商工

会、内水面水産試験場、観光物産館

こいこい、行方市の方々、商業、農

業、漁業の 3 班に分かれての演習 
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10 月 10 日 いばらき自然エネルギーネ

ットワーク第 5 回セミナー 

74 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

セミナー①「ソーラーシェアリング

の実証と展望」 
セミナー②「農山漁村における再生

可能エネルギーの導入の促進につ

いて 
パネルディスカッション「農地を利

用した太陽光発電の可能性と課題」 
11 月 17 日 第 1 回「あつまる、まじわ

る、つながる」ポスターワ

ークショップ 
60 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

テーマ：地域のサステナ活動をつな

ぐポスター発表ワークショップ 

11 月 22 日 日本－ASEAN 大学国際連

携 教育ワークショップ 

50 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

国際教育交流・共同研究を一層強化

するため、タイのプーケット・ラチ

ャパット大学、ベトナムのハノイ科

学大学、インドネシア 3 大、国内他

大学と研究機関を招いて日本と

ASEAN の大学間における今後の取

り組みのあり方について、率直な意

見交換を行った。 
12 月 5 日 茨城大学・茨城県・ 

茨城産業会議連携講演会 

95 名 

水戸 
京成ホテル 

「震災後の活力ある地域社会をつ

くる－防災と気候変動適応を問い

直す－」と題し小松利光氏（九州大

学名誉教授）、行政、市民が一堂に

会し、安全安心な地域社会のあり方

について議論した 
3 月 1 日 第 6 回学生サステナ・ 

フォーラム 
50 名 

茨城大学(日立) 
キャンパス 

サステイナビリティ学研究に関わ

る茨城大学の学部生、大学院生によ

る研究成果のポスター発表および

研究交流 
3 月 10 日 第 2 回「あつまる、まじわ

る、つながる」ポスターワ

ークショップ 
42 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

テーマ：地域のサステナ活動をつな

ぐポスターワークショップ 

3 月 23 日 東海村シンポジウム「地域

から考えるエネルギーの未

来」 
（東海村・茨城大学・いば

らき自然エネルギーネット

ワーク共同共催事業） 

88 名 

東海村 
研究交流 
プラザ 

講演①：コミュニティから始めるエ

ネルギー革命 
講演②：環境裁判所という手続き 
講演③：スウェーデンにおける地域

エネルギー供給 
パネルディスカッション 

3 月 25 日 ICAS 研究報告会 

30 名 

茨城大学(水戸) 
キャンパス 

2012 年度の各研究の成果を発表

し、関係者での意見交換。 
4 研究部門の部門長による成果報

告に加え、各部門の特色ある研究お

よび独自研究の成果を報告 
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2012 年度 ICAS 活動記録 

 

4 月 
新年度スタート 
平成 24 年度サステナ教育プログラム履修登録開始 

10 月 
いばらき自然エネルギーネットワーク 第五回セミナー

(10/10) 
第 2 回 ICAS 運営委員会 (10/29) 
ウダヤナ大学（バリ島） (10/31-11/2) 
科学技術会議シンポジウム (10/31-11/2) 

5 月 
地球変動の影響に対する適応技術・適応政策に関するフォー

ラム 2012 (5/11) 
第 1 回 ICAS 運営委員会 (5/16) 
国際国内演習ガイダンス (5/23) 
SSC 研究集会 (5/25,26) 
Adaptation Futures（ツーソン、アメリカ） (5/29-31) 

11 月 
S-8 気候変動適応シンポジウム（法政大学） (11/15) 
第 1 回「あつまる、まじわる、つながる」ポスターワークシ

ョップ (11/17) 
日本-ASEAN 大学国際連携教育シンポジウム (11/22) 

6 月 12 月 
サステイナビリティ学入門 (6/9,16,23) 茨城大学・茨城県・茨城産業会議連携講演会（水戸） (12/5) 

  
7 月 1 月 

いばらき自然エネルギーネットワーク 第四回セミナー 

(7/3) 
 

サステナ最前線講義 (7/14-16)  
国際実践教育演習ガイダンス  

  
8 月 2 月 

国内実践教育演習ガイダンス  
APN-ICAS 共催アジア太平洋適応支援 WS (8/20-22)  

  
9 月 3 月 

ICAS 年報 2012 発行 
国際実践教育演習（プーケット） (9/3-11) 
国内実践教育演習（霞ヶ浦） (9/26-28) 
 

 

第6回学生サステナ・フォーラム（日立キャンパス） (3/1) 
第2回「あつまる、まじわる、つながる」ポスターワークショッ

プ (3/10) 
東海村シンポジウム（東海村・茨城大学・いばらき自然エネルギ

ーネットワーク共同共催事業） (3/23) 
第3回ICAS 運営委員会 (3/25) 
ICAS 研究報告会 (3/25) 
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2013 年度 ICAS イベント開催記録 
開催日時 イベント名 参加人数 開催場所 テーマ 

4 月 12 日 ICAS 共催セミナー

「科学の色を変え

る：学部カリキュラム

のグリーン化」 

38 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

Alexandra Weissfloch（カナダ・バンクーバー

アイランド大学教授）を招き、グリーン化学教

育の実践事例を紹介。 

4 月 17 日 第１回 ICAS セミナー

「Global Change: the 
Future of Small Island 
Nations～地球変動：小

島嶼国の将来～」 

40 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

John Edward Hay（ニュージーランド・ワイカト

大学名誉教授）を招聘し、南太平洋における適

応策の現状を議論した。 

5 月 15 日 SSC 研究集会＋公開

シンポ 
120 名 

国際連合大学 テーマ：気候変動に適応した自然共生社会の実

現に向けて 
5 月 30 日 いばらき自然エネル

ギーネットワーク設

立 1 周年記念講演会

「再生可能エネルギ

ーの地域のサステイ

ナビリティ」 

88 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

再生可能エネルギーと地域主導による利活用

に関心のある地域の関係者が集まり情報およ

び意見を交換し、地域のサステイナビリティを

実現するための仕組み、コミュニティの役割を

議論した。 

6 月 8 日、

15 日、22
日 

集中講義 
「サステイナビリテ

ィ学入門」 
85 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

ICAS の教員による、サステイナビリティ学を

テーマにした全学部生対象の集中講義 
各日最後の時間は講師全員が一堂に会して質

疑応答・パネルディスカッションを行った。 
6 月 23 日 いばらき自然エネル

ギーネットワーク第 6
回セミナー 

39 名 

茨城県霞ケ浦環

境科学センター 
セミナー①「霞ケ浦の環境について」 
セミナー②「環境アセスメントから見た環境保

全対策とこれからの地域協働の在り方につい

て」 
セミナー③「茨城県の新エネルギー施策につい

て」 
セミナー④「土浦市の省エネルギー対策につい

て」 
7 月 3 日 特別企画シンポジウ

ム 「まちおこしに芸術

文化が果たしうる役

割」 
100 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

平成 25 年度学生地域参画プロジェクトに採択

された「大洗応援隊!」が ICAS と共同で特別企

画シンポジウムを開催。シンポジウムでは、東

日本大震災で被災した大洗町を事例に、まちお

こしに向けた芸術文化振興の提言とディスカ

ッションを行った。スペイン・バルセロナ在住

のガウディ研究家・田中裕也氏らも提言を行っ

た。 
7月13日～

15 日 
集中講義 SSC 共通コ

ア科目「サステイナビ

リティ学最前線」 
33 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

SSC 共通教育プログラムの集中講義。5 大学(東
大、京大、阪大、北大、茨大)の遠隔講義システ

ムにより実施 
8月22日～

23 日 
S-8-3 メコンデルタ国

際ワークショップ 45 名 
ベトナム・ 
ホーチミン 

S-8-3 のケーススタディ対象地であるメコンデ

ルタの適応策についての研究成果発表をベト

ナム水資源大学と共同で行った。 
9月1日～9
日 

GPSS 国際実践教育 
演習 

19 名 

タイ 
プーケット 
マイカオ村 

演習協力：プーケット・ラチャパット大学、マ

イカオ村地元の方々。現地の村にホームステイ

をして、廃棄物、防災・自然エネルギー、エコ

ツーリズム、農業の 4 班に分かれての演習 
9月15日～

22 日 
ベトナム・ハノイ科学

大学サマーセミナー 
5 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

ハノイ科学大学から 5 名の学部生を迎え、自然

災害、気候変動等に関する短期セミナーを開講
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した。 
9月25日～

27 日 
GPSS 国内実践教育 
演習 

23 名 

行方市 演習協力：行方市役所、行方市商工会、麻生商

業協同組合、障害者就労支援事業所いもや、JA
行方、産地直売所「やさいのこえ」、山源、株

式会社出羽屋、茨城県霞ヶ浦環境科学センタ

ー、行方市の方々、商業、農業、漁業の 3 班に

分かれての演習 
11 月 17 日 第 3 回「あつまる、ま

じわる、つながる」ポ

スターワークショッ

プ 60 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

地域のサステナ活動をつなぐワークショップ

を開催。今回は「フラットで気楽な対人関係の

もとで進められる(哲学的な対話)の試みである

哲学カフェを開く。地域のサステナ活動に関わ

っている市民、学生、研究者がポスターを用い

て発表しあい、互いに繋がることを目的とす

る。 
11 月 19 日 茨城大学・茨城県・茨

城産業会議連携 
講演会 100 名 

水戸京成ホテル 「いばらきの地域資源とサステイナビリティ」 
金子郁容（慶應義塾大学 政策・メディア研究

科 教授）らを招いて「いばらきの地域資源と

サステイナビリティ」に関する講演会を開催し

た。 
11 月 25 日 「地域サステイナビ

リティの実践農学」ウ

ィンターコースミニ

セミナー 

30 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

インドネシア三大学（ボゴール農科大学・ガジ

ャマダ大学・ウダヤナ大学）と茨城大学学生を

迎え、景観工学に関するミニセミナーを開催。 

11 月 25 日 いばらき自然エネル

ギーネットワーク第 7
回セミナー 40 名 

茨城県工業技術

センター 
セミナー①「環境モデル都市・つくばの取組「つ

くば環境スタイル”SMAILe”」 
セミナー②「電力見える化技術について～太陽

光発電システムへの応用～」 
茨城県工業技術センター内の見学 

11 月 26 日

～27 日 
S-8 気候変動適応シ

ンポジウム 
180 名 

法政大学 気候変動の影響と適応策を取り巻く政策動向

と研究の紹介、地域での適応策の手法と取組状

況等をテーマに、5 つの講演、 11 の方向、デ

ィスカッション等を行う。 
12 月 1 日 科研費基盤 A プロジ

ェクトミーティング 
16 名 

ベトナム 
ハノイ 

基盤 A「気候変動に起因するベトナム沿岸災害

適応策のための統合型モニタリングシステム」

に関する研究報告会をカウンターパートのハ

ノイ工科大学と共同で実施した。 
12 月 5 日 ICAS 外部評価 

20 名 

茨城大学 特別経費の最終年度に当たるため、学外委員に

よる評価を実施した。特別経費の計画に照らし

合わせて過去 4 年間における ICAS の活動評価

と、今後の ICAS の目標を学内外の教育研究組

織と連携強化に関する長期的戦略の検討に対

して有効な意見を頂いた。 
1 月 14 日 茨城大学復興支援プ

ロジェクト「市民協働

による公害からの地

域再生」 
100 名 

茨城大学 長期におよぶ放射能公害に行政と市民が向き

合い、地域再生をいかに図ることができるの

か、公害被災後の地域再生と地域政策の手本と

なる水俣から講師をお招きして、過去の経験か

ら得られた貴重な知見を学ぶために本公開講

演会を開催した。 
2 月 21 日 Kickoff Symposium 

on University Course in 
AIMS Regional 
Sustainability Science 

75 名 
茨城大学阿見キ

ャンパス 
アジア諸国における地球―社会―ヒューマン

システムからの持続可能な発展と将来の環境

を考察する。 
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実施記録は 2014 年 2 月末日現在 
 

2 月 23 日 第 4 回「あつまる、ま

じわる、つながる」ポ

スターワークショッ

プ 

60 名 

茨城大学 
水戸キャンパス 

地域のサステナ活動をつなぐワークショップ

を開催。地域のサステナ活動に関わっている市

民、学生、研究者のポスター発表の 2 部構成か

ら、それぞれの活動を繋げていくことを目的と

する。 
3 月 3 日 第 7 回学生サステナ・

フォーラム  
茨城大学水戸キ

ャンパス 
サステイナビリティ学研究に関わる茨城大学

学部生、大学院生による研究成果のポスター発

表および研究交流 
3月3日～4
日 

科研基盤Ａ成果報告

会  
ベトナム・ハノ

イ 
基盤 A「気候変動に起因するベトナム沿岸災害

適応策のための統合型モニタリングシステム」

に関する成果報告会 
3 月 8 日 市民参加フォーラム

「茨城県の液状化を

考える」 
 

茨城大学水戸キ

ャンパス 
震災以後の茨城県における液状化からの復

旧・復興に関する講演と各市町村の取り組みの

現状を紹介 

3 月 13 日 ICAS 外部評価報告会 
 

茨城大学水戸キ

ャンパス 
昨年 12 月に開催した外部評価の内容を学内外

に報告するとともに、来年度以降の ICAS の活

動について意見交換を行う。 
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2013 年度 ICAS 活動記録 
4 月 

新年度スタート 
平成 25 年度サステナ教育プログラム履修登録開始 
ICAS 共催セミナー (4/12) 
第１回 ICAS セミナー (4/17) 
 

10 月 
 プーケット・ラチャパット大学学術交流協定締結 (10/24) 
 首都大学東京・茨城大学・東京農工大学「理工系大学協働教

育コンソーシアムに関する基本協定」締結 (10/31) 

5 月 
SSC 理事会+公開シンポ（UNU） (5/15) 
国際国内演習ガイダンス (5/22) 
第 1 回 ICAS 運営委員会 (5/29) 
ICAS 自然エネルギーネットワーク設立 1 周年記念講演会（水

戸） (5/30) 

11 月 
第 3 回 ICAS 運営委員会 (11/11) 
第 3 回「あつまる、まじわる、つながる」ポスターワークシ

ョップ (11/17) 
茨城大学・茨城県・茨城産業会議連携講演会（水戸) (11/19) 
「地域サステイナビリティの実践農学教育」ウィンターコース

ミニセミナー（水戸） (11/25) 
いばらき自然エネルギーネットワーク第 7 回セミナー 

(11/25) 
S-8 シンポジウム（法政大学） (11/26-27) 

 
6 月 

サステイナビリティ学入門 (6/8,15,22) 
 いばらき自然エネルギーネットワーク第 6回セミナー (6/23) 

12 月 
科研費基盤 A プロジェクトミーティング（ベトナム・ハノイ） 

(12/1) 
ICAS 外部評価 (12/5) 

 
7 月 1 月 

特別企画シンポジウム「まちおこしに芸術文化が果たしうる

役割」 (7/3) 
茨城大学復興支援プロジェクト「市民協働による公害からの

地域再生」 ～水俣の経験から～ (1/14) 
サステナ最前線講義 (7/13-15)  
IPCC AR5 執筆者会合 4（スロベニア） (7/15-19)  
国際実践教育演習ガイダンス (7/26)  

  
8 月 

S-8-3 メコンデルタワークショップ（ホーチミン) (8/22-23) 
国内実践教育演習ガイダンス (8/28) 

 

2 月 
Kickoff Symposium on University Course in AIMS Regional 
Sustainability Science (2/21) 
第 4 回「あつまる、まじわる、つながる」ポスターワークシ

ョップ (2/23) 
 

9 月 3 月 
国際実践教育演習（プーケット） (9/1-9) 科研基盤 A 成果報告会（ベトナム・ハノイ） (3/3-4) 
工学部サマーコース（ハノイ科学大学学生来日） (9/15-22) 学生サステナフォーラム (3/3) 
第 2 回 ICAS 運営委員会 (9/24) 液状化フォーラム (3/8) 
国内実践教育演習（霞ヶ浦） (9/25-27) 第4回ICAS運営委員会・外部評価報告会 (3/13) 
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1.3 ICAS兼務教員及び協力教員等 

 
 

学部等 兼務教員 協力教員 
機関長 三村 信男 広域水圏環境科学教育研究センター 

教授   

人文学部 伊藤 哲司 人文ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科・教授 小原 規宏 社会科学科・講師 

 渋谷 敦司 社会科学科・教授 金 光男 社会科学科・教授 

 土屋 和子 社会科学科・講師 木村 昌孝 社会科学科・教授 

 蓮井 誠一郎 社会科学科・教授 鈴木 敦 人文ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科・教授 

 原口 弥生 社会科学科・准教授 高橋 修 人文ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科・教授 

 三輪 徳子 人文ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科・准教授 中田 潤 社会科学科・准教授 

   葉 倩瑋 社会科学科・准教授 

教育学部 伊藤 孝 学校教育教員養成課程・教授 岩佐 淳一 情報文化課程・教授 

 上地 勝 人間環境教育課程・准教授 木村 勝彦 学校教育教員養成課程・教授 

 大辻 永 学校教育教員養成課程・准教授 木村 競 人間環境教育課程・教授 

 郡司 晴元 人間環境教育課程・准教授 木村 美智子 学校教育教員養成課程・准教授 

   佐藤 裕紀子 学校教育教員養成課程・准教授 

   関 友作 人間環境教育課程・准教授 

   西川 陽子 学校教育教員養成課程・准教授 

   富樫 泰一 学校教育教員養成課程・教授 

   村野井 均 学校教育教員養成課程・教授 

   山本 勝博 学校教育教員養成課程・教授 

理学部 北 和之 理学科・教授 天野 一男 理学科・教授 

 山村 靖夫 理学科・教授 野澤 恵 理学科・准教授 

   本田 尚正 理学科・准教授 

工学部 呉 智深 都市システム工学科・教授 鎌田 賢 情報工学科・教授 

 小澤 哲 大学院理工学研究科・教授 栗原 和美 電気電子工学科・教授 

 金 利昭 都市システム工学科・教授 原田 隆郎 都市システム工学科・准教授 

 小峯 秀雄 都市システム工学科・教授 山田 稔 都市システム工学科・准教授 

 外岡 秀行 情報工学科・准教授   

 沼尾 達弥 都市システム工学科・教授   

 藤田 昌史 都市システム工学科・准教授   

 湊 淳 大学院理工学研究科・教授   

 村上 哲 都市システム工学科・准教授   

 横木 裕宗 都市システム工学科・教授   
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ICAS 田村 誠 ICAS 准教授   
 安原 一哉 産学官連携研究員   
 菊池 佐智子 ICAS 研究員   
 安島 清武 ICAS 研究員   
 島田 敏 産学官コーディネーター   
 加藤 禎久 共同研究員   
 渋谷 眞樹 ICAS スタッフ   
 小又 麻衣 ICAS スタッフ   
 安田 真由美 ICAS スタッフ   
 柴田 彩 ICAS スタッフ   

(所属等は 2014 年 1 月末日現在) 

 

学部等 兼務教員 協力教員 
農学部 木下 嗣基 地域環境科学科・准教授 淺木 直美 生物生産科学科・准教授 

 小林 久 地域環境科学科・教授 井上 栄一 生物生産科学科・准教授 

 中川 光弘 地域環境科学科・教授 太田 寛行 資源生物科学科・教授 

 成澤 才彦 資源生物科学科・教授 岡山 毅 地域環境科学科・准教授 

 新田 洋司 生物生産科学科・教授 久留主 泰朗 資源生物科学科・教授 

 長谷川 守文 資源生物科学科・准教授 黒田 久雄 地域環境科学科・教授 

   田附 明夫 地域環境科学科・教授 

   戸嶋 浩明 資源生物科学科・教授 

   長澤 淳 地域環境科学科・講師 

   西脇 淳子 地域環境科学科・助教 

   前田 滋哉 地域環境科学科・准教授 

   宮口 右二 生物生産科学科・准教授 

   安江 健 生物生産科学科・教授 

   吉田 貢士 地域環境科学科・准教授 

   坂上 伸生 ﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞｨｸﾞﾘｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・助教 

IT基盤センター   野口 宏 同センター・講師 

地域総合研究所   井上 拓也 人文学部社会科学科・教授 

広域水圏環境科学

教育研究センター 
桑原 祐史 同センター・准教授 中里 亮治 同センター・准教授 

三村 信男 同センター・教授 加納 光樹 同センター・准教授 

農学部付属ﾌｨー ﾙﾄ゙  
ｻｲｴﾝｽ教育研究 
センター 

小松﨑 将一 同センター・教授 佐藤 達雄 同センター・准教授 

遺伝子実験施設 安西 弘行 同施設・教授 古谷 綾子 同施設・助教 
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1.4 招聘教員・研究員一覧 
 

 
氏名 所属・国 地区 期間 業務内容 

1 

Elisabeth Settelmaier 

 

Curtin University of 

Technology 
教育 

学部 

(水戸) 

10.6/28～7/18 

「サステイナビリティ教育

演習Ⅱ」における講義および

研究打ち合わせ ｴﾘｻﾞﾍﾞｽ･ｾﾄﾙﾏｲﾔｰ Australia  

2 

山岸 裕 大阪経済大学 

(水戸) 10.7/10～7/11 
「ファシリテーション能力

開発演習」における講義 
Yutaka Yamagishi 

 

Osaka University of 

Economics 

3 

Junboum Park 

 

Seoul University 

工学部 

（日立） 
10.9/13～16 

アジア・太平洋の地域性を生

かした気候変動への環境地

盤工学的適応に関する研究

セミナーと WSでの講演 

ｼﾞｭﾝ･ﾎﾟﾝ･ﾊﾟｸ 

 

Korea 

4 
唐木 清志 筑波大学 

(水戸) 10.9/23・27 
「サステイナビリティ学教

育特論」における講義 Kiyoshi Karaki University of Tsukuba 

5 

三戸 誠 洗足学園音楽大学 

(水戸) 10.9/23・27 
「サステイナビリティ学教

育特論」における講義 
Makoto Sando 

 

Senzoku Gakuen 

College of Music 

6 

藤森 眞理子 

 

パシフィックコンサル

タンツ株式会社 ICAS 

(水戸) 
10.10/5 S-8-3 セミナーにて講演 

Mariko Fujimori 

 

Pacific Consultants co., 

LTD. 

7 

竹本 明生 東京大学 
ICAS 

(水戸) 
2010.11/2 S-8-3 セミナーにて講演 Akio Takemoto 

 

The University of 

Tokyo 

8 

小貫 元治 東京大学 

(水戸) 10.11/24 教育シンポジウムでの講演 Motoharu Onuki 

 

The University of 

Tokyo 

9 
大槻 知史 高知大学 

(水戸) 10.11/24 教育シンポジウムでの講演 
Satoshi Ootsuki Kochi University 

10 
石筒 覚 高知大学 

(水戸) 10.11/24 教育シンポジウムでの講演 
Satoru Ishizutsu Kochi University 

11 

Dewa Ngurah 

Supuraputa 

Udayana University 
農学部 
(阿見) 10.12/3～11 

国際交流シンポジウム、霞ヶ

浦シンポジウム参加・発表 

他 ﾃﾞﾜ･ﾇﾗ･ｽﾌﾟﾗﾌﾟﾀ Indonesia 

12 

Matt TenEyck Wisconsin University 農学部 

(阿見) 
10.12/3～12 

国際交流シンポジウム、霞ヶ

浦シンポジウム参加・発表 

他 ﾏｯﾄ･ﾃﾆｯｸ USA 

13 K.D.N.Weerasinghe University of Rufuna 農学部(阿 10.12/3～10 国際交流シンポジウム、霞ヶ
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K.D.N.ｳｨｰﾗｼﾝ SURILANKA 見) 浦シンポジウム参加・発表 

他 

14 

Kritapon Sommart Khon Kean University 
農学部 

(阿見) 
10.12/3～9 

国際交流シンポジウム、霞ヶ

浦シンポジウム参加・発表 

他 
ｸﾘﾀﾎﾟﾝ･ｿﾏｰﾄ Thailand 

15 

Md.Parvez Islam 愛媛大学 
農学部 

(阿見) 
10.12/4～9 

国際交流シンポジウム、霞ヶ

浦シンポジウム参加・発表 

他 
Md.ﾊﾟﾙﾍﾞｽ･ｲｽﾗﾑ Ehime University 

16 

John.E.Hay 

 

South Pacific 

University ICAS 

(水戸) 
10.12/4～12 

アジア・太平洋地域の途上国

における適応策に関する研

究・教育の担当及び ICAS 研

究企画担当 

ｼﾞｮﾝ･ｴﾄﾞﾜｰﾄﾞ･ﾍｲ New Zealand 

17 

Sithan Tongphrom 

 

Phuket Rajabhat 

University 
ICAS 

(水戸) 
10.12/5～11 

サステナ・フォーラムでの講

演および研究打ち合わせ 
ｻｲｻﾝ･ﾄﾛﾝﾎﾟﾝ Thailand 

18 

Suwanit Chainark 

 

Phuket Rajabhat 

University 
ICAS 

(水戸) 
10.12/5～11 

サステナ・フォーラムでの講

演および研究打ち合わせ 
ｽﾜﾆｯﾄ･ﾁｬｲﾅｰｸ Thailand 

19 

森本 理早 

 

Toulouse Business 

School 
ICAS 

(水戸) 
10.12/27～28 S-8-3 セミナーにて講演 

Risa Morimoto France 

20 

Saleemul Huq 

 

Climate Change 

Group, IIED 
ICAS 

(水戸) 

11.1/15～18 

 

S-8 国際シンポジウムにて講

演 
ｻﾚﾐｭｰﾙ･ﾊｯｸ UK 

21 

Erda Lin 

 

 

Agro-environment and 

Sustainable 

Development Institute 

ICAS 

(水戸) 
11.1/15～18 

S-8 国際シンポジウムにて講

演 

ｴﾙﾀﾞ･ﾘﾝ China 

22 

Do Minh Duc 

 

Hanoi University of 

Science 
ICAS 

(水戸) 
11.1/15～18 

S-8 国際シンポジウムにて講

演 
ﾄﾞｭ･ﾐﾝ･ﾄﾞｯｸ Vietnam 

23 
風間 聡 東北大学 ICAS 

(水戸) 
11.1/17 

S-8 国際シンポジウムにて講

演 So Kazama Tohoku University 

24 
Rajb Shaw 京都大学 ICAS 

(水戸) 
11.1/17 

S-8 国際シンポジウムにて講

演 ﾗｼﾞﾌﾞ･ｼｮｳ Kyoto University 

25 

Kwangwoo Cho 

 

 

Korea Adaptation 

Center for Climate 

Change 
ICAS 

(水戸) 
11.1/15～18 

S-8 国際シンポジウムにて講

演 
ｸヮﾝｸﾞｰ･ﾁｮｳ Korea 
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26 

Ranjana.U.K.Piyadasa University of Colombo 
ICAS 

(水戸) 
11.1/15～19 

S-8 国際シンポジウムにて講

演および大学院授業での講

演 
ﾗﾝｼﾞｬﾅ.U.K.ﾋﾟﾔﾀﾞｻ Sri Lanka 

27 

Nawa Raj Khatiwada 

 

Nepal Development 

Research Institute 
ICAS 

(水戸) 
11.1/15～18 

S-8国際シンポジウムにて講

演 
ﾅﾜ･ﾗｼﾞ･ｶﾁﾜﾀﾞ Nepal 

28 

Md.Mafizur Rahman 

 

 

Bangladesh University 

of Engineering and 

Technology 

ICAS 

(水戸) 
11.1/15～19 

S-8 国際シンポジウムにて講

演および大学院授業での講

演 
Md.ﾏﾌｨｽﾞｰﾙ･ﾗｰﾏﾝ Bangladesh  

29 

兵動 正幸 

 

山口大学工学部 

工学部 

(日立) 
11.1/19～21 

第 3 回「地球規模環境問題を

解決するための新たな地盤

工学分野を創設する研究会」

への出席及び講演 

Masayuki Hyodo 

 

Yamaguchi University 

30 

Gary M.King 

 

Louisiana State 

University 
農学部 

(阿見) 
11.3/4～10 

学生サステナ・フォーラム講

演 外 
ｹﾞｲﾘｰ･ﾐｯｼｪﾙ.ｷﾝｸﾞ USA 

31 

山岸 裕 大阪経済大学 
ICAS 

(水戸) 

11.6/25･26 

7/2･3 

「ファシリテーション能力

開発演習Ⅰ･Ⅱ」における講

義 

Yutaka Yamagishi Osaka University of 

Economics 

32 

Bui Duy Cam 

 

Hanoi University of 

Science 
ICAS 

(水戸) 

11.8/4～5 

 

学術交流のため自己経費に

て茨城大学学長を訪問。 
ﾌﾞｲ･ﾃﾞｭｲ･ｶﾑ Vietnam 

33 

Do Minh Duc 

 

Hanoi University of 

Science ICAS 

(水戸) 
11.8/4～5 

「気候変動に起因するベト

ナム沿岸災害適応策のため

の統合型モニタリングシス

テム」研究打ち合わせ 

ﾄﾞｭ･ﾐﾝ･ﾄﾞｯｸ Vietnam 

34 

Mazlin bin Mokhtar 

 

TheNational 

University of Malaysia 
ICAS 

(水戸) 
11.11/15～17 

「第 5回 UN-CECAR国際会

議」にて講演 
ﾏｽﾞﾘﾝ･ﾋﾞﾝ･ﾓｸﾀｰ Malaysia 

35 

Md.Mafizur Rahman 

 

 

Bangladesh University 

of Engineering and 

Technology 

ICAS 

(水戸) 
11.11/15～17 

「第 5回 UN-CECAR国際会

議」にて講演 

Md.ﾏﾌｨｽﾞｰﾙ･ﾗｰﾏﾝ Bangladesh  

36 

Rabindra Nath 

Shrestha 

Tribhuvan University 
ICAS 

(水戸) 
11.11/15～17 

「第 5回 UN-CECAR国際会

議」にて講演 
ﾗﾋﾞﾝﾄﾞﾗ･ﾅｽ･ｼｭﾚｯｻ Nepal 

37 
Nguyen Manh Hieu VNU Hnoi University 

of Science 

工学部 

(日立) 

11.11/25～

12/23 

河川堤防の侵食と対策に関

する研究 
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ｸﾞｪﾝ・ﾏﾝ・ﾋｭｰ Vietnam 

38 

Tran Hong Thai 

 

 

 

Vietnam Institute of 

Meteorology, 

Hydrology and 

Environment 

ICAS 

(水戸) 
11.12/19 

「ベトナムデルタワークシ

ョップ」にて講演 

ﾄﾗﾝ･ﾎﾝ･ﾀｲ Vietnam 

39 

Trinh Cong Van 

 

Water Resource 

University 
ICAS 

(水戸) 
11.12/19 

「ベトナムデルタワークシ

ョップ」にて講演 
ﾄﾘﾝ･ｺﾝ･ｳﾞｧﾝ Vietnam 

40 
平井 幸弘 駒沢大学 ICAS 

(水戸) 
11.12/19 

「ベトナムデルタワークシ

ョップ」にて講演 Yukihiro Hirai Komazawa University 

41 

齋藤 文紀 

 

独立行政法人産業技術

総合研究所 
ICAS 

(水戸) 
11.12/19 

「ベトナムデルタワークシ

ョップ」にて講演 
Yoshiki Saito 

 

 

The National Institute 

of Advanced Industrial 

Science and Technology 

42 

Gary M.King 

 

Louisiana State 

University 
農学部 

(阿見) 
12.3/2 

「学生サステナ・フォーラ

ム」にて講演 
ｹﾞｲﾘｰ･ﾐｯｼｪﾙ.ｷﾝｸﾞ USA 

43 

M.Jayantha S. 

Wijeyeratne 

Univeristy of Kelaniya 
工学部 

(日立) 
12.3/26～30 

インターナショナルセミナ

ーでの講演 
ｼﾞｬﾔﾝﾀ・ｳｨｼﾞｪﾔﾗｰﾄﾈ Sri Lanka 

44 

龍岡 文夫 東京理科大学 
ICAS 

(水戸) 
12.5/11 

「地球変動の影響に対する

適応技術・適応政策に関する

フォーラム 2012」にて講演 

Fumio Tatsuoka Tokyo University of 

Science 

45 

Md.Mafizur Rahman 

Md. 

 

Bangladesh University 

of Engineering and 

Technology 

ICAS 

(水戸) 
12.5/29～31 

「Adaptation Futures2012」

にて講演 

ﾏﾌｨｽﾞｰﾙ･ﾗｰﾏﾝ Bangladesh 

46 

Bui Duy Cam 

 

VNU Hnoi University 

of Science 
ICAS 

(水戸) 
12.11/21～23 

日本―ASEAN 大学国際連携 

教育ワークショップ 
ﾌﾞｨ･ﾃﾞｭｲ･ｶﾑ Vietnam 

47 

Nguyen Huu Du 

 

VNU Hnoi University 

of Science 
ICAS 

(水戸) 
12.11/21～23 

日本―ASEAN 大学国際連携 

教育ワークショップ 
ﾝｸﾞｴﾝ･ﾋｭｰ・ﾄﾞｩ Vietnam 

48 

Somchai Saklthup 

 

ｿﾑﾁｬｲ・ｻｸﾙﾃｭｯﾌﾟ 

Phuket Rajabhat 

University 

Thailand 

ICAS 

(水戸) 
12.11/21～23 

日本―ASEAN 大学国際連携 

教育ワークショップ 
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49 

Sukanya 

Vongtanaboon 

Phuket Rajabhat 

University 
ICAS 

(水戸) 
12.11/21～23 

日本―ASEAN 大学国際連携 

教育ワークショップ 
ｻｶﾝﾔ・ﾎﾞﾝﾀﾅﾌﾞｰﾝ Thailand 

50 

Gary M.King Louisiana State 

University 
農学部 

(阿見) 
13.1/20～28 

気候変動適応型農業の基盤

構築の研究 
ｹﾞｲﾘｰ･ﾐｯｼｪﾙ.ｷﾝｸﾞ USA 

51 

上柿 嵩英 

 

大阪府立大学 

農学部 

(阿見) 
13.3/16 

東洋大学 TIEPｈ＆茨城大学

ICAS 共催 

国際セミナー「いのちと自然

の尊さについて考える」講演 

Takahide Uegaki 

 

Osaka Prefecture 

University 

52 

Jeffrey E. Clark 

 

㈲シープラスエフ研究

所 農学部 

(阿見) 
13.3/16 

東洋大学 TIEPｈ＆茨城大学

ICAS共催国際セミナー「いの

ちと自然の尊さについて考

える」講演 

ｼﾞｪﾌﾘｰ･ｸﾗｰｸ 

 

C+F Institute 

53 

Timothy McLean 本郷高校 

農学部 

(阿見) 
13.3/16 

東洋大学 TIEPｈ＆茨城大学

ICAS 共催国際セミナー「い

のちと自然の尊さについて

考える」講演 

ﾃｨﾓｼｰ･ﾏｸﾘｰﾝ 

 

 

Hongo Senior High 

School 

54 

John E. Hay 

 

 

South Pacific 

University 

ICAS 

(水戸) 

13.4/6~20 アジア・太平洋地域の途上国

における適応策に関する研

究・教育の担当及び ICAS 研

究企画担当 ｼﾞｮﾝ･ｴﾄﾞﾜｰﾄﾞ･ﾍｲ New Zealand 

55 

荻原 勲 東京農工大大学院  

ICAS 

(水戸) 
13.12/5 

ICAS 外部評価に外部評価委

員として参加 

Isao  

Ogiwara 

Tokyo University of 

Agriculture and 

Technology 

56 

中北 英一 京都大学 
ICAS 

(水戸) 
13.12/5 

ICAS 外部評価に外部評価委

員として参加 
Eiich  

Nakagawa 

Kyoto University 

57 

菊池 克幸 茨城新聞社 
ICAS 

(水戸) 
13.12/5 

ICAS 外部評価に外部評価委

員として参加 
Katsuyuki 

Kikuchi 

The Ibaraki Shimbun 

Company 
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1.5 主な研究業績 
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